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１．取組の概要 

１－１．取組の目的 

本事業は、産業界のニーズに対応した人材育成の取組を行う大学・短期大学（以下「大学等」という。）が、

地域ごとに共同して地元の企業、経済団体、地域の団体や自治体等（以下「産業界等」という。）と産学協働

のための連携会議を形成して以下のような取組を実施することにより、社会的・職業的に自立し、産業界の

ニーズに対応した人材の育成に向けた取組の充実が図られるよう国として支援し、幅広い職業人養成に比

重を置く大学の機能別分化に資することを目的としています。 
①  地域における大学等がグループを形成し（以下「大学グループ」という。）、大学グループと産業界等と

の間に産学協働のための連携会議を設置し、大学グループ全体の取組体制の整備や質の向上を図

る。 
②  ①の大学グループ内では、大学間で連携して取り組むテーマ（以下「取組テーマ」という。）を複数設

定し、大学間と産業界等の協働の下で取組の推進にあたる。 
③ ②の推進のため、産学協働のための連携会議では、地域における産業界等の人材ニーズの把握、大

学グループの取組の発展・充実に向けた産業界等との協力体制の構築の検討や、取組テーマ毎の成果の

共有、グループ内外の大学・地域等に対する広報・啓発等を広く実施する体制を構築する。 
 
（産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業 公募要領より抜粋） 
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１－２．取組の目標 

本グループでは以下の目標を、申請時に提示した。 
 

取組テーマと達成目標・成果 
 

 取組テーマ① 取組テーマ② 取組テーマ③ 

取組テーマ 

産業界のニーズに対応し

たキャリア開発科目の高次

化 

産業界のニーズにマッチし

た学修評価・指導方法の開

発 

産官学地域共同によるインタ

ーンシップの高次化 

達成目標 

【共通目標】 

産業界のニーズに対応した教育改善による学士課程教育全般の質的向上へ 

・各大学の取組によって得た知識・知見と成果の共有 

・成果の社会発信 

学士課程教育の質的向上に

繋がる産業界と連携した教育

の開発・実践 

学生の主体的な学修を支える

ための学修評価・指導方法の

多元的な研究開発 

産業界との連携強化による新た

なインターンシップ・モデルの開

発 

成果 

□グループ/各大学 

・体系的キャリア教育プログラ

ムモデルの作成 

・産学連携教育モデルの作

成 

 

□その他 

キャリア開発科目のグループ

大学相互単位互換の検討 

 

□グループ 

①ポートフォリオモデルの確

立、②アセスメントの改善、③Ｆ

Ｄにおけるアクティブ・ラーニン

グの推進 

 

□各大学 

・評価マネジメント方法の確立

および質的向上 

・教育方法の改善開発と教員の

教育能力の涵養 

□グループ 

・ジェネリックスキル獲得型モデル

の確立 

・課題解決型教育モデル（チーム

ビルディング等の活用による）の

開発 

 

□各大学 

プログラムの質的転換による主体

性のある学生の増加 

 

この目標をもとに、その達成の如何を PDCA サイクルを回しながら事業を進めてきた。 
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１－３．取組の概要 

関東山梨地域大学グループは、電気通信大学を幹事校とし、一都三県に亘る国立大学 3 校、私立大学 9 校、短期

大学 2 校の大学・短期大学計 14 校で構成する。 

大学グループと産業界は連携協力体制を確立し、実効性のある実施計画を策定・推進していく。取組の推進インフ

ラとなる産業界との連携については、より強固な協力体制の構築を目指す。そこで、これを実現するために、積極的に

協力して頂ける経済等 13 団体と 14 大学で、中核組織「関東山梨地域産学協働協議会」を結成した。本協議会では、

主に次の 4 つの事項を 4 つのステップ(計画)で、大局的かつ総合的に大学と産業界との連携協力の在り方等につい

て協議検討並びに評価検証する。 

① 産業界の人材ニーズと大学の産業界へのニーズの把握 

② 産業界と大学の接続に関する課題の共有 

③ 産業界と大学間の連携協力体制の構築 

④ 各大学及び大学グループ合同での取組と取組成果の評価検証 

 

ステップ 1：ニーズ把握 

ステップ 2：課題共有 

ステップ 3：協力体制構築 

ステップ 4：評価検証 

 
① 産業界の人材ニーズと大学の産業界へのニーズの把握 

平成２４年度～２５年度には、産業界委員に教育改善研究会にご参加いただき、そこでの意見をもとに、産業界の

ニーズの把握を行ったが十分な把握ができなかったため、平成２６年度は産学協働協議会にて、産業界委員の

各委員の考える産業界の人材ニーズについての講演をもとにディスカッションを行った。さらに外部評価委員会で

も産業界のニーズについて知見のある外部評価委員の方から、産業界のニーズについての講演とディスカッショ

ンを行った。そこでの発見は、産業界のニーズというものはなく、産業界の企業個々のニーズというものは存在し、

それは多様であるということであった。 
② 産業界と大学の接続に関する課題の共有 

産業界と大学において、接続の一形態がインターンシップである。テーマ③で主に議論されていた。また、平成２

６年度１２月に実施したインターンシップ報告会には、大学、産業界から多くの参加を得ることができ、産業界委員

からも忌憚ない意見をいただいた。インターンシップは大学教育の中で、多くの学びを得ることができるメリットがあ

ることが確認できた 
③ 産業界と大学間の連携協力体制の構築 

産学協働協議会の開催、教育改善研究会や合同 FDへの産業界委員の参加により、大学教育について産業界の

観点から意見をいただき、各大学の取組内容に反映できるようなインプットを得ることができた。産業界が大学の

キャリア教育について知見を得る機会にもなり、産業界と大学間の連携協力体制の構築ができた。特に、合同ＦＤ

では実際に講義を見学していただくことにより、大学のキャリア教育の実践についての高い評価と、このような教育

が浸透していくことにより、これまでに発生している産業界のニーズと大学のキャリア教育における課題解決に繋

がる、とのコメントをいただいた。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関東山梨地域産学協働協議会 

・グループ全大学（14校） 

・地元の産業界（10団体でスタート） 

関東山梨地域大学グループ協議会 

グループ全大学（14校） 

幹事校：電気通信大学 

キャリア開発科目の高次化Ｇ 

幹事校会議 

幹事校、グループ幹事校 

学修評価・指導方法の開発Ｇ インターンシップの高次化Ｇ 

教育改善研究会（3つの取組テーマ） ※取組テーマ毎にグループ幹事校を置く 

（協議、連携協力、全体評価） 

（確認、意見、評価検証） 
（全体調整、運営全般） 

（報告・提案・提言） 

13 団体・企業 

・グループ全大学(14 校) 

・地元の産業界(13 団体・企業) 
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④ 各大学及び大学グループ合同での取組と取組成果の評価検証 

各大学及び大学グループ合同での取組と取組成果の評価検証については、年度内に２回開催した外部評価委

員会にて行ってきた。最終の評価検証については、平成２７年２月１７日に開催された外部評価委員会にて行い、

平成２７年２月２８日開催の成果報告シンポジウムにて報告を行った 
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１－４．取組の実施体制 

 本連携取組における、産業界と本グループおよび大学間の連携協力の実施体制は「関東山梨地域産学協働協議会」、

「関東山梨地域大学グループ協議会」と「幹事校会議」、そして「教育改善研究会」で構成する。「外部評価委員会」は、

独立して、本事業の取組について第 3 者的な立場から評価を行い、本事業の改善につなげる助言を行う。 
 
1) 外部評価委員会 
 本事業の取組内容について、評価を行う。外部評価委員については、産業界の有識者を委嘱し、年度の中間と年度末

に、本グループの事業について評価を行い、グループにフィードバックを行う。 
 
2)  関東山梨地域産学協働協議会 
 産業界とグループ全大学で構成する本取組の中核組織。この会議の議長および会議進行は幹事校が行い、前述の

「（１）大学グループの構成と産業界等との連携」のとおり、4 つの事項を 4 つのステップで取組の確認・協議検討を行う 
（ＰＤＣＡサイクル）。なお、必要に応じ取組に対する評価を目的とした、外部評価者を招聘することができることとする。尚、

関東山梨地域産学協働協議会を構成する団体、企業は以下の通りである。 
（公社）栃木県経済同友会 
（株）日立製作所 
日産自動車（株） 
東京経営者協会 
（公社）相模原・町田大学地域コンソーシアム事務局 
（株）ＪＴＢコーポレートセールス 
東京経済大学・多摩地域産学連携推進委員会 
（社福）清瀬市社会福祉協議会 
(特非)武蔵野スポーツクラブ 
神奈川県内陸工業団地(協組) 
（公財）川崎市文化財団 
山梨県中小企業団体中央会 
（一社）相模原市幼稚園協会 

 
 
3)  関東山梨地域大学グループ協議会 
 大学グループ運営の中核組織。議長および会議進行は幹事校の電気通信大学が行い、年間2回開催する。ここでは、

主に次のことを確認・協議検討する。 
・グループ全体の方向性と基本計画の決定 
・グループ共通の取組計画や合同事業の決定 
・取組テーマの状況と成果の品質管理・評価 
・教育改善研究会各グループの提案・提言の協議・評価 
・その他の連絡事項等の確認・調整 
 
4) 幹事校会議 
 幹事校副幹事校とテーマ別幹事校および副幹事校の 6校合せて 8校で構成し、グループ全体並びに取組全般の総合

的な調整を行う。ここでは、主に次の調整を行う。 
 ・関東山梨地域産学協働協議会と関東山梨地域大学グループ協議会の議題決定及び運営調整 
 ・教育改善研究会各グループの活動掌握および各グループの提案・提言の事前調整 
 ・グループ共通の取組計画・合同事業の企画運営 
 ・グループ全体の情報発信（広報）に関する計画策定 
尚、正副幹事校および各テーマ別分科会の正副幹事校は以下の通りである。 

幹事校  電気通信大学 
副幹事校  武蔵野大学 
テーマ① 幹事校 横浜国立大学 

副幹事校 亜細亜大学 
テーマ② 幹事校 昭和音楽大学 

副幹事校 神奈川工科大学 
テーマ③ 幹事校 創価大学 

副幹事校 東京経済大学 
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5) 教育改善研究会 
 取組テーマ毎に研究会を設定し、取組テーマに対する教育改善を目的に深く調査研究する。そこで得た情報や知見に

ついては、関東山梨地域大学グループ協議会に報告するとともに、具体的な教育改善策を上程する。 
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１－５．採択時の留意事項への対応状況 

本事業受託の際に、以下の留意点を文部科学省から提示された。 
以下の留意点に対する対応状況は、翌年度以降、補助金の交付申請時に提出を求める取組達成状況等において

確認するので、遺漏なきよう対応願いたい。 

① 本大学グループ全体の取組目標を「ジェネリック・スキルの修得」と明確にしたことは評価できる。「ジェネリック・ス

キル」に対する認識を参加大学間で共有化した上で、それを中核に据えた具体的な目標を定め、ＰＤＣＡサイクル

を構築されたい。 

② 多様な特徴を有する大学によって構成されているという本大学グループの特色を活かし、教員の交流にとどまら

ず、ＰＢＬ等の共同実施やキャリア教育の公開等を通じた学生の交流も検討されたい。 

③ 産業界との連携について、大学グループの会議等に参加するだけでなく、取組に対する具体的な連携関係をより

明確にするとともに、そのような具体的な連携関係を構築できる産業界からの参加を一層拡大するよう努めていた

だきたい。 

④ 海外インターンシップについては、「ジェネリック・スキルを高めるための一手法」と位置付けた上で、国内インター

ンシップ等では達成できない等、他の手法では代替できない達成目標を明確にした上で実施されたい。 

⑤ 取組の推進にあたっては、外部評価を十分に活用されたい。 

 
留意事項に対して、以下のように対応を行った。 
① 「ジェネリック・スキル」は、社会人として一般的に必要な能力で、汎用的能力として各大学が共通して取り組むものと

して、産業界委員からの意見もあり「社会人基礎力」をベースに進めることとした。社会人基礎力は、各大学がキャリ

ア教育で取り組むもので、各大学のキャリア教育の実態を調査して、各テーマ毎にＰＤＣＡサイクルを構築して取り組

んだ。各大学のキャリア教育が産業界のニーズに応えているかについては、教育改善研究会や合同ＦＤ、シンポジ

ウムにおける産業界委員他からのフィードバックをいただき、産学協働協議会での産業界ニーズをテーマとする産

業界委員からの講演を実施した。テーマ①では、シラバス調査を年度毎に行い、各大学のキャリア教育の拡充状況

を把握した。テーマ②ではアクティブラーニングの実施調査を行い、具体的なアクティブラーニングの実施状況と得

られる能力の把握を行った。 
② ・平成２６年１２月に実施した合同インターンシップ報告会で１１大学の学生が発表した。産業界委員には、講評、評

価者として参加していただいた。また、情報交換会（ノンアルコール）で、学生間そして学生と教職員および産業界

委員と大変有意義な交流・コミュニケーションができた。 
・本グループの活動から和泉短期大学と北里大学共同による PBL が生まれ、2 年間に渡り継続して実践した。また、

平成 27 年度以降も継続する計画であるという報告があった。また、平成２７年１月に開催した教育改善研究会では

教員の発表があり、和泉短期大学、北里大学、受け入れ側のさがまちコンソーシアムの担当者、担当教員からのコメ

ントも発表した。 
・キャリア教育の公開については、合同ＦＤを行い、産業界委員および各大学の教職員が講義を見学する取組を行

った。講義の見学だけではなく、講義前に事前の説明があり、講義後にフィードバックの時間を設け、アンケートにも

回答するなど交流を進める仕組みを実践した。 
・このような共同での PBLが実践されるような信頼関係が構築できたことで、テーマ B では参加大学の学生による合

同の事前講義とインターンシップに発展した。 
③ 産業界委員には、会議の参加だけではなく、各大学の講義を公開する合同ＦＤにも参加、実際の講義を見学いただ

いた。また、産業界委員による産業界ニーズをテーマとした講演も産学協働協議会で賜る機会を設けた。また、大学

間連携の実践例にもなっている和泉短期大学と北里大学の共同 PBL でも、産業界委員のさがまちコンソーシアム

の協力をいただいて実施した。 
④ 海外インターンシップは、『ダイバシティの精神、異文化への理解、適応能力、そして語学力といった、グローバル人

材として要されるスキルが向上されると考えられる』としてきている（留意点対応状況調査票より引用）。実際に海外イ

ンターンシップを行っている宇都宮大学の報告・説明会見学や、グループ連携校の合同で実施したインターンシッ

プ報告会での海外インターンシップ経験者からの報告から、当初考えられていたグローバル人材として要されるスキ

ルが向上したと判断した。 
⑤ 外部評価については、平成２５年度から外部評価委員会を立ち上げ、本事業への第３者機関として外部評価を行っ

ていただいた。特に、初年度から中間報告を行い、評価を次の年度の活動に反映する仕組みを構築した。本年 2月

に開催した報告会において、外部評価委員長から評価報告が行われた。 
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２．本事業の取組状況 

２－１．グループ全体の取組状況 
テーマ 

申請書上の 
「達成目標」（Plan） 

Do 
「達成目標」、「効果」に

対して実際に 
実施した項目 

Check 
「達成目標」、「効果」 
に対する達成度 

Action 
達成の可否 
次のアクション 

全体 ① 産業界の人材ニーズと大学の産業

界へのニーズの把握 
・ 企業の大学や学士課程教育に対

するニーズ 
・ 大学が企業に求める協力事項 
・ 産業界におけるグローバル化や

情報化で求められる人材ニーズ 
・ 労働市場や就業状況の変化、な

ど 

・ 産学協働協議会に

て分科会を開催

し、各テーマごとに

大学関係者と産業

界関係者とのコミュ

ニケーションを行っ

た。 
・ 教育改善研究会を

開催し、参加された

産業界委員の意見

から産業界のニー

ズを把握した。 
・ 合同FDを開催し、

産業界委員への参

加を促した。参加さ

れた方からアンケ

ートやヒアリングな

どで、産業界の方

の意見をいただい

た。 
・ 「産業界のニーズと

大学教育について

考える」をテーマに

中間報告シンポジ

ウムを開催した。 
・ 産学協働協議会に

て、各産業界委員

から産業界のニー

ズについての発表

を行い、大学側委

員とのディスカッシ

ョンを行った。 

○ ＜達成事項＞ 
産業界のニーズ

を把握する機会

を多く設け、産業

界のニーズへの

理解を深めること

ができた。 
 

産学協働協議会の

産業界委員による講

演、外部評価委員

による講演、教育改

善 研 究 会 や 合 同

FD などから、産業

界のニーズの把握

作業を進めてきてお

り、「産業界のニー

ズ」というものはな

く、個別の企業のニ

ーズがあるという理

解に至った。 
② 産業界と大学の接続に関する課題

の共有 
・ 産業界を担う人材を育成するため

に必要な制度や内容等 
・ 産学連携事業の機会創出の可能

性と課題 
 

○ ＜達成事項＞ 
各大学での産学

連携は実践され

ている。あらたに

グループ内の大

学間と産業界委

員団体との連携

事例が生まれた。 

大学個別の取組に

おいては、産業界と

の連携を実施してい

たが、あらたに和泉

短期大学、北里大

学、産業界委員のさ

がまちコンソーシア

ムが連携した事例が

うまれた。 

③ 産業界と大学間の連携協力体制

の構築 
・ 最適な体制の検討 
・ 具体的な組織化 
・ 連携推進における各種コンプライ

アンスの確認 

○ ＜達成事項＞ 
産学協働協議会

を設置した。産学

協働協議会にて

産業界のニーズ

について議論を

行った。 

連携の一環として、

産業界のニーズに

ついて、各産業界委

員からの情報提供を

していただいた。大

学側にて産業界ニ

ーズの把握を行っ

た。 
④各大学及び大学グループ合同での

取組と取組成果の評価検証 
・ 事業の客観的評価 
・ 産学連携ＰＤＣＡサイクルの確立 

○ ＜達成事項＞ 
外部評価委員会

を開催し、事業の

評価を行った。事

業の評価に際し

て、全体と各テー

マについて

PDCA を作成し

た。 
 

平成 25 年度は 9 月

と翌 3月に外部評価

委員会を開催した。

平成 26 年度も 9 月

と 2 月に実施した。

特に平成 26 年度に

ついては 2 回に渡

り、外部評価委員よ

り産業界ニーズにつ

いて講演をいただい

た。 
最終的に事業の内

容についても高い評

価を得た。 
 

 

8 



 

全体での取組実績 

＜平成 24 年度＞ 

   
4・5 月 6・7 月 8・9 月 10・11 月 12 月 1 月 2・3 月 

 
主な取組           

協定書 

締結 
研修会等 

協議会 

シンポジウム 

取組・評価体制 

関東山梨地域産学協働協議会 年 2 回           
第 1 回 

(1/16) 

第 2 回 

(3/26) 

関東山梨地域大学グループ協議会 年 2 回   
第 2,3 回 

(7/9,19) 
  

第 4.5 回 

(10/2,11) 

第 6 回 

(12/10) 
  

第 7 回 

(3/8) 

幹事校会議 年 4 回   
第 1 回 

(7/4) 
  

第 2 回 

(10/11) 

第 3 回 

(12/10) 

第 4 回 

(1/23) 

第 5,6 回 

(2/4,2/27) 

教育改善研究会取り組みテーマ① 年 3 回           
第 1 回 

(1/16) 
  

教育改善研究会取り組みテーマ② 年 3 回             
第 1 回 

(3/26) 

教育改善研究会取り組みテーマ③ 年 3 回               

合同研究・研修会 

ＦＤ研修回・ワークショップテーマ①② 年 1，2 回           
授業研究(1/16) 

電気通信大 
  

ＦＤ研修回・ワークショップテーマ③ 年 1，2 回             
FD ワークショップ 

(3/8)武蔵野大 

＜平成 25 年度＞ 

   
4・5 月 6・7 月 8・9 月 10・11 月 12 月 1 月 2・3 月 

 
主な取組               

協議会 

シンポジウム 

取組・評価体制 

外部評価委員会 年 2 回       
第 1 回 

(10/3) 
    

第 2 回 

(3/17) 

関東山梨地域産学協働協議会 年 2 回     
第 3 回 

(8/5) 
      

第 4 回 

(3/27) 

関東山梨地域大学グループ協議会 年 2 回   
第 8 回 

(6/20) 

第 9 回 

(8/5) 

第 10 回 

(11/13) 

第 11 回 

(12/19) 
  

第 12,13 回 

(3/17,3/27) 

幹事校会議 年 4 回 
第 7 回 

(5/9) 

第 8 回 

(6/6) 

第 9 回 

(9/26) 
  

第 10 回 

(12/2) 
  

第 11 回 

(2/20) 

教育改善研究会取り組みテーマ① 年 3 回   
第 2 回 

(6/20) 
  

第 3 回 

(11/13) 

第 4 回 

(12/19) 
    

教育改善研究会取り組みテーマ② 年 3 回   
第 2 回 

(6/20) 
  

第 3 回 

(11/13) 

第 4 回 

(12/19) 
    

教育改善研究会取り組みテーマ③ 年 3 回     
第 1 回 

(8/5) 

第 2 回 

(11/13) 

第 3 回 

(12/19) 
    

合同研究・研修会 

ＦＤ研修回・ワークショップテーマ① 年 3 回   
第 2 回 

(6/20) 
  

第 3 回 

(11/13) 

第 4 回 

(12/19) 
    

ＦＤ研修回・ワークショップテーマ② 年 3 回   
第 2 回 

(6/20) 
  

第 3 回 

(11/13) 

第 4 回 

(12/19) 
    

ＦＤ研修回・ワークショップテーマ③ 年 3 回     
第 1 回 

(8/5) 

第 2 回 

(11/13) 

第 3 回 

(12/19) 
    

合同ＦＤ    適宜公開 

成果報告 

中間成果報告 

（グループ共通ホームページ） 
  適宜情報公開 

シンポジウム               
シンポジウム 

(3/1) 

＜平成 26 年度＞ 

   
4・5 月 6・7 月 8・9 月 10・11 月 12 月 1 月 2・3 月 

 
主な取組     

協議会 
研修会 

外部評価
委員会 

研修会     
協議会 

シンポジウム 

取組・評価体制 

外部評価委員会 年 2 回     
第 3 回 
(9/16) 

      
第 4 回 
(2/17) 

関東山梨地域産学協働協議会 年 2 回   
第 5 回 
(7/22) 

        
第 6 回 
(2/28) 

関東山梨地域大学グループ協議会 年 2 回   
第 14,15 回 
(6/17,7/22) 

      
第 16 回 
(1/20) 

第 17 回 
(2/17) 

幹事校会議 年 4 回   
第 12,13 回 
(6/3,7/15) 

  
第 14 回 
(10/14) 

  
第 15 回 
(1/13)  

教育改善研究会取り組みテーマ① 年 3 回   
第 5 回 
(6/17) 

  
第 6 回 
(10/21) 

  
第 7 回 
(1/20)  

教育改善研究会取り組みテーマ② 年 3 回   
第 5 回 
(6/17) 

  
第 6 回 
(10/21) 

  
第 7 回 
(1/20)  

教育改善研究会取り組みテーマ③ 年 3 回   
第 4 回 
(6/17) 

  
第 5 回 
(10/21) 

  
第 6 回 
(1/20)  

合同研究・研修
会 

ＦＤ研修回・ワークショップテーマ① 年 3 回   
第 5 回 
(6/17) 

  
第 6 回 
(10/21) 

  
第 7 回 
(1/20)  

ＦＤ研修回・ワークショップテーマ② 年 3 回   
第 5 回 
(6/17) 

  
第 6 回 
(10/21) 

  
第 7 回 
(1/20)  

ＦＤ研修回・ワークショップテーマ③ 年 3 回   
第 4 回 
(6/17) 

  
第 5 回 
(10/21) 

インターンシップ 
報告会（12/13） 

第 6 回 
(1/20)  

合同ＦＤ 適宜公開 

成果報告 

中間成果報告 
（グループ共通ホームページ） 

適宜情報公開 

シンポジウム               
シンポジウム

(2/28) 
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合同 FD の開催 

 合同ＦＤについては、平成 25 年度の幹

事校の講義の公開から開始し、平成 26

年度は14大学すべての講義の公開につ

なげた。平成 25 年度には 53 の講義を公

開し、平成26年には104の講義を公開し

た。 

各大学から 2 年間に 99 名（平成 25 年度

72 名、平成 26 年度 27 名）、産業界委員

は 8 名の参加があった。 

教員は自らの大学の講義も抱えており移

動時間もあり制限もある中、広く公開した

ことで多数の参加が得られた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

開催大学名 
25 年度 

開催回数 

26 年度 

開催回数 

電気通信大学 （幹事校） 25 37 

武蔵野大学 （副幹事校） 0 10 

横浜国立大学 （テーマ①幹事校） 5 14 

亜細亜大学 （テーマ①副幹事校） 3 10 

昭和音楽大学 （テーマ②幹事校） 4 2 

神奈川工科大学 （テーマ②副幹事校） 9 9 

創価大学 （テーマ③幹事校） 3 3 

東京経済大学 （テーマ③副幹事校） 1 3 

宇都宮大学 1 5 

北里大学 - 2 

日本社会事業大学 - 3 

山梨英和大学 - 1 

昭和音楽大学短期大学部 2 1 

和泉短期大学 - 4 

総計 53 104 
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グループ全体によるシンポジウム開催 

本グループでは、平成 25 年度に中間報告シンポジウムを武蔵野大学にて開催した。また、平成 26 年度についても電

気通信大学にて開催した。構成として本グループからの成果報告と、産業界のニーズに関するテーマで有識者の参加

の下、パネルディスカッションを行った。 

平成 25 年度 

 

平成 26 年度 
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各大学によるシンポジウム等開催 

開催大学 開催日付 開催名称 参加者数 

参加者数 

本グループ 

関係者 

宇都宮大学 平成 25 年 6 月 5 日 宇都宮大学国際ワークショップ 

－国際インターンシップの実践と課題について

－ 

49 名 ― 

宇都宮大学 平成 25 年 11 月 14 日 平成 25 年度国際インターンシップ報告・説明会 54 名 4 名 

宇都宮大学 平成 26 年 5 月 13 日 平成 26 年度国際インターンシップ報告・説明会 約 100 名 ― 

宇都宮大学 平成 26 年 12 月 9 日 平成 26 年度国際インターンシップ報告・説明会 28 名 ― 

宇都宮大学 平成 25 年 11 月 9 日 2013 年度宇都宮大学キャリアフェスティバル 880 名 ― 

宇都宮大学 平成 26 年 10 月 25 日 2014 年度宇都宮大学キャリアフェスティバル 720 名 2 名 

宇都宮大学 平成 26 年 6 月 6 日 課題発見・解決型インターンシップ報告会 150 名 ― 

亜細亜大学 平成 25 年 10 月 15 日 キャリア・インターンシップ事後研修報告会 ― 8 名 

亜細亜大学 平成 26 年 10 月 4 日 経 営 学 部 イ ン タ ー ン シ ッ プ 報 告 会

（ http://www.asia-u.ac.jp/asu_news/2014/10/7

40/） 

70 名 5 名 

亜細亜大学 平成 26 年 12 月 22 日 経営学部 プレゼンバトル 

（募集ポスター、案内ポスター添付） 

80 名 3 名 

東京経済大学 平成 25 年 3 月 15 日 産学連携シンポジウム「多摩地域の産学連携の

今を語る～東経大の地域連携の可能性～」（後

援：経済産業省関東経済産業局、多摩信用金

庫、東京都中小企業振興公社、八王子市） 

111 名 4 名 

東京経済大学 平成 26 年 2 月 15 日 シンポジウム「国分寺 新しいまちへの期待 北

口再開発をめぐって」（共催：東京都中小企業

振興公社） 

35 名 ― 

東京経済大学 平成 26 年 7 月 11 日 東京経済大学・多摩信用金庫共同シンポジウム

「飛躍する多摩ものづくり企業 地域産業の活

性化と挑戦する経営者」（後援：経済産業省関

東経済産業局） 

85 名 1 名 

東京経済大学 平成 27 年 2 月 27 日 

 

シンポジウム「国分寺 新しいまちへの期待 北

口再開発と商店街」（共催：東京都中小企業振

興公社） 

80 名 ― 

東京経済大学 平成 27 年 3 月 27 日 

（予定） 

第 2 回東京経済大学・多摩信用金庫共同シン

ポジウム「多摩の中小企業の知られざる国際化

と経営者の姿 ～地域連携に求められる新たな

役割とは？～」 

― ― 

日本社会事業大学 2014 年 9 月 20 日 シンポジウム「アクティヴ・ラーニングの創造―地

域事業所と連携した大学生の参加型学習―」 

31 名 11 名 

武蔵野大学 平成 25 年 3 月 8 日 産学連携 FD ワークショップ 130 名 28 名 

武蔵野大学 平成 26 年 11 月 30 日 武蔵野大学 FD シンポジウム 160 名 10 名 

神奈川工科大学 平成 25 年 3 月 1 日 教育シンポジウム 146 名 6 名 

昭和音楽大学 平成 26 年 1 月 14 日 実社会に生きる大学の学び 76 名 9 名 

昭和音楽大学 平成 27 年 1 月 20 日 産業界が求める人材 52 名 29 名 

昭和音楽大学 

短期大学部 

平成 26 年 1 月 14 日 実社会に生きる大学の学び 76 名 9 名 

昭和音楽大学 

短期大学部 

平成 27 年 1 月 20 日 産業界が求める人材 52 名 29 名 

和泉短期大学 平成 25 年 11 月 23 日 はっぴいアクアリウムプロジェクト主催 

「子ども体験イベント」 

645 名 50 名 

和泉短期大学 平成 26 年 12 月 7 日 はっぴいアクアリウムプロジェクト主催 

「子ども体験イベント」 

635 名 50 名 
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グループ全体による広報活動 

１ 広報用パンフレット「Borderless」作成 

平成 25年 3月に作成し、各大学にて関係する産業界にも配布を行った。

また、大学グループで開催したシンポジウム等でも配布を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 広報用ウエッブサイト開設 

http://www.s-needs.uec.ac.jp/ 
Borderless と同タイミングで公開した。 
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３ 最新取組内容の告知用ウエッブサイト開設 

http://www.s-needs.uec.ac.jp/news/ 
 
平成 25 年度に外部評価委員会での評価

内容をもとに開設した。各イベントでの開

催情報やメディアへの掲載情報などをアッ

プトゥデイトに更新している。 
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２－２．テーマ別の取組状況 

テーマ① 産業界のニーズに対応したキャリア開発科目の高次化 

テーマ 
申請書上の 

「達成目標」

（Plan） 

申請書上の 

「効果」 

Do 
「達成目標」、「効果」 

に対して実際に 

実施した項目 

Check 
「達成目標」、「効果」 

に対する達成度 

Action 
達成の可否 

次のアクション 

テーマ① 【共通目標】 

産業界のニーズに対応した

教育改善による学士課程教

育全般の質的向上へ 

• 各大学の取組によって得た

知識・知見と成果の共有 

• 成果の社会発信 

教育改善研究会を 2

回実施し、産業界委

員を交え議論した。産

業界のニーズについ

ては外部評価委員の

意見も伺った。 

○ キャリア開発科目の

高次化活動の最終

段階として、各大学

の先進事例、改善

課題を共有できた。 

最終報告書を取りまと

めると共に、2/28 のシ

ンポジウムで活動結果

を報告した。 

【テーマ別】 

学士課程教育

の質的向上に

繋がる産業界

と連携した教

育の開発・実

践 

□グループ

/各大学 

・体系的キャ

リア教育プロ

グラムモデ

ルの作成 

画一的な「プログラ

ム」を作るよりも、各校

がその課題・実情に

応じて、体系的にキャ

リア教育を実践できる

ことが肝要との結論に

至った。 

求められるキャリア教

育要件を整理し、キャ

リア教育の現状を可

視化して管理し、継

続的に分析・改善し

ていく「可視化モデ

ル」を構築した。 

○ ＜達成事項＞ 

グループ各校がそ

の課題・実情に応

じて、体系的にキャ

リア教育の現状を

可視化し、分析す

る仕組みを構築で

きた。 

最終報告書にて、H27

年度開設のキャリア関

連科目を、左記「可視

化モデル」で集計、報

告した。 

□グループ

/各大学 

・産学連携

教育モデル

の作成 

他大学の先進事例を

参考に、各大学は自

学の教育方針や学生

の資質、進路先を踏

まえて自学に最適化

し、成果はシラバス調

査で確認・共有する

方針を検討、合意し

た。 

○ ＜達成事項＞ 

活動成果の取りまと

め方針を確定でき

た。 

産学連携や科目の改

善状況について、最終

報告書にて、H27 年度

開設のキャリア関連科

目のシラバスを集計し、

報告した。 

□その他 

キャリア開発

科目のグル

ープ大学相

互単位互換

の検討 

個別大学間での単位

互換の可能性を検討

した。 

○ ＜達成事項＞ 

関東一円に広がる

立地条件、各大学

の学年暦の相違等

から、単位互換は

現実的に困難と判

断した。 

単位互換の可能性検

討を完了した。 

 

 
テーマ①分科会は、横浜国立大学を幹事校、亜細亜大学を副幹事校とし、関東山梨地域大学グループ全 14 大学・短

大合同の分科会として運営された。産業界のニーズを反映し、かつ各グループ校の先進事例や特色ある取組を吸収しつ

つ、それぞれの教育方針や学生の実情に応じてキャリア開発科目を高次化することが目的である。本活動を通して、体

系的キャリア教育の可視化モデル、および各大学の特色を活かした産学連携教育モデルを計画通り構築した。 
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産業界ニーズの把握 

 キャリア開発科目を高次化する前提として、産業界が大卒人材や大学教育に求めることを把握することが肝要である。

テーマ①分科会では、FD 研修会や教育改善研究会の場で、求められるジェネリック・スキルを中心に産業界委員と大

学関係者の間で継続的に議論を重ねた。 

その結果、大卒人材に産業界が期待するスキルは多様で、業界/職種により、さらに大企業/中小企業間に温度差が

あることがわかった。たとえば大企業の委員からは、グローバル対応力を含め主体性、課題解決力、情報発信力等のス

キル向上を求める声が多く、中小企業をよく知る委員からはやる気や明朗さ、素直さなど人間性を重視する意見が挙が

った。さらに、一般教養、リベラル・アーツの素養の重要性も指摘された。 

大学教育に求めることとしては、従来型の講義中心の授業形態を脱してアクティブ・ラーニングを取り入れた双方向性

の授業の拡大の声が多かった。ディスカッション等により論理的思考力を鍛え、ジェネリック・スキルを高めることを期待し

ている。産学連携の授業、産業界の人材を活用し企業活動の現実を学生に体感させる授業の推進も求められた。インタ

ーンシップに関しては拡大強化の声とともに、インターンシップの期間と学業との両立に課題があり、受け入れ企業側の

負担もあり、調整・工夫が必要であることが指摘された。 
 
活動成果事例：産業界ニーズ調査結果 

テーマ①分科会の活動成果の一例として、横浜国立大学が実施し、教育改善研究会（H25 年 12 月）で共有・議論し

た「産業界ニーズ調査」結果を示す。本調査は卒業生 22 名、および企業の人事担当者 14 名を対象に、H25 年 8～9 月

にインタビュー法により実施された。若手社員の抱える課題を企業側・本人側の両面から探ることで、ジェネリック・スキル

の具体的な中身を抽出するのが目的である。 

 
入社 1～2年目社員の課題 

企業側が新入社員に求めることは、ひと言で表現すると、「どんな場所で

も適応する柔軟性や忍耐力を備え、自ら考えて主体的に動くことができる」

人ということになる。課題としては主に、以下が挙げられた。 
• 仕事をやり遂げる責任感（主体性） 
• 自ら課題や改善点を探し、よりよいものを生み出す課題解決力 
• 仕事の本質を理解しようとする問題発見・情報収集力 
• 異質なものを受け入れ広い人間関係を築くコミュニケーション力 
• よい意味での競争意識 
• 取引先や先輩・上司との電話、メールのやりとりのマナー 
• 理想と現実とのギャップを乗り越える忍耐力・適応力 
 
調査結果からジェネリック・スキルが発揮されるまでの大まかな構造が浮かび上がった。①担当職務に対する《主体

性》がジェネリック・スキルの原動力として作用する、②主体性に基づき、ジェネリック・スキルが発動する、③それらは《コ

ミュニケーション能力》により、周囲に働きかけられる、という構造である。産業界委員からは、チームで発揮すべき主体

性と独断専行のような独り善がりな行動力をはき違えないこと、一連の思考と行動の底流に《モチベーション》がある等の

指摘があった。 
新卒社員は自分の課題の本質が主体性にあることは認識できておらず、実体が掴みにくい主体性をいかに体感させ

るかが、大学教育現場において取り組むべき課題であることがわかった。 
 

入社 5～6年目の社員の課題 

入社 5～6 年目の社員は、「組織のリーダーになる意識と、より高度な業務遂行能力」が求められている。 

• 今までより広い視野を持ち、業務のレベルを上げる 

• 組織の中での役割を管理職目線で積極的に果たしてほしい 

• 私生活を含めキャリア形成意識をもつ 

• 女性総合職では、男性と同じ条件下で活躍を期待する 

卒業生はまだ経験浅く、自分の業務範囲しか見えていない状況で、期待に応えきれていない。さらに、結婚・育児を含

め私生活との調和に悩み、会社および自分自身の将来に漠とした不安を感じている。ライフ・キャリアの視点から、自律

的なキャリア形成を促すキャリア教育の必要性が確認できた 

 

産業界が大学教育に求めること 

産業界が大学教育全般に求めることとしては、論理的思考力を養う教育、主体的な学びを促す教育、理系は基礎力、

グローバル対応では国内で通用する実務能力と異文化を受け入れる姿勢を身につける教育が挙げられた。 

キャリア教育に求めることとしては、以下 4 点が挙げられた。 

 理想と現実を埋めるリアリティあるキャリア教育を 

ジェネリック・スキルの構造 
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 職業観（働く意味、学問との係わり）を醸成するキャリア教育を 
 アクティブ・ラーニング（プロジェクト型、双方向授業）で主体性を 
 インターンシップ：長期を望む意見と、限界を感じる意見あり 

ジェネリック・スキルには、主体性を原動力として発揮される課題解決力等の一連のスキルと、ビジネス環境や私生活

などの変化に応じて自律的にキャリアを形成するためのスキルがある。ジェネリック・スキルの多くは、いわゆる「キャリア

教育科目」でしか学べないものではなく、各専攻の学問研究の過程で培うことができるもので、大学教育として綜合的に

取り組む課題である。キャリア教育はそれを補完する役割なのではないだろうか。 
 

体系的キャリア教育プログラムモデル 

産業界のニーズを明らかにする活動と共に、テーマ①分科会ではそれらのニーズに応える体系的なキャリア教育プロ

グラムのありかたを検討した。本大学グループ 14 校には、総合大学、理工系大学、芸術系大学、保育・福祉系大学など、

それぞれ特色ある大学が含まれる。グループ各校の教育方針、学生の資質、進路先も多様で、キャリア教育に要請され

る内容も多岐にわたる。それはいわゆる文系/理系の違いに留まらない。理工系大学では、専門技術を活かすコミュニケ

ーション能力の向上が求められ、芸術系大学では、専門教育と連動した体系的なキャリア教育をカリキュラムの中に位置

づけ、多方面で活躍できる人材育成を目指し、保育・福祉系大学では保育・福祉系職場への就職を前提に専門性を磨

くキャリア教育が求められている。 

こうした多様な大学の知見を活かし、キャリア開発科目の高次化に向けてあるべきキャリア教育の体系を検討した結果、

画一的な「プログラム」を作るよりも、グループ各校がその教育方針、学生の資質、進路先に応じて、体系的にキャリア教

育を実践できる仕組みを構築することが有効であるとの結論に至った。 具体的には、求められるキャリア教育要件を整

理し、大学ごとにキャリア教育の現状を可視化して管理し、継続的に分析・改善していく仕組みである。そこで、下表の

Changing/Expansion/Practiceの 3フェーズでキャリア教育を捉え、キャリア教育要件として、履修学年、学修目標、主要

な学修内容を整理した。 

 

体系的キャリア教育の可視化モデル 

  フェーズの定義 主対象 学修目標 主要な学修内容 

フェーズ 1 

Changing 

学業や将来の進路決定に主体的に取

り組む動機づけをする授業： 

EX: キャリアの捉えかたを学ぶ講義、

個人ワークやグループ・ワーク、ディス

カッションにより考えさせる授業、社会

人講師の講話など。自学の教育方針、

学生の能力・資質に鑑みキャリア形成

の動機づけになる授業。 

1～2 年 

自己認識およ

び社会認識を

元に、自律的キ

ャリア形成意識

を醸成する 

学業と将来との係わ

りの理解 

雇用・就業や社会状

況への関心と理解 

自己理解 

概略的な職業理解 

フェーズ 2 

Expansion 

社会人として必要な力を身につける

授業： 

EX: ジェネリック・スキルを涵養するた

めの PBL、ディスカッションやディベート

を取り入れた授業、職場見学や実務者

との交流などの産学連携授業など。学

生の能力・資質に鑑み、ジェネリック・ス

キルを高めるため必要な授業。 

2～3 年 

実社会で必要

なジェネリック・

スキルを涵養

する 

前に踏み出す力の

修得 

考え抜く力の修得 

チームで働く力の修

得 

より具体的な職業理

解 

フェーズ 3 

Practice 

将来に向けて磨き高める授業： 

EX: インターンシップ、ジェネリック・ス

キルを実践するための PBL、ディスカッ

ションやディベートを取り入れた授業。

学生の主要進路先や能力・資質に鑑

み、就職準備や卒業後の人生設計に

必要な授業。 

2～4 年 

卒業後のキャリ

ア形成に向け

て、就業意識を

高め、スキルを

磨く 

ジェネリック・スキル

の実践 

職業体験 

就職準備 

キャリアビジョンの構

築 

 グループ 14 校のキャリア教育課題は多様であり、画一的には論じられない。このモデルを運用するにあたっては、以

下に留意した。 

 ディスカッションや PBL、インターンシップなどの手法は、どのフェーズでも活用可能である。各大学の学修目標に応

じて最適な手法を採用する。 
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 履修対象学年はあくまで目安である。各フェーズはこの学年に必ずしも合致する必要はなく、各大学のキャリア教育

カリキュラムに基づき、最適な履修学年を設定する。 

 必要な学修内容は多岐にわたるが、各フェーズの主要な学修内容を 4 項目に絞って明記した。殊に、フェーズ 2 の

ジェネリック・スキルに関する学修内容は、さまざまな観点から考えられるが、ここでは「社会人基礎力」の 3 カテゴリー

に加え、「より具体的な職業理解」とした。 

 各科目の学修内容は、該当項に点数を記入（合計10点）する。重きを置く項は2～3点とする。これにより、重きをおく

項やフェーズを可視化する。 

 

可視化モデルの記入例 
フェーズ 1：
Changing 

フェーズ 2：
Expansion 

フェーズ 3： 
Practice 

（横浜国立大学のキャリア教育科目から） 

学
業
と
将
来
の
係
わ
り
理
解 

雇
用
や
社
会
へ
の
関
心
理
解 

自
己
理
解 

概
略
的
な
職
業
理
解 

前
に
踏
み
出
す
力
の
修
得 

考
え
抜
く
力
の
修
得 

チ
ー
ム
で
働
く
力
の
修
得 

よ
り
具
体
的
な
職
業
理
解 

ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
ス
キ
ル
の
実
践 

職
業
体
験 

就
職
準
備 

キ
ャ
リ
ア
ビ
ジ
ョ
ン
の
構
築 

科目名 履修対象 

キャリアデザイン A 全学/1～2 年 1   3 2 1 1 1 1         

キャリアデザイン B 全学/1～2 年 1 3 1   1 1 1         2 

Wake Up! プロジェクト 全学/1 年 3   1 1 1 2 2           

まなび座Ⅰ・校友会リレートーク 全学/1 年 3 1 1 2 1 1 1           

機械工学と社会との係り合い 理工/1～4 年 2 1   2 1 1 1 1       1 

システム・エンジニアリング 全学/1～4 年 2 1   2 1 1 1 1     1   

まなび座Ⅱ・リーダーシップ実践 全学/2～4 年 1   1 1 2 2 3           

ビジネス・コミュニケーション 全学/2～4 年 1 1 1   1 1 3 1     1   

キャリア・ケーススタディ 全学/2～4 年 1 1 1   1     3     1 2 

マイ･プロジェクト・ランチャー 経営/1～4 年 1       1 1 3 1 2   1   

インターンシップ 経営/2～4 年               1 3 3 2 1 

 小計 
1
6 

8 9 
1
0 

1
1 

1
1 

1
6 

9 5 3 6 6 

 合計 43 47 20 

 

上記の横浜国立大学のケースでは、本事業の活動を通じて、主体性の醸成を重点にジェネリック・スキルを強化する

キャリア教育を目指して改善を進めている。H25～27 年度にかけて、フェーズ 1、2 に当たる科目を多く新規開講した。そ

の結果として、合計欄ではフェーズ 1、2 の点数が高くなっていることがわかる。さらにこの結果から、現在の取組が達成

された後、手薄なフェーズ 3が次の取組課題になりうることもわかる。数値により可視化することで、自学のキャリア教育の

実現度合いを確認する仕組みである。 

グループ 14大学のH27年度開講予定のキャリア開発科目を、この可視化モデルにより数値化し、3フェーズの割合を

次に示す。 
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フェーズ 1 の比率が最も多い宇都宮大学は、４年一貫のキャリア教育の中で特に基盤教育に重点を置き、社会への

関心や学業に対する主体的な取組の姿勢を醸成することに力を注いでいる。一方、フェーズ 3 の比率が多い武蔵野大

学や東京経済大学は、地域の産業界との結びつきを強化し、学生がインターンシップに参加しやすい科目作りに努め

ている。なお、可視化モデルにより数値化したグループ各大学のデータは、参考資料にまとめた。 

 

産学連携教育モデル：キャリア開発科目の高次化状況 

活動を通じて共有された産業界ニーズをベースに、他大学の先進事例に学びつつ、グループ各大学が自学の教育

方針や学生の資質、進路先を踏まえて自学に最適化しキャリア開発科目を高次化すること、産学連携でキャリア教育モ

デルを確立することが本分科会のゴールである。 

グループ 14 大学は、おのおのその特色を活かした工夫や試みをキャリア教育現場で展開している。FD 研修会や教

育改善研究会、合同 FD による授業見学などを通じてそれらを目の当たりにし、大いに刺激を受けた。たとえば、電気通

信大学は 1 年生と 3 年生が合同で必修のキャリア教育科目を履修し、相互作用で学生の成長を促す。亜細亜大学は、

新入生が社会人にインタビューし、仕事の遣り甲斐などを記事にまとめる過程でジェネリック・スキルを身に付けさせるユ

ニークな仕掛けを作っている。横浜国立大学ではディスカッションの活性化のためクリッカーを活用した反転授業や産学

連携PBLを開始した。昭和音楽大学短期大学部、日本社会事業大学などでは、学生の進路を見据えて産学連携により

大学の専門性に基づいた工夫をしている。さらに、宇都宮大学では地元企業と連携しつつ、海外インターンシップを推

進している。 

グループ各大学は、各種研究会や合同 FD からの学びを通じて、自学に最適な教育モデルの構築に努めてきた。本

分科会では、H24～27 年度までグループ 14 大学の各年度のシラバス調査を定期実施し、改善状況を集計分析して、メ

ンバー校にシェアしている。グループ 14大学の本事業対象キャリア教育科目は、本事業開始前（H24年 4月）の合計 90

科目から、本事業完成段階（H27 年度開講予定分）で 109 科目に増加した。改善された科目は延べ 76 科目、新設され

た科目は 20 科目に上り、これが本事業によるテーマ①分科会活動の最終成果である。なお、グループ 14 大学のキャリ

ア教育関連科目のシラバス、キャリア開発科目の改善状況の詳細は、参考資料にまとめた。 
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グループ 14 大学のキャリア開発科目の高次化内容は、次の 5 つに大別できる。 

 キャリア教育科目の体系化：グローバル人材を含む産業界ニーズをベースにし

た、キャリア教育体系の全般的な見直し 

 ジェネリック・スキルの強化：共有された産業界ニーズに基づく授業内容の改善 

 アクティブ・ラーニングの推進：ジェネリック・スキル強化のための授業手法の改

善 

 産学連携授業の導入：ジェネリック・スキル強化、将来の進路選定のサポートに

向けた授業内容の改善 

 インターンシップの充実：ジェネリック・スキル強化、将来の進路選定のサポート

に向けた授業内容の改善 

 

 

本分科会の活動成果の具体例として、キャリア開発科目の高次化により、グループ

各大学が確立したキャリア教育モデルの一部を示す。 

 

宇都宮大学：産業界との密接な連携の下で課題発見・解決型インターンシップ

を開発するとともに「起業の実際と理論（アントレプレナーシップの養成）」で先輩起

業家・市民との交流やグループワークをより充実させるなど学生の主体性やチームワーク、課題解決力を育成した。 

電気通信大学：「キャリア教育基礎」で、社会人 OB の講話の際に、講話内容について産業界からのコメントを活かし

たものに修正した。事業所見学でも行っている産業界の若手 OB とのコミュニケーションの機会を増やすため、若手 OB

によるパネルディスカッションを導入した。 

横浜国立大学：「まなび座Ⅰ（新入生）/Ⅱ（上級生）」の合同授業をH27年度開講する。校友会の協力で、社会人との

対話により学業と職業との係わりや、働く意義を考える。Ⅱの上級生は新入生たちのワークをリードする過程で、自分らし

いリーダーシップの発揮のしかたを模索する。 

亜細亜大学：「新規インターンシップ科目」合同ＦＤから、企業紹介パンフレット等の成果物制作型インターンシップの

教育効果の高さと、その必要性を見出し、平成 27 年度の新規インターンシップ科目として開講すべく検討・準備中。 

北里大学：学生の特性に合うキャリア教育体系を構築中。初年次段階で、主体的に学業及び社会に向かう姿勢を醸

成し、学生の本分である学業の充実に加え、ジェネリック・スキルを養成できるようにする。 

創価大学：「社会貢献と経済学」では、産業界側と大学共同で、シラバスを作成した。学業と将来の係わり、職業理解、

社会貢献と職業などの理解が、初年次でも理解できるような授業構成に改善した。産学連携により学外講師を招き、社

会の諸状況を、よりリアルに学ばせている。 

東京経済大学：地元の信用金庫と連携協定を締結し、授業への講師派遣、地元企業の紹介などを行う予定。「インタ

ーンシップ」「地域インターンシップ」の受け入れ企業の拡大や課題解決型インターンシップの実施が可能となる。 

日本社会事業大学：3 年生対象の「専門演習」において、実際の活動とかかわった学びを行う。障害者支援、被災地、

発展途上国の NGO、国内の NPO などとかかわりを持っているクラスが既にあるが、その数を増やす。 

武蔵野大学：学年縦割授業をベースとするアクティブラーニングの授業を、H27 より一部の学部で採用する。「国内イ

ンターンシップ」では、実習期間 2 週間以上 2 単位の他に、1 週間 1 単位のプログラムを新設し、より多くの学生が就業

体験できるように改善した。 

神奈川工科大学：「業界研究」では各業界から外部講師を招聘し、自己の適性と社会に存在する多様な産業の実態

を把握し、出来うる限り就職のミスマッチを未然に防止することによりキャリアデザインに取り組む。各自の適性に見合っ

た業界を選択するための一助とする。 

昭和音楽大学：「音楽人研究」では自分と音楽の関係を客観的な視点で捉え、芸術関連組織や音楽系企業と連携し、

学生が実際に仕事の現場を訪問し、調査研究をふまえて、レポートにまとめプレゼンテーションを行う。将来の職業を考

え、具体的なイメージを掴ませる。 

山梨英和大学：地元企業と協働で PBL 型授業や課題解決型インターンシップを開講することで、課題解決力の育成

に努めている。さらに、地元産業界と連携を強化し、多様な職種（企業人、NPO 法人、官公庁）の方の講話や現地視察

の場を設け、職業観を涵養する機会を設けている。 

和泉短期大学：「キャリアデザインⅠ」「キャリアデザインⅡ」を開講した。I では①キリスト教の教えに基づく価値形成、

②市民･生活者としての視点の醸成③専門職としての成長の３点を取り入れた。Ⅱでは、幼稚園、保育所等の関係者、

卒業生を講師を招き職種の理解を深める。 

昭和音楽大学短期大学部：「音楽人基礎①」の授業で、音楽業界関係者を招聘し、グループワークを導入した。音楽

に関わるテーマについて多様なコースを超えて話し合う機会を持ち、グループ内で意見をまとめ発表も行い、コミュニケ

ーション力を強化する。 
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グループ大学相互単位互換の検討 

テーマ①分科会では、キャリア開発科目のグループ大学相互単位互換についても可能性を検討した。その結果、関

東一円に広がる立地条件、各大学の学年暦の相違等から、単位互換は現実的に困難と判断した。 

一方、単位互換を含む大学間の連携を検討する過程で、和泉短期大学と北里大学による共同インターンシップ「はっ

ぴぃアクアリウム・プロジェクト」が実現した。同プロジェクトについては「２－３大学間連携」参照。 

 

FD 研修会および教育改善研究会の実施状況 

本分科会は、大学グループ協議会で方向性を随時討議しつつ、FD 研修会および教育改善研究会にて産業界委員

の意見を取り入れつつ進めた。実施した研究会等は以下の通り。発表資料など詳細は参考資料にまとめた。 

 

FD 研修会： 

 H25 年 3 月：電気通信大学 「キャリア教育の取組および授業見学」 

 H25 年 6 月：宇都宮大学 「宇都宮大学における 4 年一貫キャリア教育」 

 H26 年 6 月：横浜国立大学 「アクティブ・ラーニング事例：主体的な学びの模索」 

  

教育改善研究会： 

 H25 年 11 月：亜細亜大学 「インタビュー実践」（オリエンテーション・ゼミナール） 

 H25 年 12 月：横浜国立大学 「産業界ニーズ調査結果とキャリア教育体系の整備」 

 H26 年 10 月：日本社会事業大学 「アクティブ・ラーニングの創造－地域事業所と連携した大学生の参加型学習」 

 H27 年 1 月：昭和音楽大学短期大学部 「実践的な成果発表の機会について」  
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テーマ② 産業界のニーズにマッチした学修評価・指導方法の開発 

テーマ 
申請書上の 

「達成目標」 

（Plan） 

申請書上の 

「効果」 

Do 
「達成目標」、「効果」 

に対して 

実際に実施した項目 

Check 
「達成目標」、「効果」

に対する 

達成度 

Action 
達成の可否 

次のアクション 

テーマ② 【共通目標】  

産業界のニーズに対応した教育改

善による学士課程教育全般の質的

向上へ 
• 各大学の取組によって得た知識・知

見と成果の共有 

• 成果の社会発信 

連携大学の協議会及び

産業界委員の意見を聴

きながら、下記の取組を

行い、また教育改善研究

会において議論し、課題

を共有した。 

○ ポートフォリオに

係る事例、アセス

メント、汎用的能

力、アクティブ・ラ

ーニングに係る

事例の収集と集

約を行い、連携

大学間で共有し

た。 

最終報告書にお

いて、詳細を体

系的に取りまとめ

た。 

【テーマ別】 

学生の主体的な

学修を支えるため

の学修評価・指導

方法の多元的な

研究開発 

□グループ 

① ポートフォリオ

モデルの確立 

 

ポートフォリオに係る事

例の紹介（3 大学）及び

言及を得るとともに産業

界委員、大学間での意

見交換を行った。 

○ ＜達成事項＞ 

事例発表と研究協

議を通じて、学生

が大学生活を通し

て得た活動体験を

記録し、主体性を

持ち、将来の職業

を意識した学修を

促す仕組みとする

ことに、共通性が

ある反面、学部・

学科により多様性

を持たせる必要も

ある事が確認され

た。 

最終報告書にお

いてまとめた。 

② アセスメントの

改善 

 

アセスメントの改善は、評

価の在り方に関わるた

め、8 大学のアセスメント

事例、1 大学の学修評価

の事例、14 大学のカリキ

ュラムポリシー、ディプロ

マポリシー、学修成果

（期待できる成果と汎用

的能力）の事例を収集

し、集約した。 

○ ＜達成事項＞ 

各大学が育成し

ている「汎用的能

力」の類型化を

図るとともに、経

産省調査、昭和

音大調査と比較

しそのズレを比較

した。 

最終報告書にお

いて、これらの詳

細をまとめた。 

③ ＦＤにおけるア

クティブ・ラー

ニングの推進 

1大学の事例の紹介と 14

大学の事例を収集し、集

約した。 

○ ＜達成事項＞ 

各大学の事例を

整理し、類型化

を図った。 

 

最終報告書にお

いて、これらをま

とめた。 

□各大学 

・評価マネジメント

方法の確立および

質的向上 

上記の②アセスメントの

改善と一体として捉えた

ため、同欄に同じ。 

○ ＜達成事項＞ 

上記②の欄に同

じ。 

上記②の欄に同

じ。 

 

□各大学 

・教育方法の改善

開発と教員の教育

能力の涵養 

教育改善研究会（6 回）、

産業界の委員を含めた

シンポジウム（2 回）のほ

か、合同FDを開催した。 

○ ＜達成事項＞ 

左欄の会議等に

より課題の共有と

深化を図った。 

最終報告書にお

いて、具体的に

まとめた。 
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（１）成果目標、推進体制と全体の枠組み 

 「テーマ②」は、「学生の主体的な学修を支えるための学修評価・指導方法の多元的な開発研究」である。（ア）現状と

課題の共有、（イ）対応策の開発、（ウ）各大学取組への反映・実践、というプロセスで取組を行うこととし、（イ）の対応策と

しては、①ポートフォリオモデルの確立、②アセスメントの改善、③FD におけるアクティブ・ラーニングの推進、の 3 つの

施策を設定し、この 3 つの施策の開発・改善を成果目標とした。 

 「テーマ②」には、幹事校・昭和音楽大学、副幹事校・神奈川工科大学を含む 12 大学（昭和音楽大学、神奈川工科大

学、横浜国立大学、電気通信大学、亜細亜大学、創価大学、東京経済大学、日本社会事業大学、武蔵野大学、山梨

英和大学、和泉短期大学、昭和音楽大学短期大学部）が参加したが、調査研究の過程で資料収集の対象としたのは、

連携 14 大学すべてである。 

全体の枠組みは、（ア）評価の在り方、（イ）指導方法の開発、の 2つの括りとした。（ア）評価の在り方は、3つの施策の

中の「②アセスメントの改善」を主たる内容とし、（イ）指導方法の開発は、3 つの施策の中の「①ポートフォリオモデルの

確立」及び「③FD におけるアクティブ・ラーニングの推進」を主たる内容とした。 

なお、共通して学生に求められるのは「汎用的能力」であるため、本取組全体を通じ「汎用的能力」に焦点が当てられ

ており、「テーマ②」もこの「汎用的能力」を対象とする。 

 また、「テーマ②」は、実体面を対象とする「テーマ①」（汎用的能力を涵養する体系的キャリア教育プログラムモデル等

の開発）、「テーマ③」（汎用的能力と課題解決能力の涵養を主体としたインターンシップ・モデルの開発）を、方法論（学

修評価・指導方法の開発）の面で支えるものとして位置付けられる。 

（２）評価の在り方 

 上述したように、「評価の在り方」は「アセスメントの改善」を主たる内容とするが、これは「学修評価」に還元されるととも

に、その対象である「汎用的能力」の設定に帰着する。このため、主として「汎用的能力」の類型化に焦点を当て、以下

の手順で調査研究を進めた。 

１）2 つの「ポリシー」と「学修成果」の事例の収集 

大学は、教育の理念や目的に即して、「カリキュラム・ポリシー」、「ディプロマ・ポリシー」を定めているが、最近では「学

修成果」を明示することも求められるようになった。学修成果は、カリキュラム・ポリシーに基づいて設定され、ディプロマ・

ポリシーは、学修成果の達成度を勘案して設定される。すなわち、2 つのポリシーと学修成果は密接に関連し、いわば三

位一体の関係にある。このため、そのすべてについて 14 大学から事例を収集した。 

その際、「学修成果」は、包括的な「期待できる効果」と、個別具体的な「汎用的能力」に区分して報告を受けた。そし

て、「期待できる成果」は、そのまま生の事例として集成するとともに、特に「汎用的能力」について、以下のとおり整理・

集約した。 

２）「汎用的能力」の整理・集約 

 「汎用的能力」について、全体を体系化して、①人間関係・社会形成、②自己理解・自己管理能力、③課題解決能力、

の 3 グループに整理し、かつ各大学との関係が読み取れるよう、【表１】にまとめた。 

 これに見るとおり、第 1位は「コミュニケーション力」（14大学）、第 2位は「問題対処・課題解決力」（11大学）、第 3位は

「論理的思考力」、「国際性（異文化理解・適応）」、「表現力（文章や言葉）」、「倫理観」（以上 9 大学）、第 4 位は「知識・

教養」、「問題発見・認識力」、「主体性」（以上 7 大学）となっている。 

一方で、「プレゼンテーション力」、「マネジメント力」、「考察力」、「革新性」（以上 3 大学）は最下位である。 
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【表 1】 

 
３）経済産業省調査との比較 

一方、経済産業省の「大学生の『社会観』の把握と『社会人基礎力』の認知度向上実証に関する調査」（平成 22 年 3

月）によれば、「社会に出て活躍するために必要だと考える能力要素」は、次のとおりである（企業の回答のみを掲げ

る）。 

第 1 位は「コミュニケーション力」、第 2 位は「人柄（明るさ・素直さ等）」、第 3 位は「主体性」、第 4 位は「一般常識」と

なっている。 

逆に、「語学力」、「独創性」などは最下位であり、「課題発見力」、「論理的思考力」、「一般教養」などもそれほど重き

が置かれていない。 

以上のとおり、「コミュニケーション力」は、経産省調査、「テーマ②」の事例（14 大学）ともに第 1 位であり、その必要性

の認識は両者に共通している。また、「主体性」についても、経産省調査、「テーマ②」の事例（7 大学）ともかなり重点が

置かれている。 

反面、経産省調査では「課題解決力」をあまり期待していないが、「テーマ②」の事例では、「問題対処・課題解決力」

（11大学）、「問題発見・認識力」（7大学）を重視しており、両者の間にズレが見られる。「論理的思考力」（9大学）につい

ても、同様である。 

なお、経産省調査で高い「人柄（明るさ・素直さ等）」ついては、「テーマ②」の事例では、人格に関わるものであること

もあって、学修成果としての汎用的能力には加えていない。 

４）昭和音楽大学調査との比較 

昭和音楽大学キャリア支援センターは、これまで、「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」とその

前身である「大学生の就業力育成支援事業―キャリアマネジメント力を備えた音楽人育成―」の中で、「社会における音

大卒業生の『ニーズ調査』」（2012 年 3 月）、「産業界の人材ニーズ調査」（2014 年 1 月）、「卒業者の就業状況調査」

（2014 年 3 月）の 3 つの調査を実施し、報告書として取りまとめた。このうち、後二者の報告書に基づく結果を要約すれ

ば、次のとおりである。 

 ［社会人としての基礎力］について、産業界一般は、「自己管理力」、「時間厳守」、「計画力」などの“自律型”ないし

“堅実型”の人材を欲し、「チャレンジ精神」や「成果への期待」などの“挑戦型”ないし“成果型”の人材は必ずしも要求し

ていない。昭和音大・短大卒業者の意見も一致している。 

 ［対人関係］について、産業界一般では、「自己主張力」、「挨拶」、「気配り」を重要視し、「組織優先」はさほど重要視

していない。昭和音大・短大卒業者の意見では、「気配り」は共通するが、「周りを考えて行動する」という組織優先ともと

れる項目の比重が高い。 

 ［採用時に重要視される能力］について、産業界一般では、「報・連・相」、「学ぶ姿勢」、「チームワーク」に比重が置か

れ、「リーダーシップ」は必ずしも求められていない。昭和音大・短大卒業生の意見でも、リーダーシップは、実際の仕事

の中で身に付けるものと考えている模様である。 
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 ［大学教育への期待］については、産業界一般は、「課題解決力修得」、「チームプロジェクト経験」、「職業意識向上プ

ログラム」を要請しているが、「語学力向上」は、ほとんど期待していない。昭和音大・短大卒業者の意見もほぼ同じであ

る。 

 ［大学が取り組むべきこと］については、産業界一般は、「コミュニケーション力の育成」、「アクティブ・ラーニング授業の

実施」、「職業観・勤労観の醸成」を重視し、「リーダー人材の育成」への期待度は低い。昭和音大・短大卒業者の意見も

ほぼ同じである。 

 ５）総 括 

 前項の昭和音楽大学調査によれば、産業界が大学教育に基づき学生に期待している能力の範囲は広く、項目も多岐

にわたっている。なお、経産省調査でも、昭和音大調査ほどではないがその範囲は広い。 

［社会人としての基礎力］と［対人関係］にあげられた諸項目は、“人間”としての資質・能力・態度、また“社会人”として

わきまえるべき礼儀、作法といった類のものであり、14 大学が学修成果として想定している汎用的能力には含まれないも

のが多い。しかし、これらは、卒業時に身に付けさせるべき基本的な素養でもあり、大学教育全体の中のキャリア科目で

培っていくこと配慮すべきであろう。 

［採用時に重要視される能力］についても、同様のことがいえる。なお、「チームワーク」は、後述するアクティブ・ラーニ

ングで培う能力であろう。 

［大学教育への期待］と［大学が取り組むべきこと］では、「コミュニケーション力の育成」や「課題解決力修得」が重視さ

れ、14 大学が想定する汎用的能力と共通している。なお、「アクティブ・ラーニング授業の実施」や「チームプロジェクト経

験」は、後述するアクティブ・ラーニングに関わる事項である。また、「職業意識向上プログラム」や「職業観・勤労観の醸

成」は、大学全体の中のキャリア科目で対応すべき事項である。 

このように、産業界が期待する能力には、キャリア教育で身に付けさせられる素養、学修成果として想定される汎用的

能力、アクティブ・ラーニングで培う能力の 3つが含まれている。今後、各大学では、これら産業界が期待する能力をきめ

細かく分類整理し、学生に総合的に身に付けさせるよう、大学全体のカリキュラムの中での位置付けを考えていくべきで

あろう。 

６）その他 

授業の具体的なアセスメントとして、各大学では、授業の事前と事後を比較する達成度の測定が手法としてとられてい

る。 

しかし、大学、学部のカリキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシーにより、その設定内容は異なり、かつ、授業科目によ

って項目設定の仕方が異なっている。また、その運営を業者に委託している例が多く、その場合には、事例としての提

供を受けることが困難であった。 

このため、具体的なアセスメントの事例に関しては、提供が可能であった 8 大学からこれらを収集し集成した。 

（３）指導方法の開発 

 前述したように、「指導方法の開発」は、「ポートフォリオモデルの開発」と「FDにおけるアクティブ・ラーニングの推進」を

主たる内容とする。 

（ア）ポートフォリオモデルの確立 

１）現状と課題の共有 

「テーマ②」の各連携大学がそれぞれ有するポートフォリオシステムについて、教育改善研究会を通じて、当該システ

ムの運用状況や課題、問題点を共有した。 

一方、平成 24 年度の教育改善研究会において、幹事校・昭和音楽大学と副幹事校・神奈川工科大学が、ポートフォ

リオシステムに焦点を当てた発表をした際、参加していた企業や経済等団体の側から「各大学で活用しているポートフォ

リオシステムが、産業界でどう生かされるかが分かりづらい」という指摘を受けた。 

 この指摘を受けたことを踏まえ、平成 25 年度以降の教育改善研究会では、以下のような形でこの調査を進めていっ

た。 

２）各大学からの事例報告と課題の検討  

平成 25 年度以降の教育改善研究会では、発表校に対し、何らかの形でポートフォリオシステムについて言及してもら

うこととした。 

これにより、3 大学が、主としてポートフォリオシステムに焦点を当てた事例発表を行い、アクティブ・ラーニングや学修

成果を図るアセスメントの実施等に係る課題を取り上げた 3 大学も、ポートフォリオシステムについて言及した。 

これらの発表事例をもとに、各大学で当該システムを運用することにより、個々の学生が自分自身の体験や学びをどう

認識し、社会でどう生かせるかについて、産業界委員との意見交換も交え、研究・協議を行った。 

３）総 括 

上記の教育改善研究会における各連携大学の事例発表の共有と研究・協議を通じ、ポートフォリオシステムは、大学

入学時から学生が段階的に自らの能力開発と目的意識を持つよう促すために活用できること、またそのような認識で運

用していくことが有用であることが確認された。 

25 



 

すなわち、ポートフォリオシステムは、個々の学生が、大学生活を通して得た活動体験を記録することで、自分の成長

を自覚し、「行動力」、「情報収集力」、「文章作成力」、「自立心」等の力を培うことにつながるものであり、このシステムの

構築により、学生が主体性を持ち、将来の職業も意識した学修を促す仕組みが整えられるといえる。 

すでに各大学とも、ポートフォリオシステムは導入しており、また、各大学・学部の特性によりその内容は異なっている。

このため、必然的にその運用方法にはダイバーシティがあり、一律に集約させていくことは現実的とは言えないことも確

認された。 

しかし、研究協議から得た他大学の情報は参考に値するものが多く、各大学でも今後の改善につなげていった。例え

ば、研究協議で課題となったことを生かし、学生が大学生活の体験から得られたことが自分自身の強みとして社会で生

かせる力であるということを認識させるような機能を追加するとともに、企業情報等の組込みも行い、関連業界との連携が

密になるよう、その改善を図った大学の例もあった。 

 

（イ）FD におけるアクティブ・ラーニングの推進 

 １）アクティブ・ラーニングの事例の収集と整理・集約 

 アクティブ・ラーニングに係る事例の収集については、事例ごとに、内容と修得できるスキルの明記、発見学修、問題解

決学修、体験学習、調査学修、グループディスカッション（GD）、ディベート、グループワーク（GW）、その他の 7 項目のう

ちの該当項目、正規科目か非正規科目かの別、科目名、対象学部、年次、必修・選択の別、単位数について記入する

こととして、14 大学から事例を収集し、整理と類型化を行った。 

 その結果は、【別紙】の表に取りまとめた。なお、各大学からは、A4用紙 1枚にまとめられる程度に限定した提示を要請

したため、すべてを網羅しているとはいえないが、この表により、大筋の傾向を知ることができる。 

 

 

 ２）アクティブ・ラーニングの実施状況 

 最も多く実施されているのは、「グループワーク（GW）」であり（41 事例、12 大学）、それに次ぐのが「グループディスカッ

ション（GD）」（31 事例、11 大学）、「体験学習」である（31 事例、12 大学）。すなわち、GW、GD が最も一般的な形態であ

り、体験学習がこれに次ぐものと考えられる。 

 その次に位置しているのが、「発見学修」（28 事例、11 大学）、「問題解決学修」（27 事例、14 大学）、「調査学修」（24

事例、10 大学）である。特に課題解決学修は、全大学が導入している。 

 一方、「ディベート」（5 事例、5 大学）は、極めてわずかとなっている。 

 

 ３）産業界の期待との整合性 

 （２）の４）、５）でも触れたように、産業界の大学へのアクティブ・ラーニングに対する期待は大きい。「アクティブ・ラーニ

ング授業の実施」を要請しているほか、その一環をなす「チームワーク」や「課題解決力修得」があげられていた。GW、

GD はチームワークを培い、問題解決学修は直接期待に応えている。なお、課題解決力は汎用的能力の重要な項目と

もなっている。 

 ４）合同 FD による授業参観 

 アクティブ・ラーニングに関しては、合同 FD として、14 大学がそれぞれ関係の授業を他大学に開放した。 

それにより、平成 24年度から 26年度までの 3年間、各大学のスタッフが、相互に他大学の授業を参観し、アクティブ・

ラーニングの実態に触れ、自校のカリキュラムの改善のための参考とした。 
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙2

発

見

学

修

問

題

解

決

体

験

学

修

調

査

学

修

G

D

デ

ィ
ベ
ー

ト

G

W

そ

の

他

国際学部
教育学部
工学部

1 1 1

国際学部
教育学部
農学部

1 1 1 1

日本社会事業大学 全学 3 3 3 3 3
全学（ただしアクティブラーニングを取り入れて

いるゼミに限る）

全学 1 1 1 1 1

全学（薬学部以外） 2 1 2 2 1 2

全学 2 1 1 5 5 1 5

全学 1 2 1

山梨英和大学 人間文化学部 2 2 2 1 3 5 4

和泉短期大学 全学 2 2 2 1 1

28 27 31 24 31 5 41 10

※GD:グループディスカッション　　GW：グループワーク

ｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞに係る調査の回答まとめ

経済学部

宇都宮大学

6 2 5

4 2 5

大学名 対象学部

4 3

電気通信大学

2 1

横浜国立大学

アクティブラーニングの実施科目と内容

情報理工学部

6

全学

1 1 1

1

備　考

5全学

1

1 4

1 1

4 2

12

1

21

亜細亜大学

北里大学 海洋科学部

経営学部 1

1 1

経済学部 1 1

経済学部、経営学部、
現代法学部
コミュニケーション学部

1 2

創価大学 1 1

経済学部

東京経済大学

1

1 1 1 1

1 1

1

1 1

1 1 1

1

1

他の体験実習と組み合わせて単位取得可能

「その他」とは，学部横断型複数教員による

協同担当や，学外からゲストスピーカーを

招聘することを指す。

1 1

1

武蔵野大学

創造工学部

ホームエレクトロニクス開発学科
1

神奈川工科大学

音楽芸術運営学科
アートマネジメントコース

1 1 1 1

昭和音楽大学短期大学部

音楽科
ピアノコース

1
音楽芸術コース（2年）
音楽教養コース（1年）

全学

昭和音楽大学

1 1

1 1

1
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テーマ③ 産官学地域共同によるインターンシップの高次化 

テーマ 
申請書上の 

「達成目標」

（Plan） 

申請書上の 

「効果」 

Do 
「達成目標」、「効果」

に対して実際に 

実施した項目 

Check 
「達成目標」、「効果」に

対する達成度 

Action 
達成の可否 

次のアクション 

テーマ③ 【共通目標】 

産業界のニーズに対応した

教育改善による学士課程教

育全般の質的向上へ 

• 各大学の取組によって得た

知識・知見と成果の共有 

• 成果の社会発信 

インターンシップの

取組、企業及び参加

学生へのアンケート

実施状況等を調査

し、連携校に還元

し、関連した研修・授

業等を公開した。 

○ 各大学の取組に

よって得た知識・

知見を各大学が

共有した。取組

をテーマ③幹事

校のＨＰで発信

を開始。 

各大学の取組の改

善及び大学間の連

携を強化。ＨＰ及び

合同成果発表会等

で、更なる成果の社

会発信を推進した。 

【テーマ別】 

産業界との連

携強化による

新たなインタ

ーンシップ・

モデルの開

発 

□グループ 

・ジェネリック

スキル獲得

型モデルの

確立 

各大学のインターン

シップと成果測定の

取組状況をアンケー

トにより調査した。 

インターンシップに

おける共通アンケー

トを作成し、連携校

に実施を依頼した。 

インターンシップに

おける共通アンケー

ト実施により、参加学

生が感じるジェネリッ

クスキル向上と受入

れ企業等が感じる参

加学生のジェネリック

スキル向上の差を測

定できる。また、参加

学生が感じる重要度

の高いジェネリックス

キルと受入れ企業等

が求めるジェネリック

スキルの認識の差を

測定できる。 

○ ＜達成事項＞ 

アンケートによ

り、インターンシ

ップ前後の学生

の変化の把握が

十分でない大学

が多いことが分

かった。 

インターンシップ

における共通ア

ンケート実施によ

り、ジェネリックス

キル獲得に関し

て、グループ全

体が共通の認識

で取組むことが

できた。 

インターンシップ

における共通ア

ンケートの分析

結果を出した。 

 

合同成果報告会を

開催し、ジェネリック

スキル評価指標に

て評価し、同モデル

の確立を推進した。 

□グループ 

・課題解決型

教育モデル

（チームビル

ディング等の

活用による）

の開発 

 

各大学で行われて

いる課題解決型教

育モデルの先行事

例を教育改善研究

会、合同ＦＤなどによ

り共有した。 

各大学で行われて

いる課題解決型モデ

ルを中心に、取組の

成果を発表するイン

ターンシップ合同成

果発表会の開催日・

開催場所が決定し

た。ここでは、インタ

ーンシップの取組に

関して、産業界の委

員等の意見を伺う。 

△ ＜達成事項＞ 

課題解決型イン

ターンシップの

取組内容、課題

を共有できた。 

インターンシップ

合同成果発表会

に向けて、課題

解決型インター

ンシップへの取

組の強化を図っ

た。 

インターンシップ

で獲得できる 

ジェネリックスキ

ルを明確化する

ための共通アン

ケートを実施し、

分析した。12 月

にインターンシッ

プ合同成果発表

会を開催した。 

 

産業界との連携・大

学間連携の強化に

より、課題解決型教

育モデルの更なる

開発を実施した。 
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＜未達事項＞ 

インターンシップ

共通アンケート

の分析結果に関

して、産業界の

委員に意見を伺

う。 

 

□各大学 

・プログラム

の質的転換

による主体性

のある学生

の増加 

各大学においてプロ

グラムの新設や改善

が行われた（別紙調

査結果参照）。 

○ ＜達成事項＞ 

参加学生及び受

入企業の拡大を

課題と認識して

いる大学が多い

ことを把握した。 

各大学において

改善策を検討

し、それを共有し

た。 

各大学における取

組の課題を改善し、

主体性のある学生

を増加させる。 

テーマ③分科会は、創価大学を幹事校、東京経済大学を副幹事校とし、関東山梨地域大学グループ全 14 大学・短大

合同の分科会として、この中の 11 校が参加し運営された。 

各大学でのインターンシップの取組を共有し、研究し合うことにより、産業界と連携した質の高いインターンシップを実施

するために、概要以下のとおり実施した。 

• 各大学でのインターンシップの取組の詳細を取りまとめ、これを各大学で共有した。これにより、各大学における 

ジェネリック・スキルの養成方法が共有化され、ジェネリック・スキル獲得型のインターンシップのモデルを確立する

ことができた。各大学における課題解決型の取組を共有する中で、大学間で連携した取組があった。 

• インターンシップ報告会（12 大学 14 組が参加）を開催し、参加した学生より、ジェネリック・スキル獲得型及び課題

解決型の取組の発表があり、産業界から様々な講評等をもらい、ジェネリック・スキル獲得型及び課題解決型教育

モデルの開発が大きく前進した。  

• 14 大学が共同で開催したＦＤ研修会や教育改善研究会において、各大学におけるインターンシップの取組を積極

的に公開し、意見交換を図る中で、インターンシップの高次化を推進した。 

• インターンシップの受け入れ先と参加者が、同じ設問に答える共通アンケートを実施し、その結果を、取組の改善

に活用した。 
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各大学におけるインターンシップの現状を掌握 

取組方や参加人数の違いはあるが、インターンシップは、関東山梨地域大学グループ全 14 大学・短大で実施されてい

る。しかしながら、各大学におけるインターンシップの取組には特色があり、その現状を掌握することなく、本グループ内

の大学が連携した取組を行うことは、難しいと考えた。そこで、各大学において、どのようなインターンシップが行われて

いるか、調査を行った（実施状況・取組の成果・取組の課題など）。各大学の専門性の違いや取組の考え方の違いによ

り、各大学のインターンシップの取組が異なることを掌握することができた。これらを比較できるようにまとめ、各大学に送

った。その結果、各大学で実施しているインターンシップにおいて、ジェネリック・スキル獲得型のインターンシップ・モデ

ルを確立することにつなげることができた。これらの取組を実施する中で、北里大学と和泉短期大学と産業界が連携して

行うインターンシップが実施された。 

 また、各大学で使用しているインターンシップに関するアンケート（受入れ企業対象・参加学生対象）を提出していただ

き、グループ内での共有指標の作成に役立てた。 

関東山梨地域大学グループ「インターンシップ報告会」の開催 

 
2014 年 12 月 13 日土曜日、関東山梨地域大学グループ・テーマ③「産官学地域共同によるインターンシップの高次化」

グループ主催の「インターンシップ報告会」が、電気通信大学にて、約 90 名が参加して、開催された。この報告会では、

関東山梨地域大学グループのうち１２の大学から１５組の学生が参加し、インターンシップの成果を発表した。報告会の

冒頭、関東山梨地域大学グループ幹事校の電気通信大学・阿部浩二副学長より開会の挨拶があった。テーマ③幹事

校・創価大学キャリアセンター長・経済学部教授長谷部秀孝の司会進行で報告会は進められた。３～４組ごとに学生が

発表し、審査委員や来場者からの学生への質疑応答や講評を行った。講評の中では、忌憚ない意見などもあり、学生・

産業界の方々・教職員において、様々学びを得る機会となった。学生の発表から、各大学のインターンシップの取組の
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違いや、インターンシップから何を得られたかなど、様々な角度の発表があった。審査員は、関東山梨地域大学グルー

プ外部評価委員会委員長・日本電気株式会社の岩波利光氏を審査委員長として、同じく外部評価委員会の株式会社

ロッテ顧問の平坂敏夫委員も参加した。また、産業界委員からも公益社団法人相模原・町田大学地域コンソーシアム事

務局の伊藤晃氏、東京経営者協会の臼井啓能氏、特定非営利活動法人・武蔵野スポーツクラブの上村智士郎氏、日

産自動車株式会社の三枝信雄氏、公益社団法人・栃木県経済同友会の内藤靖氏、公益財団法人・川崎市文化財団の

北條秀衛氏、山梨県中小企業団体中央会の山本良一氏（50 音順）の計９名の審査委員にて審査を行った。産業界から

様々な講評等をもらい、ジェネリック・スキル獲得型及び課題解決型教育モデルの開発が大きく前進した。 

今回、九州・沖縄・山口地域大学グループのご厚意により、九州・沖縄・山口地域大学グループにて使用されているル

ーブリックを利用し、評価を行った。 

 今回の報告会の審査の結果は以下の通りである。 

 最優秀賞（第１位）は、２社のインターンシップに挑戦した横浜国立大学の渡辺さんだった。単位認定外のインターンシ

ップにご自身の意思で２社参加した経験を発表した。目的と結果を明確に示した発表だった。優秀賞（第２位）は、韓国

からの留学生で山梨県庁へのインターンシップを行った山梨英和大学の蘆さんだった。質疑の際には、流暢な日本語

に会場からは驚きの声が上がった。また韓国と日本の考え方の違いについても言及した。第３位は、介護施設へのイン

ターンシップについて発表した神奈川工科大学の小笠原さん、被災地のインターンシップから海外留学時の活動につ

なげた創価大学の高嶋さんのお二人だった。小笠原さんは、中高時代に就業体験、職場見学で訪問された介護施設に

インターンシップとして携わった経験を発表した。高嶋さんは、被災地南三陸へのインターンシップを経験したのち、留

学先のインドネシアで独自の被災地支援活動を行ったことについて発表した。  

 受賞者は、審査委員長の日本電気株式会社岩波利光氏より、賞状と関東山梨地域大学グループ各大学からの寄せ

られた賞品を授与された。その後、懇親会に移り、発表を行った各大学の学生同士の交流もあり、盛会のうちに終了し

た。 

FD 研修会および教育改善研究会の実施状況 

本分科会は、ＦＤ研修会を３回、教育改善研究会を６回開催し、連携校で行われている先進事例を共有した。いずれも

産業界委員に出席いただき、産業界からの意見もふまえて「インターンシップの高次化」について検討を行った。実施し

た研究会等は以下の通りである。発表資料など詳細は参考資料にまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

FD 研修会 

• H25 年 3 月：武蔵野大学「産学連携教育の効果と可能性を考える」 

• 武蔵野大学の担当教員とインターンシップ先の担当者から、「夜さ来い祭りとの協働による産学チームビルディ

ングの現状と成果」と「ホスピタリティ産業との産学連携における効果と課題」をテーマに、長期インターンシップ

の事例が報告された。長期インターンシップにおける、インターンシップ受け入れ先との関係構築、大学の組織

的な実施体制、取組内容について共有された。 

• H25 年 11 月：東京経済大学「地域インターンシップ成果報告会」 

東京経済大学の「地域インターンシップ」の成果報告会を産業界委員とともに見学し、１２グループのインターン

シップ成果報告が共有された。 

• H26 年 12 月：合同インターンシップ報告会 

連携校の中から１２大学、１４グループによる合同インターンシップ成果報告会を実施した。産業界委員、外部

評価委員に審査を依頼し、それぞれの発表についてコメントをいただいた。合同インターンシップ報告会の効

果として、学生に発表の機会を提供することができたこと、他大学の事例が教職員及び学生に共有されたこと、

産業界から審査員を招くことで産業界の意見を直接聞くことができたことなどがあげられる。 
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教育改善研究会 

• H25 年 8 月：昭和音楽大学「インターンシップの実践」 

昭和音楽大学の授業担当教員から授業の概要について説明が行われた後、インターンシップに参加した学

生３名から、音楽公演の企画、運営等に関わる実践型のインターンシップについて報告が行われた。実践的な

課題に取り組むことが、ジェネリック・スキルの養成につながる事例が共有された。 

• H25 年 11 月：東京経済大学「地域インターンシップの取組」 

東京経済大学の「地域インターンシップ」担当の教員から科目設置の経緯、取組内容について報告が行わ

れた。「地域インターンシップ」の特徴として、①地元自治体及び企業との連携協定に基づき、安定的に実施し

ていること、②事前学習では地元のゲスト講師を招くなどして、地域課題の理解を深めていること、③学生の就

業体験だけではなく、受け入れ企業等に対する貢献につながる内容となっていることが紹介された。報告に対

して、参加者アンケートで以下の意見が出されており、今後の検討課題として共有された。 

80 名の参加希望者が、選抜により半分しか参加できないのはもったいない。質をとるか量をとるかは悩みどころ

であるが、少人数で行うのであれば、２週間～４週間の実習が実施できればより充実するのではないか。 

「地域インターンシップ」の結果として、地元への就職状況に変化があったか知りたかった。就職率の高さと企

業等の協力の関係はあるのではないか。長期にわたって連携するためには、大学と地域に WIN- WIN の関係

構築が必要である。 

地元のいわゆる一流企業ではない企業でのインターンシップでも、学生の満足度、達成度が極めて高いと感じ

た。きめ細かな事前学習やフォローの成果と思われる。 

• H25 年 12 月：山梨英和大学「インターンシップにおける段階履修の確立」 

山梨英和大学の担当者から、インターンシップ科目の開発に関する考え方や背景の説明と、授業担当の教

員から授業内容について報告が行われた。インターンシップの改善にあたって、「STEP１ ニーズ把握」、

「STEP２ カリキュラム策定」、「ＳＴＥＰ3 支援体制強化」の三段階について報告が行われ、学生の特徴の把握、

教育効果の明確化、コーディネータの養成と外部機関との連携について、情報を共有することができた。 

• H26 年 6 月：創価大学「産業界のニーズに応えるインターンシップ 課題解決型インターンシップの事例」 

 創価大学のインターンシップ担当教員から、①インターンシップにおける基礎力測定について、②課題解決

型インターンシップの事例、③インターンシップに関する共通アンケートについて報告が行われた。 

課題解決型のインターンシップの事例として「東北復興インターンシップ」の取組の紹介では、インターンシップ

受け入れ企業（南三陸ホテル観洋）、大学、コーディネート協力企業（ＪＴＢコーポレートセールス）の三者の

WIN-WIN-WIN の関係構築と、その関係構築に基づく課題設定と学生の取組について報告が行われた。 

また、インターンシップの基礎力測定の事例として、就業力主観テストを利用した学生の意識の変化に関する

調査結果が報告され、実習前後の比較において「創造的思考力」の伸長度合いが高いことが報告された。課

題解決型インターンシップに参加することで、普段経験できない取組を通して、既成概念にとらわれない新しい

気づきを得られている事例が共有された。      

• H26 年 10 月：宇都宮大学「国際インターンシップとは 海外でインターンシップを行う意義等」 

 宇都宮大学の担当教員から、国際インターンシップの意義として、①自分の適性を知る、②実務能力や適応

能力を高める、③自分のキャリアプランを考えることの三点が説明され、同校における平成 24 年度からの取組

状況について報告が行われた。 

この事例報告により、国際インターンシップを実施する上での課題として、予算の確保、実施体制、危機管理と

緊急事態時の判断などがあることが共有された。また、実際に国際インターンシップに参加した学生２名からの

報告では、国際インターンシップの内容やその成果を共有することができた。 

• H27 年 1 月：和泉短期大学・北里大学「はっぴぃアクアリウム・プロジェクトの取り組み 繋がる力・繋げる力」 

 和泉短期大学の担当教員から、和泉短期大学と北里大学が共同で実施した「はっぴぃアクアリウム・プロジェ

クト」について報告が行われた。このプロジェクトは、一回目が平成 25年度 11月に実施された後、さらに内容を

充実させて二回目が平成 26年度 12月に実施された。異なる大学の学生が一つのプロジェクトを実施する過程

で、ジェネリック・スキル（企画力、実行力、協調性、コミュニケーション能力、チームワークなど）を伸ばすことが

目標とされ、その結果として、学生自身の自己評価結果が報告された。 

 今回の取組から、支援する側の課題として、①プロジェクトの教育目標を明確にすること、②インターンシップ

の教育的効果を具体的に提示すること、③目標達成のための支援を具体的にインターンシップ先に依頼する

こと、④大学とインターンシップ先が定期的に支援のあり方について協議することなどが報告され、ジェネリック・

スキル獲得型インターンシップの事例と課題が共有された。 
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関東山梨地域大学グループ「インターンシップ共通アンケート」の開催 

インターンシップの高次化のために、「インターンシップを受入れている企業側のニーズ」を調査した。また「インターン 
シップを経験した学生の自己評価」と「受入れ企業の学生の評価」の相関性を分析することにより、インターンシップの事

前研修や事後研修に生かすことができるのはないかと考えた。そこで、「インターンシップ共通アンケート」を実施し、以

下のような結果が得られた。 
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２－３．大学間連携の状況 

和泉短期大学・北里大学「はっぴいアクアリウム・プロジェクト 

 関東山梨地域大学グループ内産学連携事例として、和泉短期大学、北里大学、そして産業界委員として参画され

ているさがまちコンソーシアムの「はっぴぃアクアリウム・プロジェクト」があげられる。 
 これは、本グループのシンポジウム開催時に PBL の成果発表の一環として北里大学の「アクアリウム・ラボ」プロジ

ェクトを展示した。この展示がきっかけで、和泉短期大学が行っている親子のひろば「はっぴい」に参画し、その後発

展。さがまちコンソーシアムが運営管理されているユニコムプラザさがみはらを会場に、両大学の学生を中心に企画

運営し、700 名あまりの来客を得た。 
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２－４．各大学の取組状況 

宇都宮大学 

■申請書上で計画していた事業内容の状況 

結果 申請書上で計画していた内容 

○ 

１．産業界のニーズに対応したキャリア開発科目の高次化 

（1） 産官学連携によるキャリア開発科目の実践と教材開発 

・ グローバル化に対応したキャリア形成のために、グローバル社会の最前線の実務経験者等を講師とす

るなど、地域の産業界（公益社団法人栃木県経済同友会など）等とも連携し、産官学による連携科目を

開発し実施する（「企業のグローバル戦略とキャリア形成」（2 単位）など）。地域産業界等と連携して教材

開発の取組を推進する。 

・ キャリアフェスティバルでは、グローバル化を積極的に推進している企業の参加を求め、学生が第一線

で活躍している企業人に触れる機会を拡げる。また、保護者の積極的な参加を促す。 

○ 

（2） 産官学と連携した円卓会議の設置 

・ 産業界のニーズを把握し PDCA サイクルによる教育改善を持続的に行う組織的な基盤として、栃木県、

公益社団法人栃木県経済同友会、民間企業を構成員とするグローバル人材育成のための「円卓会議」

を設置し、キャリア科目の開発や国際インターンシップに取り組む。 

○ 

２．産官学地域共同によるインターンシップの高次化 

（1） 国際キャリア合宿セミナーの実施と教材開発 

・ 国際キャリア合宿セミナーとして「国際キャリア開発基礎」（２単位）や「国際実務英語Ⅰ」（２単位）など

を、休業期間を利用した集中合宿を通じて行い、実践的な英語運用力の向上などのキャリア教育を実

施する。 

・ 連携校からも学生の参加を募集するとともに教材開発を図り、産官学と連携校の知見を活かした共有化

に努める。 

△ 

（2） 国際インターンシップの実施とマニュアルの開発 

・ 産官学連携（特に公益社団法人栃木県経済同友会等との連携）によって「国際インターンシップ」（２単

位）を行う。 

・ リスク管理等のマニュアルを作成し連携校との意見交換等を通じて共有化できる教材開発に努める。 

△ 

３. 期間終了後の取組 

・ 本事業の期間終了後は、自己評価、連携校による評価、産業界からの評価（「円卓会議」での評価）か

ら評価報告書を作成し、成果と課題を明らかにする。 

・ 本事業で取組むキャリア開発科目とインターンシップの高次化は、本学のグローバル人材育成の目標

を達成するための重要な実践の一つと位置付けており、事業終了後も産官学の連携を一層発展させな

がら、大学の経常経費等を充てて継続させる。 

 

■申請書上で計画していた情報提供の方法・体制 

結果 申請書上で計画していた提供の方法・体制 

○ ・本学ホームページによる情報発信 
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■「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」参加による効果 

１．産業界のニーズに対応したキャリア開発科目の高次化 

 

（1）産官学連携によるキャリア開発科目の実践と教材開発 

・ グローバル社会の最前線で活躍している実務経験者による基盤キャリア教育科目「働くことの意味と実際(グロー

バル時代のキャリア形成)」を開講し、グローバル展開する企業の人事政策やグローバルな環境で活躍するため

のキャリア形成など、グローバル化に対応したキャリア科目の拡充を図ることができた。 

  また、キャリアフェスティバルにおいても、グローバル化を積極的に推進している企業（地元企業を含む）で経

営や人事に携わり活躍している方をパネリストに迎え、シンポジウムや分科会で学生と交流する機会を拡げた。 

なお、保護者に対し積極的な参加を促した結果、平成 25、26 年度の 2 年間で合計 365 名の参加があった。 

・ 経済社会の状況・企業経営・職業・人々の働き方の実態を理解し、進路・職業選択ができる目を養うことを目的と

した基盤キャリア教育科目「人間と社会」において、産業界からのゲストスピーカーによる講義の充実を図り、ま

た、｢キャリアデザイン｣、｢企業のグローバル戦略とキャリア形成｣及び宇都宮市と大学コンソーシアムとちぎとの連

携科目｢起業の実際と理論（アントレプレナーシップの養成）において、複数の企業人や創業経営者をゲストに迎

え学生指導や交流の機会を設けるとともに、OB・OG との意見交換の場を設け企業・企業人の理解と大学の学び

との関係の理解のためのプログラムを拡充するなど産業界のニーズを取り入れたカリキュラムの改善が図れた。 

・ さらに平成 25 年度からは地元企業と密接に連携し、チーム型の長期インターンシップである「課題発見・解決型

インターンシップ」を開始、平成 26 年度は受入先を４企業（平成 25 年度１企業）に拡充するとともに、受入企業毎

に指導・助言体制の拡充を図った。 
 

以上のプログラムの実施により、学生は企業が世界を見据えて活動していることを実感し、こうした社会の中で働く

ことのリアルな認識と学びへの意欲を醸成するとともに、主体性、起業家精神、課題解決力などのジェネリックスキル

の育成が図られていることが、実施後の学生の感想文や授業評価、企業からの評価により明らかとなった。 

また、各学部における独自のキャリア教育の取組との具体的な連携を進めることに役立っている。 

 

（2）産官学と連携した円卓会議の設置 

「産業界のニーズに対応した教育改善のための産官学会議」を２度開催（25・26 年度）し、特に本学と産業界の連

携協力の在り方では貴重な意見（インターンシップに関しては、企業側のプラス面や技術面の解決は不可能であり

期待しすぎないことが必要等々）を頂き，本事業推進に役立てることができた。 

 

２．産官学地域共同によるインターンシップの高次化 

 

（1）国際キャリア合宿セミナーの実施と教材開発 

平成 25 年度から、内容の充実を図るとともに科目を整理し、科目名を「国際キャリア開発」と「国際実務英語（平成

26 年度からは「International Career Seminar」）」に変更して実施した。 

平成 26 年度には、「事前学習資料集」「合宿セミナーワークブック」を作成し、受講者が 2 泊 3 日の短期間でも効

率的に学修し・セミナーの目的を十分に達成できるようにした。また、栃木県経済同友会とは、栃木県内の企業等か

らの分科会講師派遣について協力体制を確立することができた。これらの改善の結果、語学力や国際経験等、そこ

だけが重視されるのではなく、他を尊敬し共感し、グローバルについて自らの活動から多様的に広く捉えることができ

た等、実施後の学生アンケート等からも好評を得た。 

 

（2）国際インターンシップの実施とマニュアルの開発 

海外の企業等でインターンシップに参加し、国際的な生の現場において実務的・実践的な体験を通して、専門知

識だけでなく、語学力、コミュニケーション能力、異文化理解など、国際化の進展に伴う産業界や地域社会等のニー

ズに対応できる能力が育成された。また、インターンシップ実施により、海外への関心が強くなった学生も多く、終了

後に、より長期の海外留学に参加した学生もおり、国際インターンシップへの参加による効果が現れている。 
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電気通信大学 

■申請書上で計画していた事業内容の状況 

結果 申請書上で計画していた内容 

○ 二重構造にある本学のキャリア教育を整備するとともに「関東山梨地域大学グループ」における連携を通じ

て、本学のキャリア教育の高度化と産業界のニーズを的確に捉えた教育体制への改善・充実を進めていく。 

○ 
幹事校として、中核組織に参加する 10 の経済等団体を中心とする産業界のニーズを把握し、各校の教育改

善への取組の調整役としてテーマ別幹事校である横浜国立大学、東京経済大学、昭和音楽大学の協力を

得ながら、教育改善の実現にリーダーシップを発揮する。 

○ 連携による教育改善の効果を確実なものとするために、新規に教員を採用して連携業務と本学のキャリア教

育担当をそれぞれ 1/2ずつ担当する。 

○ 
本教員は、事業遂行のために積極的に中核組織や協力企業・経済等団体及び参加各校を訪問して、現場

の実態を把握しながら教育改善の実現を目指すグループ参加各校と産業界の調整役としての役割を担って

いく。 

○ 平成 24年度においては、中核組織の協議会を始め、ＦＤ研修会やシンポジウムを開催する。 

△ 
更に、「関東山梨地域大学グループ産学連携事業取組集」の作成と関東山梨地域大学グループ

共通ホームページ・基本部（グループ取組概要、各大学取組紹介、グループ会議議事録等文字

情報追加機能）を完成して、広報に活用するとともに産業界との連携ツールとする。 

○ 本学のキャリア教育においては、学生の勉学に対するモチベーションと、社会人基礎力の向上を基本におい

たコミュニケーション力の向上に取組んでいく。 

○ 

１．キャリア教育科目の再編 
 １）キャリア教育演習 
 ①キャリア教育演習（昼間コース全学必修） 
・今回の見直しで、平成 25 年度より通年隔週開講から 1 学期毎週開講に変更する。 
・学年横断教育（3 年生と一部合同授業）を開始する。 
・身近な先輩である 3 年生との合同授業で学び、学生同士のピアサポート体制を導入する。 

○ ②電気通信大学概論（選択必修）1 年生後学期 
今回の見直しで、平成 25 年度より 1 学期から 2 学期に変更する。 

○ 
 ２）2 年次のキャリア教育 
 ①キャリアデザイン１（選択必修）2 年生前学期（3 学期） 
 ②キャリアデザイン２（選択必修）2 年生後学期（4 学期） 

○ 

 ３）3 年次のキャリア教育 
 ①キャリア教育演習リーダー（平成 25 年度新規開講：平成 23 年度入学生から必修科目） 
・1 年生と 3 年生の合同授業 

1年生との合同授業を通じて 1年生にアドバイスする過程で、自らの生活習慣、勉学、キャリアデザイン

について考える機会とする。平成 25 年 4 月から開講するため平成 24 年度において教材開発を行う。 

○  ②その他のキャリア教育科目（ベンチャービジネス概論、技術者倫理等）を継続 

○ 

２．産学官連携によるキャリア教育の推進 
 ①上記事業所（企業等）見学は、企業と政府系機関等を合わせて 48 事業所の協力を得ている。8 年間

に渡り継続しながら協力企業等を増やしてきたなかで、運営ノウハウを獲得してきた。本取組において更

に発展強化することを本事業の中核に据え、学生がインターンシップに参加する前段階で低学年次のプ

レインターンシップとして位置づけることで、インターンシップに参加する学生数の増加を目指す。 
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○ 

 ②企業のニーズを把握する 
平成 24 年度に本学の学生の事業所（企業等）見学を受入れていただいた担当者（主として窓口は人事

部門）と懇談に協力いただいた若手エンジニア（主として本学の卒業生）にアンケートを行い、本学の学生

（1，2 年生）が近い将来産業界で活躍するために必要な能力や欠けていると考える能力について調査し

て、その結果をまとめ、本学のキャリア教育に反映していく。 

○ 
③情報の共有化 
上記②の内容を関東山梨地域大学グループ協議会に報告して、内容について意見交換を行う。更に、

シンポジウム等において、発表して、全国のキャリア教育関係者で共有する。 

○ 

３．本事業の支援期間終了後の取組 
 本学では、平成22年度の学部改組において、キャリア教育を基礎教育における重要な教育と位置付け

て選択必修科目とした。また、大学生の就業力育成支援事業で、必修科目を 2 科目追加した。 
平成 24 年度は非常に厳しい予算状況にあり、本事業における支援が必須であるが、本事業における支

援が終了する平成 27 年度以降については、学内予算で本事業と同等の取組を継続する。 

 

■申請書上で計画していた情報提供の方法・体制 

結果 申請書上で計画していた提供の方法・体制 

○ ・「関東山梨地域大学グループ案内パンフレット」による情報発信 

○ ・共通ホームページによる情報発信 

 

■「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」参加による効果 

 幹事校として、本学とはまったく異なる 13大学のキャリア教育に接して、自らのキャリア教育科目を振り返るいい刺激

となっただけではなく、具体的に他大学の取組内容を具体的に活かした事例もあった。 
 他大学に講義を公開する合同 FD の基礎となったのは、第 1 回の産学協働協議会時に教育改善研究会を共催し、

本学のキャリア・デザイン２の講義見学であり、産業界委員が、現状の大学のキャリア教育を理解するよい機会になる

のと同時に他大学へのいい影響を与えることができた。また、産業界委員及び他大学の教職員から様々なフィード 
バックを得ることができた。 
 テーマ A において、連携校各大学との信頼関係を構築したことで、テーマ B の 7 大学での合同講義にも結び付い

た。また、本学で開催している事業所見学のノウハウを移転する基礎となった。 
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横浜国立大学 

■申請書上で計画していた事業内容の状況 

結果 申請書上で計画していた内容 

○ ①キャリア教育開発科目の高次化のグループ幹事校となる。より明確に産業界のニーズを把握し、効果的

にギャップ分析・解消を目指した取組を推進する。 

△ 

(1)産業界ニーズの把握 ①産業界と教職員による協議会の設置 

日産自動車(株)と関係教職員を中心に定期的に協議会を開催し、産業界の第一線担当者による最新の 

ニーズﾞに関する意見交換やカリキュラム編制への省察を行い、実務家とともに科目開発を行う。 

→定期的に協議しているが、産学連携科目の開発は継続検討中。 

○ 
(1)-②産業界のニーズ把握に関するアンケートの実施 

就職ガイダンスや産学連携等による連携企業に対して、企業が求める人材像及び学生に求める力について

アンケートを実施し、その分析結果をカリキュラムマップ編成時にフィードバックする。 

○ 
(1)-③本事業の連携校の知見の活用（関東山梨地域産学協働協議会の連携企業のニーズ把握） 

連携校及び連携校の提携企業等のニーズを把握することが可能となることから、多角的な視点で産業界が

学生に求める力を把握し、本学の学生が身に付けた力とのギャップについての分析に資する。 

○ 
(2)新アクティブラーニング型キャリア教育の充実 

能動的学修(ｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞ)への転換を意識した新しいキャリア教育を更に充実する。双方向型の新たな 

キャリア科目を主に 1､2 年次が履修する教養教育科目(2 単位)に新設する。 

○ 

(3)産業界ニーズと大学の人材育成とのギャップを分析 

産業界が身に付けて欲しい力と学生に身についた力とのギャップについて検証し、カリキュラムマップ編成

時にフィードバックする仕組み(学内協議会運営と連動)を構築する。さらに本学卒業生に対する産業界（就

職先）の評価、ニーズ把握と状況の推移等を分析する。 

○ 
(4) ポートフォリオによる振返り 

平成 25 年度から稼働予定のポートフォリオシステム)により、紙媒体のキャリアデザインファイルの WEB 化､

提出用ポートフォリオ（学修成果・キャリアデザインの振り返り）を推進する。 

○ 
期間終了後の取組 

自己評価､成果報告会等を含めた評価書を作成し､成果と課題を明確にする｡また、本事業は恒常的なキャ

リア教育高次化のため､終了後は大学の経常経費等を充てて事業を継続させる｡ 

 

■申請書上で計画していた情報提供の方法・体制 

結果 申請書上で計画していた提供の方法・体制 

○ 
本学のウェブサイトにおいて、本事業の取組内容、経過、成果等を逐次情報提供する。大学ウェブサイトの

教育において採択された場合の本申請事業の取組内容を情報提供する。大学教育総合センターのホーム

ページは、リニューアルにより本事業の取組を効果的に情報発信するページを設ける予定である。 

○ 連携校共同で作成予定のホームページと、本学のキャリア教育サイトをリンクさせることによって情報共有・

連携を図る。取組を共有するため連携校と同ホームページに内容、経過等を逐次情報提供する。 

○ 毎年、新入生の入学時及びオープンキャンパス等で入学希望者・保護者等へ配布しているキャリア教育パ

ンフレットにおいて本事業における取組を効果的に情報発信する予定である。 
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■「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」参加による効果 

 
 
 

1．産業界ニーズの把握 
ジェネリック・スキルの構造と新卒社員の具体的な課題を探り、キャリ

ア教育の改善に資する目的で、企業人事担当者および卒業生36名

にインタビュー調査を実施し（H25年8～9月）、ジェネリック・スキルの

構造や、産業界が大学教育に求めることを把握した。なお、調査結

果の概要は、「2-2 テーマ別の取組：テーマ1」参照。 
この調査結果を含め、本事業の合同 FD や研究会等で紹介された多

様な先進事例を参考に、本学キャリア教育科目の新規開設または改

善を進めている。なお、この調査結果は、本事業・教育改善研究会

で共有し（H25 年 12 月）、産業界ニーズの理解の深化に資した。 

 
2．キャリア教育科目の高次化とアクティブ・ラーニングの推進 

本事業の成果を元にH26年度までに5科目を新設した。H27年度にはさらに2科目新設を予定している。アクティブ・ 

ラーニングや産学連携を取り入れ、学生の授業満足度は全学平均を大幅に上回っている。 

新設キャリア関連科目 新設時期 授業手法の特徴 学生授業アンケート 
総合満足度（4 段階） 

出席

率 

キャリアデザイン A H25 春 
調べもの学習型 PBL、グループ発

表 
3.55 （平均 3.24） 92% 

キャリアデザイン B H25 秋 
グループディスカッション、反転授

業 
3.78 （平均 3.29） 92% 

キャリア・ケーススタディ H25 秋 産学連携：現役社会人の体験談 3.82 （平均 3.29） 88% 

ビジネス・コミュニケーショ

ン 
H25 秋 

グループディスカッション、反転授

業 
3.82 （平均 3.29） 85% 

Wake up! プロジェクト H26 春 産学連携：課題解決型 PBL 3.82 （平均 3.24） 98% 

まなび座Ⅰ（予定） H27 春 
産学連携：社会人とのディスカッシ

ョン 
― ― 

まなび座Ⅱ（予定） H27 春 グループワーク、ディスカッション ― ― 

 
3．本事業に参加して 

グループ各校の教育方針、学生の資質、希望進路先は多様であり、求められるキャリア教育のありかたも多様である。

本学内においても、学生の資質、能力は多様である。さらに産業界のニーズは、企業により温度差があり、時代の変化

とともに変容する。常に産業界および学生のニーズを把握して、キャリア教育に反映すること、結果を検証し改善するサ

イクルを回すことが大学の責務と再認識した。 

ジェネリック・スキルの構造 
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亜細亜大学 

■申請書上で計画していた事業内容の状況 

結果 申請書上で計画していた内容 

○ 
従来から外部講師による特別講義を実施しているが、今後は、産業界、官公庁で活躍している経営者・実

務家などマネジメントする立場にある講師を中心に依頼し、各産業界の現状、将来展望および社会が求め

ている人材像、学生時代に身に付けるべき能力等を講義いただく。 

△ 特別講義の中で、産業界が求めているニーズを学生自身が的確に把握し、自らが考え、行動に移すことを

目指す動機付けの役割を果たす。 

○ 経営学部の科目である「トップマネジメント特別講義」をはじめとした、特別講義については、開設学部にと

どまらず、全学部の学生が聴講するのはもちろん「関東山梨地域大学グループ」へも順次公開していく。 

○ 
「オリエンテーションゼミナール」の授業は、経営学の専門科目への連結が重要であり、1 年次後期に開講

する「基礎ゼミナール」にてグループ学習による企業訪問・工場見学などインターンシップの雛形を実践し、

学生自ら産業界のニーズを体感認識する計画である。 

△ 「基礎ゼミナール」に実務家教員による講演会などを取り入れ、グループ学習の中でリーダシップや責任

感、協調性などを涵養していく。 

〇 
学生が社会的・職業的に自立するためには、自らの成長度の把握が必須であり、すでに導入している就業

力認定マイレージシステムを利用し、全教員が個々の学生の成長度を可視化できるシステムを活用し、必

要に応じて教員が面談等を通し指導助言をする。 

〇 一大学が産業界と独自に連携していくには自ずから限界があるため、平成24年度から新たに『関東山梨地

域産学協働協議会』へ参加し、取組範囲の拡大を図る。 

 

■申請書上で計画していた情報提供の方法・体制 

結果 申請書上で計画していた提供の方法・体制 

〇 取組内容及び取組成果は、学内ネットワークを介して教職員・学生へ逐次周知報告すると共に学

外へも大学ホームページを通して広く社会へ公開していく。 

〇 在学生の父母については、毎月定期的に学内広報紙を通して報告できる体制となっている。 
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■「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」参加による効果 

1.インタビュー実践（オリエンテーション・ゼミナール）の成果について 
 

項目 H24 H25 H26 

「インタビュー実践の取組」に満足 78.6% 79.9% 81.6% 

「聴きとる力」が向上した 77.9% 79.7% 81.2% 

「文章を作る力]が向上した 75.7% 79.3% 83.2% 

「行動する力」が向上した 78.0% 77.1% 81.8% 

「自立する力」が向上した 59.3% 63.8% 70.5% 

「生きぬく力」が向上した 54.3% 54.2% 60.3% 

 授業開始当初から、一定の評価を学内外でもらっている『インタビュー実践！』。取り組んでいる学生たち自身の反応

は、最初 4月の時点ではまだ面倒臭がっているが、記事作成後のアンケートではほぼ８０％以上の学生が満足している。ま

た、教授する側の教員の指導技術も向上しているせいか、1 年目、２年目、３年目と少しずつ評価が高くなっていることが分

かる。とくに「文章を作る力」の満足度が高く、これは添削の丁寧な指導と、徹底した記事再提出の仕組みが充実している

からであろう。 

文章の上達に近道は無く、いかに丁寧な指導を心がけるかが重要な決め手になってくる。また、文章上達のためには作

品を完成させる経験を多く積ませることが大切であるのだが、その完成への目標として、優秀作品集を毎年刊行しているこ

とが効果的であることが分かる。「自立する力」の向上も２年前と比較して１０％以上も向上し、このプログラムの汎用性、有

益性が推し量られる。 

2.就業力マイレージシステムの活用状況及び成果について 
本学で稼働させたポートフォリオ的なシステムに、就業力マイレージシステム（以下、「就マイ君」）がある。 

本学経営学部には、１年次から４年次まで 2,143名の学生が在籍している。平成 27年 2月 5日現在、就マイ君に登録さ

れた活動記録数は、14,095 件であり、１人平均 6.6 件である。現実には、１件以上登録した学生数は 1,631 名であり、最高

70 件の登録をした学生がいる一方、512 名は未活用である。特に 1・2 年次の未登録者が多いため、入学時オリエンテー 

ションで本システムを紹介し、その場で登録させるとともに、3 年次必修科目「トップ・マネジメント特別講義」の毎回の授業

について自分はどう考えたかを登録させるように指導した。その結果、3 年次後期にはほぼ全員が 10 回以上の登録を行う

ようになった。 

活動登録区分は、学業、キャリア、サークル、ボランティア、その他であるが、上述のようにトップ・マネジメント特別講義の

授業から考えたことを登録させたため、学業とキャリアで 90％を超える。 

ボランティアとその他の合計は、わずか 986 件（７％）ではあるが、これこそ学生が義務や強制ではなく、日常生活の中で

何かしら自信を得たことをうかがわせる活動登録であると考えられる。つまり学生が社会化し、「自立する力」や「生きぬく

力」を得ていることが明らかな点である。 

また本システムは、学生が自分で記録したデータ全てを読むことができ、そのことで自分にどんな自信がついたのかも振

り返ることができ、就職エントリー時の自己分析にも効果的である点は特筆すべきあろう。 
 

H26 インタビュー実践に関する満足度調査結果 
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北里大学 

■申請書上で計画していた事業内容の状況 

結果 申請書上で計画していた内容 

○ 
「海洋生命科学概論ＡおよびＢ」「技術者倫理」に職業観・勤労観を講ずる外部講師を選定し、講義を実施

する。  

○ 

企業・団体より講師を招聘し、2、3年生に対して職業観・勤労観を醸成する講義を行う。一般教育課程での

取組に加えて専門課程での取組もさらに充実させていく。外部講師については教育委員会とキャリア形成

支援室が外部評価委員とコーディネーターの助言を受けて選定する。 

○ 正課授業の中で社会人講師や職業人の講義を取り入れる「融合型授業科目」のさらなる充実を図る。 

○ 
社会人基礎力としてのプレゼンテーション能力の向上や自発的に問題意識を持って取り組む姿勢などを獲

得するための講座を開設して、学生が自主的に活動するための基礎を学ぶ場とする。 

○ 

専任の講座担当教員を配置して、学生が社会における問題点を考え、行動を自発的に起こすことを目指

す。さらに連携大学との共同で、ボランティアや課題解決型授業などを合同で行い、アクティブラーニング

につながる教育改善を行う。事業終了後も学生自らが学び合う場として自主運営できるようになるための基

盤づくりとする。  

○ 

学生が企画・展示・運営・管理を主体的に行う「ミニ水族館」を学内で運営し、連携先企業とのイベント共催

や学内外での実務体験を行う。本学部の特徴を生かし、学芸員志望者や増養殖企業への就職希望者のス

キルアップとともにチームとして協力して企画・運営・管理を行い、さらに来館者への説明案内を行うことで

社会人基礎力として重要なコミュニケーション能力や協調性の向上をこのプロジェクトによって図る。 

△ 

連携企業・団体の協力の下、インターンシップの内容の充実と参加者の増加を図る。インターンシップへの

関心を高める施策として、2 年次生を対象にガイダンスを行う。2 年次生、3 年次生を対象にインターンシ

ップへの複数回の参加を促進し、社会から学ぶことの重要性を浸透させる。 

○ 
企業との連携強化を図ることで、恒常的なインターンシップの基盤を作る。さらに連携大学と共同し、よりす

ぐれたインターンシッププログラム事業を実践継続していくことで教育改善を進める。  

 

■申請書上で計画していた情報提供の方法・体制 

結果 申請書上で計画していた提供の方法・体制 

○ 

ミニ水族館の運営や企業との連携、大学間の連携の中に特色を出すことでマスメディアへの露出を増や

し、本事業の内容、経過、成果等に関する情報を積極的に広めていく。これと同時に、連携した企業を通し

て、事業の意義を産業界に積極的に周知する。  

○ 
ホームページによる事業内容の告知、事業に伴う各種イベントの告知によって、より広く事業の周知を図り、

一般への情報提供とする。  

○ 
学内広報誌、地域広報誌を活用して本事業の取組内容、経過、成果に関して積極的に情報を広く提供す

る。  
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■「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」参加による効果 

キャリア形成支援に係る講義やプログラムを作成し、実施することができた。キャリア形成プログラムを実施したことによ

り、学生のスキルアップに今回の事業が寄与したと同時に学内では教職員のキャリア形成に対する関心が高まった。他

大学のキャリア教育を参考にアクティブラーニングを専門科目で行う実験的な試行を実施することができた。学生の反応

も予想外に良好で、学生主導でディスカッションやプレゼンを行うことができた。一部の学生のリーダーシップによるもの

が大きいと思われるが、周辺の学生も感化されていると思われ、自己理解が進んだことによる役割分担ができつつあると

思われる。特に他大学と共同で行ったインターンシップでは、外部のボランティア団体との交渉や会場を提供いただい

た団体の職員からのサポートを受けて、参加した学生の行動が顕著に積極的になった。 
 この事業に参加することによって、キャリア形成にかかわるプログラムを構築することができた。このプログラムは学部横

断的に運用される可能性が出てきた。ミニ水族館を運営するボランティア団体（アクアリウムラボ）はこの事業で運営が強

化され、外部の団体と連携したイベントや連携大学と協力して開催するイベントに参加することで学生個人のみならず 
チームとしてのスキルアップが図れることが示唆された。この事業によって新たに始められた取組の萌芽は引き続きキャ

リア形成支援事業の枠組みを堅持しながら進化・定着していく可能性が大きくなった。 
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創価大学 

■申請書上で計画していた事業内容の状況 

結果 申請書上で計画していた内容 

○ 
１年後期の学生を対象とした実学的科目として「社会貢献と経済学」を開講した。この授業を、新たに産業

界のニーズに対応した人材を育成するための授業として実施する。 

○ 

産学連携の授業においては、産業界のニーズに対応した人材を育成するという新たな観点で授業を構築

し、連携する企業等と協働で、科目の高次化を図る。この授業においては、産業界の様々な分野で活躍す

る講師（ＯＢ・ＯＧを含む）を招き、様々な観点での社会貢献と考える中、グループワークも取り入れて、学習

を深める。 

○ 

産学連携の授業においては、産業界の様々な分野で活躍する講師（ＯＢ・ＯＧを含む）を招き、様々な観点

での社会貢献と考える中、グループワークも取り入れて、学習を深める。産業界と連携をした授業の成果に

関しては、教育改善研究会を中心に意見交換を行い、産学協働協議会・地域大学グループ協議会等で、

連携企業や団体・連携大学への波及を図り、更なる教育改善に繋げていく。 

○ 

企業等と連携し、産業界とのニーズという観点から評価できるように改善していく。また、就業力客観テストを

受けた学生へは、その結果を配る際に「就業力強化書」という冊子を配布してきたが、これを産業界のニー

ズという観点からアドバイスできる冊子に改編していく。 

○ 

就業力テスト後に、今後の自己開発スケジュールを示す「マイマップ」を学生に書かせ、これをもとに教員が

２年生全員に個別指導を実施しているが、この個別に指導においても産業界のニーズに沿った指導ができ

るように、産業界の意見を求めていく。これらの成果は、教育改善研究会を中心に意見交換を行い、産学

協働協議会・地域大学グループ協議会等で、連携企業や団体・連携大学への波及を図り、更なる教育改

善に繋げていく。 

○ 
本学経済学部では、全学部に先駆けて、海外インターンシップを実施してきた。このノウハウを生かして、学

部主導でも国内のインターンシップを推進していく。 

○ 

産業界のニーズを熟知した講師によるインターンシップの事前事後研修等を行うことなどにより、インターン

シップの高次化を図っていく。また、インターシップ先に関しては、連携企業等を通して、東北地方を含め

全国でインターンシップができる機会を学生に提供していけるように拡大していく。 

○ 

連携校全体の取組の中で、教育改善研究会があり、本学は、テーマ③「産官学地域共同によるインターン

シップの高次化」を担当する部会に所属していることから、特にこの取組の成果に関しては、積極的に連携

大学へ発信し、意見交換を行い、産学協働協議会・地域大学グループ協議会等でも、連携企業や団体・

連携大学への波及を図り、更なる教育改善に繋げていく。 

○ 

「産業界のニーズ」に対応した人材を輩出するために、連携企業と「産業界のニーズ」に関する検討会を実

施する（連携企業に関しては、今後も広げていく予定）。この検討会を中心に地元の産業界や連携する諸

大学とも連携や情報共有ができる体制を構築していく。また、連携する企業等と地元を中心とした産業界と

も連携し、インターンシップ先の拡大やインターンシップの事前事後教育を充実させていく。 

○ 

インターンシップの事前事後教育は、学部教育と密接な関係を持ち、学部の教育完全に繋げていく。また、

様々な取組に関しては、連携大学と情報共有するとともに、意見交換も行っていく。これらの取組は、学部

の初年時教育の充実が不可欠なため、「社会貢献と経済学」などの初年時教育に大きく力を入れていく。 

○ 

「大学生の就業力支援事業」の取組の際に構築した実施体制を継承し、経済学部キャリア委員会を中心

に、全学のキャリア委員会およびキャリアセンターとも連携して実施していく。また、本学経済学部としての

取組は、全学のキャリア委員会や全学で行われるＦＤを通して、周知していくとともに、意見交換を行ってい

く。 

○ 
学外への本学経済学部のホームページにて、広く周知していく。連携大学全体の取組として、幹事校

が中心となって発信するホームページともリンクを貼り、本学の取組と全体の取組の連動性を示してい

く。 
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■申請書上で計画していた情報提供の方法・体制 
結果 申請書上で計画していた提供の方法・体制 
○ 創価大学経済学部のホームページによる情報発信 

○ 「関東山梨地域大学グループ案内パンフレット」による情報発信 

○ 共通ホームページによる情報発信 

 

■「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」参加による効果 

本事業に参加をしたことにより、本学経済学部が、産業界のニーズに対応した人材を育成する取組を行っていること

が、学内で明確に認識されるようになった。 
本事業で推進をしている東北でのインターンシップ・プログラムは、大学と産業界と受入れ企業のすべてがWin-Winと

なる取組として、学内外で高い評価を得ることができ、経済学部以外の学部からも、参加希望者が出てきた。 

また、インターンシップ先を訪問するツアーも、同じく経済学部以外の学部からも、参加希望者が出てきた。インターンシ

ップの前後では、効果測定として本学独自の就業力主観テストを実施し、インターンシップによる効果を確認することが

できた。 

1 年次後期に開講している産学連携講座「社会貢献と経済学」は、専門性を学ぶことと社会に貢献することの二つの

意義を架橋するプログラムとなっており、2 年次以降の学びのモチベーションを高める効果があった。この授業に関わっ

た産業界の方々から、この授業の目的や構成などに対して、高い評価を得ることができた。授業の前後では、効果測定

として本学独自の就業力主観テストを実施し、この授業による効果を確認することができた。 

これらの取組を、積極的に本学経済学部のホームページに掲載することにより、本学の取組を学内外に発信をするこ

とができ、更なる取組に推進につながった。 
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東京経済大学 

■申請書上で計画していた事業内容の状況 

結果 申請書上で計画していた内容 

○ 地域貢献の一貫として、多摩地域の産業を調査し、各企業の現状・ニーズを分析・把握し、対外的に情報

発信する。 

○ 地域の企業・自治体と連携し、その協力・支援の下、地域産業のニーズを反映した学生教育プログラムを多

面的に構築・実践しようとしている。 

○ 

平成 24 年 9 月に「東京経済大学＝多摩地域 産学連携推進委員会」（以下、委員会）を学内で発足させ

た。同委員会では、フォスター電機、多摩信用金庫、東京都中小企業振興公社 多摩支部、八王子市 産

業振興課、関東経済産業局といった地域の主要な企業・組織から、地域産業のキーパーソンを派遣しても

らい、委員を委嘱している。 

○ 

中小企業経営論担当の教員（同委員会 副委員長）のゼミナールが「八王子市の中小製造業の実態調査」

を実施し、「中小製造業の人材育成とマーケティング」をテーマとして、20 社近くの中小製造業に聞き取り調

査を実施している。同調査は委員会で外部委員からの評価を受けながら、調査報告書としてもまとめ、企

業、自治体、関東経済産業局などに発信する。 

○ 同調査を踏まえ、平成 25 年 3 月に「東経大から多摩地域の産業の魅力を発信する（仮題）」シンポジウムを

開催する。 

○ 委員会とシンクタンク・情報発信機能を拡充し、多摩地域との連携・貢献のレベルをさらに高める。そして、

地域の企業との協力体制の下、インターンシップなどの学生教育プログラムを多面的に構築する。 

○ 
地域課題解決型の教育も推進していく。平成 24 年度は、国分寺の農業・商業振興のため、「N-1 グランプ

リ」と銘打ち、国分寺産の食材を使ったレシピコンテスト・商品化やフリーペーパーの発行を学生主体で実

施している。 

○ 一年生ゼミの中での「国分寺市の観光地振興に関する調査」や国分寺地域の課題やニーズについて市民

とともに考えるシンポジウム、ワークショップの開催などを実施し、教育改善につなげていく。 

△ 「職業選択とキャリア形成」では、多摩地域の企業の経営者などゲスト講師を招聘し、学生参加型のディス

カッションを含む講義を実施する。 

○ 地域産業の課題・ニーズを理解できるようにする。加えて、地域企業の魅力への理解を促すことで、本学学

生の卒業後の進路として、多摩地域の企業が選択肢の一つになることも促す。 

△ 

「産業特論Ⅰ・Ⅱ」ではより広範囲な産業界から講師を招き、学生が産業界の多様なニーズや課題を理解

するための講座を実施している。なお、上記の授業の開始前・終了後で、履修者が「就業意識」、「社会人

基礎力」、「卒業後の目標」に関してどのように変化したか、アンケートによる定量的な評価を試みる。その

評価結果は学内の FD 会議で分析するとともに、連携校との共同 FD 会議にて、「外部講師の活用効果」、

「参加型授業の効果」といったデータを共有することにする。 

△ 
「ＴＫＵキャリア力検定」（「基礎学力試験」および学生に実体験を記述させ自己啓発を促す「ワークシート試

験」によって構成）をより実態に即したものにした上で、設問や解説を通じて学生に還元し、本事業の評価

ツールとして活用する。 

△ 
多摩地域との連携事業を軸に、企業の経営課題を個人・グループで分析する提案型のインターンシップを

立案・実施する。将来的に１０社程度の企業の参加が得られた段階で、必要と判断された場合に「多摩イン

ターンシップ（仮称）」という独立のプログラムを立ち上げる。 

△ 取組テーマ③の幹事校として、教育改善研究会において、各大学のインターンシップにおける成功・失敗

例などを分析し、相互に教授法・効果を共有できるようなテキストの作成を主導する。  

○ 

「東京経済大学・国分寺地域連携推進協議会」の活動に対応するために、本学は「国分寺地域産業研究

所」を設置した。これを発展させ、「東京経済大学＝多摩地域 産学連携推進委員会」を包摂するかたちで

「地域連携センター（仮称）」を発足する準備を学内の合意の下に進めている。同時に地域連携の対象を従

来の国分寺地域から多摩地域全体に拡大する。 
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○ 
本事業は支援期間終了後も継続実施する予定である。支援期間である３年間、多摩の企業との多面的な

連携を企図している。本事業を長期的に継続し、規模を漸次拡大することにより、より包括的な連携へと歩

を進めることを目指す。 

 

■申請書上で計画していた情報提供の方法・体制 

結果 申請書上で計画していた提供の方法・体制 

○ 

ゼミナールの活動を中心に企業への聞き取りやアンケートによる調査を実施し、その結果を報告書

としてまとめ、自治体、企業、団体、他大学、学生等に広く発信する。また、地域企業の経営者を招

いてのシンポジウムを開催する。国分寺地域連携事業の取組内容についても、報告書にまとめ関

係機関や学生に配布し教育改善に役立てる。いずれについても本学 Web サイト及び大学グループ

共通ホームページを利用した情報発信を行う。 

△ 

産業界からゲスト講師を招いた授業の内容や成果について、受講した学生の意識調査などとあわ

せて学内のＦＤ会議等で報告し学内で共有する。また、大学グループでのＦＤ研修会において情報

共有をはかる。 

インターンシップの取組については、年度ごとの活動を冊子に取りまとめて受入機関や学生に配布

するとともに、大学グループでの情報共有によって改善をすすめる。 

 

■「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」参加による効果 

１．地元産業界との連携強化 
平成 25 年 6 月、それまでの学内における地域連携の拠点であった「国分寺地域産業研究所」を発展させ、新たな地

域連携の総合窓口として「東京経済大学地域連携センター」を設けた。このことにより、優れた中小企業が集積している

多摩地域を対象にした教育改善・充実体制の整備を行うことができた。また、今回の事業をきっかけとして、平成26年11

月には多摩地域を拠点とする信用金庫と協力協定を締結し、教育研究・学生支援に関して相互に協力する基盤を整備

した。平成 26 年度には、共同シンポジウムを二回開催し、ゲスト講師派遣や企業紹介を実施した。今後、さらに地元の

産業界や自治体のニーズを教育改善に反映させることが期待できる。 

 

２．課題解決型授業の推進 

上記の産業界との連携強化により、ゼミによる課題解決型授業を推進することができた。多摩地域の中小企業を対象

としたフィールドワークの実施、国分寺地域における農業・商業振興の課題への取組、障害者施設とのコラボレーション

による実践的活動などを実施し、今後、産業界と連携した課題解決型授業を推進していくうえでの先行事例となった。 

 

３．インターンシップの推進 

当事業において、連携大学の海外インターンシップの事例を共有したことなどにより、本学においても平成 27 年度に

海外インターンシップを取り入れた特別講義「グローバル・キャリア入門」を開講することとなった。この授業では、日本人

学生をタイの企業でインターンシップさせるとともに、タイの学生を日本の中小企業でインターンシップさせ、その学生た

ちとの交流を通じてグローバル人材の素養を身に付けることを目的としている。平成 26 年度には、その事前の取組とし

て、本学で学ぶ留学生を多摩地域の中小企業へ１日企業見学させたところ、受け入れ企業からも好評を得た。このよう

な新たな形態のインターンシップを実施することで、学生は、仕事内容の理解だけでなく、中小企業の国際化と地域の

課題を同時に学ぶことができると思われる。 
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日本社会事業大学 

■申請書上で計画していた事業内容の状況 

 
結果 申請書上で計画していた内容 

○ 

［１］福祉業界からのアンケート調査による人材養成の検証 

福祉業界が大学に期待している人材養成とはどのようなものなのかを明らかにするために卒業生及び福祉業

界にアンケート調査を行ない、キャリアデザイン科目の高次化及び学習評価・指導方法の改善を考える基礎資料

とする。 

具体的には、社会人一般に共通する課題（実践力のある人材、コミュニケーション能力のある人材、創造的に

仕事を切りひらける人材など）と社会福祉の鍵になる課題（ケアマネージメント、チームアプローチ、コミュニティ・ソ

ーシャルワーク、福祉のまちづくりなど）が、どれくらい大学において身についているのかを明らかにするとともに、

それらの基礎になる能力がどのようにとらえられているのかを把握する。また、産業界委員である清瀬市社会福祉

協議会との協働事業を通じて、地域貢献活動「きよせ あんしん まっぷ」の作成活動を通じて、学生のバリアフリ

ー感覚と街の現状を把握させソーシャルワーカーとしての気づき感覚などを養うこととした。 

○ 

［２］福祉業界と連携した福祉人材養成に関するシンポジウム・研究会の開催 

福祉業界が大学に期待している人材養成とはどのようなものなのかを明らかにするためにシンポジウムを開催

し、キャリアデザイン科目の高次化及び学習評価・指導方法の改善を考えるための多彩な視点を汲み取る。 

 具体的には、自治体における福祉計画策定、大型社会福祉法人の経営、ＮＰＯでの創造的な実践の創造、社

会福祉協議会における住民参加型福祉、ケア労働の高度化などを担える人材の育成に大学がどうかかわれるの

かを明らかにする。また、福祉現場との連携による大学の福祉養育を先端的にすすめている海外の研究者を招

聘して研究会を開催し、本学の実験的な取組の参考にする。 

○ 

［３］福祉業界と連携したキャリアデザイン科目の高次化 

産業界のニーズに対応したキャリア開発科目の高次化をすすめるために、キャリアデザイン科目を改善する。 

先に示した社会人一般に共通する課題（実践力のある人材、コミュニケーション能力のある人材、創造的に仕

事を切りひらける人材など）と社会福祉の鍵になる課題（ケアマネージメント、チームアプローチ、コミュニティ・ソー

シャルワーク、福祉のまちづくりなど）が身につくように、実践現場から講師を招聘し、少人数の演習形式で学べる

ようにする。 

○ 

［４］福祉業界と連携した学習評価・指導方法の開発 

 講義科目及び演習科目において福祉業界と連携した教育プログラムを実験的に行い、その評価及び指導方法

の提示を行う。 

具体的には、子ども・家庭福祉分野では虐待への対応やスクールソーシャルワークに、障害者福祉分野では

精神障害者支援や当事者活動に、高齢者福祉分野では介護やケアマネジメントに、地域福祉では居場所づくり

や住民組織づくりをすすめるために、実践現場とタイアップして授業をすすめるようにする。 

○ 

［５］福祉業界と連携した教育プログラムの発信 

 上記の取組を通して明らかになった課題と実験的な教育プログラムを報告書やインターネット上にまとめて公開

する。 

公開するのは、［１］の福祉業界からのアンケート調査による人材養成の検証結果、［２］の福祉業界と連携した福

祉人材養成に関するシンポジウム・研究会で明らかになったこと、そして［３］の福祉業界と連携したキャリアデザイ

ン科目の高次化及び［４］の福祉業界と連携した学習評価・指導方法の開発に関する実験的な取組である。 

△ 

［６］グループ内外での貢献と支援期間終了後の取組 

 ［５］のように本事業の成果を広く社会的に発信するとともに、社会福祉の産業界・実践現場との共同によって得

られた知見をグループ内の他の大学には特に丁寧に発信する。高齢化の進行にともなう福祉分野の拡大や 

ロボット業界を始めあらゆる産業分野に福祉の視点を入れることが求められている中で、本学からの提案は他の

大学にとっても有効ではないかと考える。一方で、社会福祉分野が弱い経営の視点について、グループ内の他

の大学から有益な情報を得るようにする。 

 支援期間が終了した後には、調査で明らかになった本学の人材養成の弱さを克服することに継続的に取り組

むとともに、実験的に開発した福祉業界との連携による学習評価・指導方法を継続し、ＦＤを通じてさらなる高度

化をめざす。 
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△ 

［７］推進体制の確立 

 ［１］～［６］を遂行するために、実験的な取組に参加する教員と教務委員会、学生委員会で「福祉業界との連携

推進事業プロジェクト」を構成し、全学をあげて課題に取り組む。 

 

■申請書上で計画していた情報提供の方法・体制 

結果 申請書上で計画していた提供の方法・体制 
○ 報告書『アクティヴ・ラーニングの創造―地域事業所と連携した大学生の参加型学習―』による情報発信 

○ 共通ホームページによる情報発信 
 

■「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」参加による効果 

 今回の事業に参加してその効果について、キャリアデザインの在り方に関して、教員相互の情報交換が活発化すると

ともに問題意識の共有化が図れた(本事業への延べ参加教員 11名)。また、学外からのゲスト講師を延べ 38教科、延べ

51 名を招き延べ 4,820 名の学生への現場における情報提供を行い自己の将来におけるキャリア形成の機会が提供で

きた。そして関係した全ての教員が 2013 年度と 2014 年度に報告者を書き、自分が行った教育プログラムの内容や方

法を記入するとともに、本事業にかかわった意義や効果も明らかにするようにした。 
 今回の事業の趣旨に即して優れた取組と思われた３つについて、シンポジウムで報告した。その際、企画した教員、連

携した実践現場の方、参加した学生のそれぞれから報告を求め、企画した教員サイドと実際にプログラムを実行した実

践現場、その教育プログラムを受けた学生の感想を総合的に交流し、本事業にかかわった意義や効果を明らかにする

ようにした。 
 学生の就職先機関及び卒業生に対し、就職時にどれくらいの力量が身についているか力量評価に関するアンケート

を実施した結果、

「社会問題を多面

的に把握する能

力」、「論理的思

考、プレゼンテーシ

ョン、ディスカッショ

ンを行う能力」、「計

画的に業務を進

め、的確にまとめる

能力」、「自分の意

見をわかりやすく他

者に伝える能力」、

「積極的に新しい事

柄に挑戦する姿勢」

はマイナス評価とな

っており、課程教育

の中で基本的事項

として改善に取り組

む必要性があること

が明らかになった。 
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武蔵野大学 

■申請書上で計画していた事業内容の状況 

結果 申請書上で計画していた内容 

○ 「産学連携ゼミ(3・4 年次)」や「長期インターンシップ実習(3 年次)」など、既に学士課程に配置している産

業界と一体となった教育の質的・量的な拡充と深化を図る。 

○ 
具体的な連携・協働事業を実質化することで、大学における人材育成の現状と産業界のニーズとの差異を

無くし、産学連携教育を組込んだ体系的なキャリア開発プログラムモデルの中に、文系学部における産学

連携の基本モデルを確立したい。 

○ 

① 地域内産業界（東京都・神奈川県）との連携の強化・拡充 

地域内産業界との一層の連携強化を図る。はじめは、「短期インターンシップ実習(2 年次)」を軸に連携

及び実績を重ね、その連携を通して相互に把握・共有したニーズを取組の改善に活かす。次の展開として

は、産業界のニーズに対応する更に深化した実践的能力を開発するため、新たな「長期インターンシップ

実習(3 年次)」プログラムを開発する。 

○ 
② 長期インターンシップ実習の高次化：複合的産学連携モデルの開発（連携の連鎖） 

複数の産学連携事業を結合または融合させることで、教育と産学連携における質的な相乗効果を実現

するプログラムの開発に挑戦する。 

○ 
③ 実務家教員による「産学連携科目(2･3 年次)」の授業数拡充 

産業界や学生にとって有効な講義を、本学の学士課程教育（育成する人材像）に照らしつつ厳選し、教

育課程内に体系的に配置・拡充する。 

○ 

④ 実務家教員によるアクティブ・ラーニングの挑戦 

初年次導入教育の基幹科目、「キャリアデザイン(1 年次必修)」に実務家教員を効果的に配置すること

で、社会や産業界が求める能力等を理解し、その後の学修や将来の進路における目標設定等に繋げて行

く。また、産学連携によるアクティブ・ラーニングを取り入れることにより、教育効果の向上に努める。 

○ 
⑤ グローバル企業との連携拡充 

産学連携を展開するうえで、企業のグルーバル化のニーズに対応するために、海外への学生派遣にも

取組む。 

○ また、将来の大学グループ合同による「海外インターンシップ実習(2・3 年次)」（東京都や地域内に法人

本部を置くグローバル企業の海外支店・営業所を想定）への基盤づくりにも挑戦する。 

○ 

⑥ 「産学連携ゼミ(3・4 年次)」「インターンシップ実習(2・3 年次)」「産学連携科目(2・3 年次)」における履

修者数増加 

産業界と一体となった授業を、文系学部学生の 7 割以上が履修することを目標とし、体系的なキャリア開

発科目プログラムの最適化に努める。そのため、「産学連携ゼミ」と「長期インターンシップ実習」の連携先

企業と実務家教員の拡充を教育環境整備の目標とする。 

○ 
産業界の人材ニーズに対応した取組の検証並びに質的保証を可視化するために、在学 4 年間利用す

るキャリア・ポートフォリオ(各種情報や取組成果の蓄積データ)を活用し、取組の組織的な検証や評価を重

ねる。 

△ 

最終的には、産学連携の教育目標基準とキャリア・ポートフォリオを軸とした教育評価検証方法を確立す

る。その実質化のため、大学と外部評価者(複数の企業)で構成した後述の産学連携による研究会等を学

内に組織化し、そこにＰＤＣＡサイクル機能を持たせ、定期的・継続的に教育の成果等を評価・検証してい

く。 

△ そのため、成果等を蓄積した各種基本データを有するキャリア・ポートフォリオには、産業界のニーズであ

る「企業が求める人材像」と「業界別の求める人材傾向」の情報を新たに取込む。 

△ そして、学生の基礎学力や適性、行動特性との相関を検証しつつ、産学連携の各種推進や改善の際の

客観的資料および、実際の学生への目標設定指導に活用する。 
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○ 

・武蔵野大学産官学連携企業合同会議 
インターンシップや産学連携科目などにおいて、本学と連携協力し人材育成を行っている企業や団体等

が定期的に一堂に会し、取組の成果や課題等を相互に共有し、有効な教育方法の開発を含め、産業界と

一体となって産学連携教育を改善していく（ＰＤＣＡサイクル機能）。また、企業同士の連携を深め、産学連

携事業同士の複合連携の開発の契機とする。 

○ 

・ホスピタリティ学研究会 
本学において現在最も産学連携の機能が進んでいる観光業、ブライダル産業、病院・福祉施設などから

外部評価者として有識者を招き、ホスピタリティ領域における更なる教育の質的向上を目指す。さらには、

同領域の理論及び実践を幅広く調査研究し、得た知見等を具体的に産学連携科目に反映させることで教

育の質的向上を継続して推進する。また、産学連携教育の充実に必要なテキスト等の教材や紀要など、具

体的な成果物の作成も行う。 

△ ・ＩＴ・ＩＣＴ人材育成教育研究会：産業界の中で、マーケティング、Ｗｅｂマーケティング、プログラム、アプリケ

ーションにおける産業界の大学に対するニーズの確認と有効な教育方法を研究する 

△ ・地方行政人材育成研究会：地域の中核として、これからの社会を創造する公務員に求められる能力の確

認と有効な教育方法を研究する 

 

■申請書上で計画していた情報提供の方法・体制 

結果 申請書上で計画していた提供の方法・体制 
○ 大学公式ホームページ：随時更新 

○ 大学案内への掲載：年１回（平成 25 年度制作物から） 

○ 公開シンポジウム：平成 26 年度  

○ 各種学会での発表 

 

■「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」参加による効果 

産業界また、他大学の取組を参考にしつつ、本学で実践する産業界と連携したプログラムが大きく充実した。 

具体的には、 

①実務家教員の活用 

・産業界から講師を招聘し授業を展開（実務家教員：５０名）※h26 実績 

②産学連携科目の拡充 

・産業界と連携した実践的な教育プログラム（授業）の開発 

（産学連携ゼミ・長期インターンシップ  １２科目開講／連携企業・団体 ２５社 ）※h26 実績 

③産学連携教育のＰＤＣＡサイクル構築 

・本学の産学連携科目に係る企業や団体等が一堂に集まり成果や課題を共有する合同会議（コロキアム）を実践（年１

回）し、より有効な教育手法の開発等を産業界と一体となって産学連携教育を推進できるＰＤＣＡサイクルを構築。 

④学内組織の強化 

・取組の成果を評価・検証することにより、各種教育プログラムの高次化を図るためのＩＲ推進室を学内に設置 

なお、産学連携教育で実践される具体的な課題に対し、自ら考え、能動的に行動し、協働して答えを見出していく活

動を体験し、産業界からのより実践的なフィードバックを得ることにより学生は確実に成長している。また、当該プログラム

自体に対する学生の満足度も高く、就職活動等においても自信を持って社会に挑んでいく姿勢を持った学生が着実に

増加するなど、本学の就職率の向上にも繋がっている。 
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神奈川工科大学 

■申請書上で計画していた事業内容の状況 

結果 申請書上で計画していた内容 

〇 

ユニバーサルアクセス化に対応した新カリキュラムの検討、さらに大学設置基準等の改正に伴う「社会的・

職業的自立に向けた指導等」を踏まえ、職業人としての資質能力の形成を自ら確認できる新教育体系を含

め検討を行う。 

〇 
教育の柱としてＰＢＬ学習とキャリア教育を有機的に関連付け、広く学生が自ら社会的・職業的自立を具現

化していくことを目標に実施する。 

△ 
平成 24 年度より導入実施した教育体系および教育課程について、学長直下に配置する「教育開発センタ

ー」に新たに「新教育体系調整会議」を設置し、検証・評価を行い改善していく。 

〇 

産学共同によるキャリア教育（インターンシップを含む）の推進 

産業界の連携・協力による、学生の社会的・職業的教育となるキャリア教育やインターンシップ等の教育内

容について改善充実をはかる。 

〇 
キャリア教育やインターンシップ等のアクティブラーニングにおける体験活動を通して基礎学力に裏付けら

れた技術や技能を修得し、自ら学ぶ習慣や主体的に考え行動する能力の開発を推進する。 

〇 
産学連携による実務家教員と共同で企画し、授業・演習に直接担当することにより、学生に対し質の高い効

果的な教育を推進していく。 

〇 
正課授業である「キャリア設計」、「キャリア開発」、「インターンシップ事前準備講座」および「インターンシッ

プ」に実務家教員を効果的に配置し、産業界の人材ニーズに対応した取組を行っていく。 

〇 
連携する各大学のキャリア教育の開発・手法等を参考にして、さらなる改善を行い、積極的な公表および報

告を行うとともに、広く国民ならびに産業界が期待する学士課程教育に向けて推進していく。 

〇 

産業界の人材ニーズに対応した評価・指導方法の改善充実 

本学では、正課外講座を含む活動を通して得られた具体的な成果、学生の成長度等について可視化する

仕組みとして、ＩＣＴ技術を活用したキャリアポートフォリオを導入した。 

〇 

学生が自ら学修目標・計画を設定し、学修成果や成長度を学生自らが確認できるようにし、学修の進捗度

や生活等へのアドバイス、卒業後の進路決定および将来設計等も履修指導と関連付けて行うこととしてい

る。 

〇 
学修進捗度へのアドバイスや疑問・質問等への即座の対応により、学生・教員相互連携が深まり、教育効

果が高まることが期待される。 

〇 

キャリアポートフォリオを活用した指導方法の取組は、平成 24 年度よりスタートした新たな教育課程より実施

している。産学連携を行う実務家教員を含め活用する教職員により検証・評価を行い、学生の成長を可視

化できるものとして活用していく。 

〇 
教育目標に対し、学年が進行する中で学生がどのように成長をしているかを把握するために、産学連携に

よるアセスメントテストを開発・実施していく。 

△ 学生個人の学修方法や成果を確認し改善していくＰＤＣＡとして活用・検証していく。 

△ 

学生の学修成果を確認するルーブリック等の評価法について産学連携による調査研究を行い、学修評価

の活用法を構築し、学生の主体的な学びに関する全学的なＦＤ研修会等を通じて組織的教育を実践して

いく。 

△ 
連携する各大学で実施している評価・指導方法を参考に、学生の成長度検証について、さらなる改善を行

い、広く国民ならびに産業界が求める学士課程教育として評価・指導方法に向けて推進していく。 

〇 

本申請プログラムによる産業界のニーズに対応した教育を、本大学グループの活動により相互検証し、そ

の結果を改善に反映することとし、財政支援期間中は各年度末に連携シンポジウムと共同成果報告書の作

成、ならびにそれらの評価と検証を行い、ＰＤＣＡサイクルを確立する。 

△ 

ＰＤＣＡサイクルついては、次の２点を重点化し、改善と充実化を図る。 

１）本大学グループ事業の結果検証・評価と改善策 

２）本学の教育体系の結果検証・評価と改善策 

△ 
本学の教育体系検証・評価は「新教育体系調整会議」において、随時実施し、その結果について学内への

周知ならびにホームページ等による公表を行っていく。 
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■申請書上で計画していた情報提供の方法・体制 

結果 申請書上で計画していた提供の方法・体制 

〇 ・大学ホームページによる公開 

大学間で連携する取組並びに本学の取組の概要 

〇 ・本取組の内容や実施例を大学広報誌「ＫＡＩＴ」に掲載 

△ 
・産業界の人材ニーズへの対応を含めた「新教育体系調整会議」を随時実施 

本学の取組に関し、ＰＤＣＡサイクルによる検証・評価・改善となる会議を随時実施する。取組状況、成果報告

を行い、その内容を含め、今後の活動について公聴会を行う。 

〇 ・冊子「大学総合案内」への掲載 

本学の人材育成の目的や本取組を具体的に紹介する。 

■「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」参加による効果 

平成２４年度入学時生より、「ア

セスメントテスト」を学年進行とと

もに実施し、定量的・定性的な

進捗状況を把握している。この

結果を次年度に向けての教育

改善を行う材料としながら、学

生の成長度合いを把握すること

としている。 
（例：学生自己評価の各年度単

位の学科平均値を記載） 
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昭和音楽大学 

■申請書上で計画していた事業内容の状況 

結果 申請書上で計画していた内容 

○ 平成 23 年に実施した「社会における音大卒業生のニーズ調査」の結果を踏まえ、産業界を含む一般社会

が音大生に対して抱いている長所と短所を意識した授業内容を検討する。 

○ 
キャリア科目「音楽人基礎①」（1 年必修）及び「音楽人基礎②」（２年必修）は、一般常識や基礎的な人間

力、プレゼンテーション・コミュニケーション能力の強化を図る。また、連携する関連業界や海外の芸術団体

等からも外部講師の参加を得ることでその内容を充実させる。 

○ 平成 24年度「音楽人研究」（2年選択）を開設し、関連業界との連携のもと、学生がこれらを訪問し、調査研

究を踏まえてレポートにまとめ発表させ、業界の実態を認識させる。 

○ 平成 25 年度「フィールドインターンシップ」（3 年選択）を導入し、インターンシップの機会を全学に拡大す

る。連携する関連業界等の協力のもと、現場での就業体験を行い、実践的な力を獲得させる。 

○ キャリア科目・キャリア関連科目も含め、全体としてキャリア教育に資するキャリア科目群として位置付けてお

り、さらにその改善充実と高度化を図る。 

○ 
ポートフォリオシステムは、学年進行に応じて 4 年生まで完成させ、適切な指導が行われるようにするととも

に、履歴表示の高度化やオーディション、企業情報等の組み込みなどを行い、関連業界との連携が密にな

るようその改善を図る。 

○ 
「音楽人基礎①②」ついては、授業開始前と終了時に、認識の深まりを中心にその効果を測定・把握してい

る。また、学修支援ツールとして、テキスト教材を製作し、授業評価との関連や連携業界のアドバイス、教育

改善研究会等での情報交換などをもとにその改善を図っていく。 

○ 学内の FD、SD において本事業に関して、その周知に努め、学内における認識を深めていく。また、教育改

善研究会が本学で開催される際は、本学教職員も参加し、本取組の成果と課題を共有する。 

○ 

「卒業生が実社会で大学の学びをどう活かしているか」、「卒業生が就業する企業等の方からの評価や意

見」を把握し、カリキュラムに生かすため、平成 25、26年度に卒業生、関連業界関係者の参加を得てシンポ

ジウムを開催し、その内容は報告書としてまとめる。グループ校と共有できる方法と音楽大学独自の方法と

を探究し、本テーマの実現を目指す。 

○ 
インターンシップに関し、アートマネジメント、舞台スタッフの両コースでは、以前から関連業界との関係は密

になっているが、この取組により実技系を含む全学的な規模となるため、関連業界を中心に連携を図って

いく。 

 

■申請書上で計画していた情報提供の方法・体制 

結果 申請書上で計画していた提供の方法・体制  

○ 本学ホームページにて、本事業の概要やその内容に係る経過・成果等を産業界も含め、広く情報発信を行

い、本事業に関し、積極的に協力を仰ぐ。 

○ 初年度にパンフレットを作成し、本事業の概要、内容、期待される成果、達成目標等を掲載し、配付

する。本学学生の特性や音楽で培った能力を広く社会で活かせる事を周知し、協力を仰ぐ。 

○ ニュースレターを作成し、本事業の各年度の具体的な内容、成果や経過を周知する。学内外および地域

の団体や自治体等に幅広く周知を行う。 

○ 
キャリア支援センター運営委員会・スタッフ会議を教職員混成で構成し、定期的に会議を開催し、本事業の

内容や経過、成果等について情報の共有を積極的に行う。本事業に委員（スタッフ）が積極的に関わり、産

業界・地域・学生・卒業生・保護者等に本事業の周知を積極的に行える体制を構築する。 

△ 産業界で活躍するアドバイザーを委嘱し「アドバイザー会議」を年に１回開催し、本事業に関し、大所高所

の観点からの意見をもらい、産業界のニーズに対応した人材育成の推進に活かす。 

○ 
産業界他有識者の複数名による外部評価委員会を組織し、各年度末に学内の自己評価に基づき、当該

年度の取組を評価してもらう。この役割を上記産業界アドバイザーに依頼し、産業界等で必要とされている

人材の把握や産業界との協力体制等の計画を検討する際の重要な情報とする。 
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■「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」参加による効果 

平成 25 年度「産業界の人材ニーズ調査」を行い、社会で活躍するために必要な能力を調査した。産業界の求める人

材や大学で期待される教育、取り組むべき施策等を把握し、産業界が重要と考える課題解決力、コミュニケーション能

力等をキャリア科目の授業に取り入れた。本学卒業生を対象に「卒業生の就業状況調査」も行い、卒業生の現状と音楽

で培った力を社会でどう生かしているか等を把握した。卒業生が忍耐力、粘り強さ、感性、集中力等を「音大卒業生の

強み」と認識していることが改めて分かった。これらの能力はどんな職業にも必要な汎用的能力であり、キャリア科目

等の授業を通じ、学生に意識させる。 
専門教育と連動した体系的なキャリア教育の推進において、1 年必修「音楽人基礎①」で多様なコースの学生による

グループディスカッション等を取り入れ、汎用的能力を強化した。2 年必修「音楽人基礎②」では、国内外の音楽業界や

芸術団体等との連携、卒業生のパネルディスカッション等から複眼的視点による職業観の育成を行った。 

平成 24 年度に 2 年の選択科目として「音楽人研究」を開設した。自分と音楽の関係を客観的な視点で捉え、芸術関

連組織や音楽系企業との連携のもと学生が実際に仕事の現場を訪問し、調査研究をふまえて、レポートにまとめプレゼ

ンテーションを行った。 

平成 25年度に 3年の選択科目として「フィールドインターンシップ」を開設し、インターンシップの機会を全学に拡大し

た。実際の現場で就業体験を行い、具体的なイメージをつかみ、実践的な力を獲得することができた。客観的に将来の

職業について考え、実際の仕事の現場で感じたことや学んだことを自分自身の言葉で文章にし、発表する経験で学生

自身が成長を実感することができた。また、演奏等を主専攻とする学生が音楽を多様な方向から捉え視野を広げ将来の

方向性を見出すことができた。 

平成 26 年度には『履修要綱』にカリキュラムマップを掲載し、科目ごとに獲得できる能力を学生にわかりやすく示し

た。 
ポートフォリオシステムの活用について、既に複数の授業科目で運用しているが、平成 24 年度に、その改善を図り、

企業情報等の組込と学生自身の学びを将来に生かす「キャリアデザインシート作成」機能を追加した。また、教育改善研

究会の各大学の事例発表や合同 FD の授業相互参観により、連携大学における本事業の取組やキャリア教育の内容を

認識する貴重な機会を得た。各大学の課題や成果を共有し、本学におけるキャリア教育の課題や問題点が決して特殊

なものではないと認識することができた。 

平成 25年度“実社会に生きる大学の学び”平成 26年度“産業界が求める人材”をテーマにシンポジウムを開催した。

平成25年度は「産業界の人材ニーズ調査」の報告や演奏関連・企業就職それぞれで活躍する卒業生のパネルディスカ

ッションを実施した。専門分野での学修成果やその過程で学んだ汎用的能力を社会で生かせることを再認識し、連携大

学間でもこれを共有できた。平成 26 年度は、本学で実施した各種調査結果から「産業界の音楽大学への期待」につい

て報告した。産業界等の有識者によるパネルディスカッションを行い「学修成果をどう評価するか」を大所高所の観点より

意見をもらった。産業界から見たキャリア教育の成果や課題など生の声が聴け、今後の教育に活かす方法について連

携大学間でも共有できた。 

  本事業の取組により、個性的で多彩な強みを持つ 14 大学が大学の枠を超え、産業界のニーズを大学教育に取り入

れ教育全般を高められたことが成果である。また、あまり接点のなかった産業界の視点から音大生の特色を客観的に見

ることができ、今後も広い視野と職業意識を持った人材育成を行っていく。 
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山梨英和大学 

■申請書上で計画していた事業内容の状況 

結果 申請書上で計画していた内容 

○ 

２０１１年３月に山梨県内を中心とした１００社に及ぶ企業に調査を行い、大学における教育にどのようなことが

求められているのかを明らかにすることで教育改革に繋げた。実施した調査によると、大学時代に身につけて

ほしい力を「発信力」（０．４Point）、「課題発見力」（２．１Point）、「規律性」（３．７Point）、「創造力」（４．７Point）

の順であると仮定した。この「課題発見力・発信力・規律性」の向上を図るため、PBL 科目を導入する。 

○ 

「キャリアデザイン３」の授業において山梨県内の企業２～３社からの課題に対するソリューションを学生が検

討し、発表する機会を設ける。また、社会に出ても学び続けることの大切さを実感できるよう科目を高次化す

る。 

○ 
地元企業を取材した企業情報誌「やまポジ」を発行する。山梨県内の企業を紹介する冊子及びＨＰを作成す

る事で、参加学生が地元企業を知るきっかけとなると共に、学生と地元産業界を繋ぐメディアとなる。 

○ 
「山梨英和大学産学連携企業支援講演会」を年に２～３回程開催し、地場産業の抱えている課題や現状を理

解する機会を設ける。 

○ 講演会以外でも講師を招き、授業で学ぶ機会を設ける。 

○ 
学生の修得が期待される基礎力（ジェネリックスキル）の設定を行い、年度末には取組の検証を客観的に把

握・確認するアセスメントを実施する。 

○ 
最初に「課題発見力・発信力・規律性」といった、学生の修得が期待される基礎力（ジェネリックスキル）の設定

を行い、年度末には取組の検証を客観的に把握・確認するアセスメントを実施する。 

△ 取組の検証結果を踏まえ、２０１５年度以降に本学で予定しているカリキュラム改編の参考とする。 

○ 

本事業においては、これまでの職業体験型のインターンシップに加え、インターンシップの改善充実を図る。

本学の存する山梨県の産業は、第３次産業が全体企業の６６％を占め、中でもサービス業が大きな割合を占

めている。この地域特性を十分に把握し、学生が自ら考え行動し、地域に貢献できるようなプログラムを構築

し、産業界からのニーズに対応した人材育成の強化を図るものである。課題設定型インターンシップ：「課題

発見力・課題解決力」を伸ばすためのプログラム。 

○ 
海外インターンシップ：新たな事にチャレンジする事が出来る、論理性・柔軟性のあるグローバル人材育成が

求められている。そのような人材育成のために、海外でのインターンシップを実施する 

○ 
長期間インターンシップ：３年次に学生が履修する専門ゼミ等と連携し、長期間でのインターンシップを実施

する。 

 
 

■申請書上で計画していた情報提供の方法・体制 

結果 申請書上で計画していた提供の方法・体制 

○ 
本学ホームページによる社会一般に向けた情報提供 

本事業の目的、取組内容、進捗状況、成果等をタイムリーに公表する。 

○ 

産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」に関するリーフレット 

本事業への理解と協力体制を構築するため、地域の企業や産業関連団体等向けのリーフレットを新たに作成

し、インターンシップの改善充実及び産官学共同による学士課程教育の充実化を推進する。 

○ 

地元企業情報誌「やまポジ」の発行 

本学在学生等が山梨県内等の企業を取材した成果を冊子化し、後輩学生の就活支援ならびに大企業に目

を向けがちな学生の意識を中小・零細企業に向けさせるためのツールとすることを目的とした情報提供の積

極的な展開を図る。 
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■「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」参加による効果 

テーマⅠに関する取組：産官学共同による学士課程教育の推進 

■PBL 型授業(キャリアデザイン１) 

キャリアデザイン１は、１年生の後期に開講する基礎科目（必修、２単位）。平成 25・26 年度は、前年度までの座学を中

心とした内容から、学生同士の学び合いを中心とした内容へと改訂を行った。15 回の講義のうち、３回目～15 回目までは

５～６名のチーム単位で活動を実施（学年全体では 40 チームを編成）。15 回の授業を通し、「自修力」と「キャリア」につい

て、さまざまな角度から考える。自分自身、さらには自分を取り巻く他者・社会・職業世界についての理解を深め、卒業後

のキャリアについて考えるきっかけを提供した。 

15 回目の終了時に、本学のキャリア教育に関するアンケートを実施した。その中で「キャリアデザイン１の役立ち度」を

たずねたところ、「役に立った」が 64.9％、「非常に役に立った」が 19.3％（合計 84.2％）と、おおむね高い評価となった。

性別で見ると男子学生の方が「非常に役立った」が 29.4％と、女子に比べて 15％ポイント近く高くなっている。 

今年度の参加学生は１８０名を３４チームに分けてディスカッション７回、プレゼンテーション５回 

テーマⅡに関する取組：学士課程教育成果検証アセスメントの改善 

■基礎力に関する企業及び学生調査 

修得が期待される基礎力（ジェネリックスキル）調査を行い産業界のニーズを把握するように努めた。 

企業及び在学生、卒業生で回答が異なったが、企業の採用担当者は「規律性」を身に付けて欲しいと考えている傾向と

なった。これは２０１１年３月に山梨県内を中心とした１００社に及ぶ企業に調査結果と同じであった。 

 
社会人基礎力調査 企業 卒業生 在学生 

 n＝120 n＝56 n＝123 
テーマⅢに関する取組 

■インターンシップ 

これまで実施していたインターンシップの形態を改善し、下記の形態を導入。本学の存する山梨県の産業は、第３次産

業が全体企業の６６％を占める。この地域特性を十分に把握し、学生が自ら考え行動し、地域に貢献できるようなプログラ

ムを構築し、産業界からのニーズに対応した人材育成の強化を図った。 

課題設定型インターンシップ：「課題発見力・課題解決力」を伸ばすプログラム。 

３年間の成果→参加人数 １２４人 

海外インターンシップ：新たな事にチャレンジする事が出来る、論理性・柔軟性のあるグローバル人材育成のために、海外

でのインターンシップを実施。 

３年間の成果→参加人数 １１人 

長期間インターンシップ： PDCA サイクルも実体験を通して学ぶ事ができるよう、長期間でのインターンシップを実施。 

  ３年間の成果→参加人数 ５人 

 

インターンシップの学習効果を向上させるため、事前・事後学習にも注力した。特に事前学習では、地元企業の事業

課題に対する解決策をチームで検討する演習を導入。自ら考え行動するスキルと意識を磨いた。 

教育効果としてはインターンシップの前後では、ジェネリックスキルにも変化が見られた。ジェネリックスキルをはかるア

セスメント「PROG」の結果によると、「経験から身に付いた行動特性」を示す「コンピテンシー」の伸長が顕著であった。特

に「対自己基礎力」全体（１）と、「対人基礎力」のうちの「統率力」が、インターンシップの後に大きく伸びたことが示された。 

(1)対自己基礎力：気持ちの揺れのコントロール、ポジティブ志向、モチベーション維持、主体的行動、良い行動の習慣

づけなど 
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和泉短期大学 

■申請書上で計画していた事業内容の状況 

結果 申請書上で計画していた内容 

○ 

1．産業界のニーズに対応したキャリア開発科目の高次化 

（1）産業界（相模原市幼稚園協会・相模原市保育連絡協議会他）と本学教職員が定期的に懇談会を行

い、求められる保育者・福祉人材養成を検討し、その結果を教育内容の改善に反映させる。また、学生

ＦＤ委員会に外部講師を招聘し、学生の自治的な取組の開発を行う。さらに、野外活動の実践講座（相

模原市と協働でプレイリーダー講習会）なども実践家講師を招いて実施する。 

○ 

（2）主に実務家講師による「キャリアデザインⅠ」「キャリアデザインＢ」の授業を改訂・実施していく。また、

野外活動の実践講座なども実践家講師を招いて実施する。さらに、授業では扱わない、保育者として

の実践的講座（折り紙教室、実習支援教室、文章教室他）をＣＤセンター支援者により提供し、保育業

界で求められているパソコン操作技能習得講座をＩＴ支援者より提供していく。ＦＤ・ＳＤの開発に関して

は、講師を招聘し、学生ＦＤ委員会の運営による学生の自治的な取組を実施し、学内のＦＤ・ＳＤ体制

を充実する。 

○ 
（3）「キャリアデザインⅠ・Ｂ」の授業の評価・改訂を継続して行い、学生のコンピテンシーの達成指数と就

業定着率との関連を探るため、卒業生調査を実施する。 

○ 

２．産業界のニーズにマッチした学修評価・指導方法の開発 

（1）学生の保育就業力コンピテンシーの 5 項目（①基礎学力・生活習慣②自ら考える力③自ら行動する

力④コミュニケーション能力⑤実践する力）の育成成果を示す指標を開発し、評価を実施する。その評

価の結果を基に「キャリアカルテファイル」の改訂を重ねる。 

○ 
（2）「キャリアカルテファイル」の評価の改訂を引き続き行い、評価を実施し、｢キャリアカルテファイル」の 

改訂を行う。 

○ 

３．産官学地域共同によるインターンシップの高次化 

（1）「ＣＤセンター」において地域の子育て支援を通した保育の実践的活動（子育てひろば、「はっぴい」 

と「親子開放」）の支援を相模原市と共同で行う。 

○ 
（2）「ＣＤセンター」で実施する子育てひろばの保育実践を、相模原市や関東山梨地域大学グループ 

の連携校と共同取組として、学外でも展開する方向性を探る。 

○ 
（3）子育てひろばを通した保育実践を学内・学外で、相模原市、関東山梨地域大学グループの連携校 

と共同で実施し、評価を行う。 

 

■申請書上で計画していた情報提供の方法・体制 

結果 申請書上で計画していた提供の方法・体制 
○ ・本学ホームページによる情報発信 

 

■「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」参加による効果 

１．産業界のニーズに対応したキャリア開発科目の高次化 

①2014 年度、卒業生定着率調査（2011、2012、2013 年卒）の在

職状況調について、就職先の保育園・幼稚園・社会福祉（児

童・障害者・高齢者）施設へ調査を依頼した。７月下旬に 421

園・施設（対象の卒業生 651 名）に調査票を郵送し、343 園か

ら回答を得た（回収率 81.4%）。過去 3 年間の卒業生の職場定

着率は 78.8％であった。業種別に見ると、保育園 81%、幼稚園

80%、施設 70%であった。 

 

 

 

在職者 
78.8% 

離職者 
21.2% 

定着率 78.8％ 
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②2014 年 12 月に保育所職員と本学教職員が懇談会を行い、本学のキャリア教育の重要度についてアンケートを実施

した。その中で、重要度が高かった項目は、a.入学前から、生活習慣（食生活、睡眠、運動）の記録 b.実習前に生活

技術（掃除の仕方、食事マナー等）や保育技術（読み聞かせ、折り紙他）の講習会を開催し、指導している。c.文章

能力を向上する取組（新聞記事の要約、文章作成ワーク）をおこなっている、ことであった。これらの結果を踏まえ

て、教育内容の改善に反映させることになった。 

２．産業界のニーズにマッチした学修評価・指導方法の開発 

①保育就業力コンピテンシーの５項目の育成成果を評価するため、「学びの振り返りワークシート」（キャリアデザインア

ンケート）を作成し、各年度の後期末に実施した。これは、学生にコンピテンシーの各項目について、その重要度およ

び実現度を自己評価させるものである。 

②２０１２年度の「学びの振り返り」結果の分析評価から、コンピテンシーの向上のために学生が取り組む「キャリアカル

テファイル」の改訂を実施した。２０１３年度についても同様に「学びの振り返り」結果の分析評価と改訂を実施した。例

えば「生活習慣ワークシート」では、保育実習に向けて１週間の睡眠、食事、運動について学生自らが振り返り、改善

していくことがし易くなるような改訂を行った。 

③２０１２年度入学の「学びの振り返り」結果から、１年次よりも２年次の方が確実に実現度の向上が図られていることが

分かった。 

    
 

３．産官学地域共同によるインターンシップの高次化 

 ①「ＣＤセンター」において、毎月1回土曜日に学生と大学教職員が共同で地域の親子を対象に行う子育てひろば「は

っぴい」を開催した。毎回、季節の行事を取り入れたプログラムを提供し、平均20組の親子が学生や教職員の支援

を受けながら過ごす場所として、地域に貢献した。毎週木曜にはＣＤセンター親子開放「すまいりい」を開催し、毎

回 10~20 組の親子が自由にＣＤセンターで交流し、支援者に育児相談をし、学生がボランティアや授業で関わると

いうプログラムを展開した。 
 ②2013 年度より、北里大学海洋生命科学部「北里アクアリウムラボ」の学生と、和泉短期大学ボランティアサークルが

共同で、地域の親子向けの子ども体験イベント（ミニ水族館・おもちゃ作り・冒険遊び場他）を一般社団法人さがまち

コンソーシアムが運営する「ユニコムプラザさがみはら」で開催することになり、両大学の学生が「はっぴいアクアリウ

ムプロジェクト」を結成し、11 月のイベント開催まで毎週実行委員会を開いて、企画・運営を行った。イベント当日

は、市民団体（冒険遊び場）の協力も得、700 名以上の来場者があった。分野の異なる学生であったが、お互い学

び合うことができ、イベント開催に関し職員から実践を学んだ。2014 年度も同様のイベントを 12 月に開催し、学生

は団結力・コミュニケーション能力・実行力を伸ばしたと自己評価している。 
  

２０１２年度生　学びの振り返り　１年次、２年次比較 (Ｎ＝２０５)
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昭和音楽大学短期大学部 

■申請書上で計画していた事業内容の状況 

結果 申請書上で計画していた内容 

○ 
併設大学が平成 23 年に実施した「社会における音大卒業生のニーズ調査」の結果を踏まえ、産業界を含

む一般社会が音大生に対して抱いている長所と短所を意識した授業内容を検討する。 

○ 

キャリア科目として位置づけた「音楽人基礎①」（1 年必修＊）「音楽人基礎②」（2 年選択）において、一般

常識や基礎的な人間力、プレゼンテーション・コミュニケーション能力の強化を図る。また、連携する関連業

界や海外の芸術団体等からも外部講師の参加を得ることでその内容を充実させる。 

○ 
平成 24 年度に「音楽人研究」（2 年選択）をキャリア科目として開設し、関連業界との連携のもと、学生がこ

れらを訪問し、調査研究を踏まえてレポートにまとめ発表させ、業界の実態を認識させる。 

○ 
企業、団体等から外部講師を招聘して講座等を開講し、キャリア教育の充実に一層努める。特に、卒業後、

即戦力となるプロのダンサーをめざす本学バレエコースの実績を生かす。 

○ 

必修科目「総合教養」（1 年必修＊）、「芸術特別研究①②」（1、2 年必修）を、汎用的能力の獲得のために

最大限に活用する。同時に短大独自の専門科目「作曲家・作品研究」、「ピアノ演奏研究①②」において、

少人数のクラス編成を生かしながら、コミュニケーション能力やプレゼンテーション能力など汎用的な能力も

獲得できる授業展開を工夫する。 

○ 
学修成果の発表という教育的側面から、専門分野における実践的な成果発表の機会を学内外に準備す

る。地域社会でのミニコンサートを企画し、専門力の向上や学生の意欲向上を図る。 

○ 

本学で開催するコンサート等の機会に、関連業界の関係者に審査員の立場で来場を請い、ステージマナ

ーやプログラムノート、コミュニケーション力等について必ずしも専門分野に限らない視点も含め、総合的な

アドバイスを受ける。 

○ 
平成 23 年度入学生から導入したポートフォリオシステムについては、学年進行に応じて 2 年生まで完成さ

せ、適切な指導を行いながら、履歴表示の高度化などシステムの改善を図る。 

○ 

「卒業生が実社会で大学の学びをどう活かしているか」、「卒業生が就業する企業等の方からの評価や意

見」を把握し、カリキュラムに生かすため、平成 25、26 年度に卒業生、関連業界関係者の参加を得てシンポ

ジウムを開催し、その内容は報告書としてまとめる。グループ校と共有できる方法と音楽大学独自の方法とを

探究し、本テーマの実現を目指す。 

＊平成 25 年度に新設した音楽と社会コース（シニア世代を対象とする）では、平成 26 年度より選択とした。 

 

■申請書上で計画していた情報提供の方法・体制 

結果 申請書上で計画していた提供の方法・体制 【提供方法】 

○ 
本学ホームページにて、本事業の概要やその内容に係る経過・成果等を産業界も含め、広く情報発信を行

い、本事業に関し、積極的に協力を仰ぐ。 

○ 
初年度にパンフレットを作成し、本事業の概要、内容、期待される成果、達成目標等を掲載し、配付

する。本学学生の特性や音楽で培った能力を広く社会で活かせる事を周知し、協力を仰ぐ。 

○ 
ニュースレターを作成し、本事業の各年度の具体的な内容、成果や経過を周知する。学内外および地域

の団体や自治体等に幅広く周知を行う。 

○ 

キャリア支援センター運営委員会・スタッフ会議を教職員混成で構成し、定期的に会議を開催し、本事業の

内容や経過、成果等について情報の共有を積極的に行う。本事業に委員（スタッフ）が積極的に関わり、産

業界・地域・学生・卒業生・保護者等に本事業の周知を積極的に行える体制を構築する。 

△ 
産業界で活躍するアドバイザーを委嘱し「アドバイザー会議」を年に１回開催し、本事業に関し、大所高所

の観点からの意見をもらい、産業界のニーズに対応した人材育成の推進に活かす。 

○ 

産業界他有識者の複数名による外部評価委員会を組織し、各年度末に学内の自己評価に基づき、当該

年度の取組を評価してもらう。この役割を上記産業界アドバイザーに依頼し、産業界等で必要とされている

人材の把握や産業界との協力体制等の計画を検討する際の重要な情報とする。 
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■「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」参加による効果 
平成 25 年度に「産業界の人材ニーズ調査」を行い、社会で活躍するために必要な能力を調査した。産業界の求める

人材や大学で期待される教育、取り組むべき施策等を把握し、産業界が育成すべき能力と考える課題解決力、コミュ

ニケーション能力等をキャリア科目の授業に取り入れた。さらに本学卒業生を対象に「卒業生の就業状況調査」も行

い、卒業生の現状と、彼らが音楽で培った力を社会でどう生かしているか等を把握した。卒業生が忍耐力、粘り強さ、感

性、集中力等を「音大卒業生の強み」と認識していることが改めて分かった。 
 上記調査の結果をふまえ、一般的に音大生の長所とされる感性、集中力、持久力心等を伸長し、産業界から求めら

れる課題解決力、コミュニケーション能力等について授業内容に取り入れるように努めた。2 年間という短大のカリキュラ

ムにおいて、専門科目においても汎用的能力を養う授業内容やアクティブ・ラーニングを推進する工夫をした。平成 26
年度には『履修要綱』にカリキュラムマップを掲載し、科目ごとに獲得できる力を学生にわかりやすく示した。 
ポートフォリオシステムの活用について、既に複数の授業科目で運用しているが、平成 24 年度に、その改善を図り、

企業情報等の組込と学生自身の学びを将来に生かす「キャリアデザインシート作成」機能を追加した。  
教育改善研究会の各大学の事例発表や合同 FD の授業相互参観により、連携大学における本事業の取組やキャリ

ア教育の内容を認識する貴重な機会を得た。各大学の課題や成果を共有し、本学におけるキャリア教育の課題や問題

点が決して特殊なものではないと認識することができた。 
 平成 25 年度に “実社会に生きる大学の学び”、平成 26 年度に “産業界が求める人材” をテーマにシンポジウムを開

催した。平成 25 年度は前述の「産業界の人材ニーズ調査」等の報告やさまざまな分野で活躍する卒業生のパネルディ

スカッションを実施した。専門分野での学修成果やその過程で身に付けた汎用的能力を社会で生かせることを再認識

し、連携大学間でもこれを共有できた。平成 26 年度は、上述の各種調査結果の報告に続き、産業界等の有識者による

パネルディスカッションを実施した。主として「学修成果をどう評価するか」に関して産業界から見たキャリア教育の成果

や課題など生の声を聴くことができ、連携大学間でもこれを共有できた。 

 本事業における短大独自の取組のうち、平成 25、26 年度に地域の保育施設で実施したミニコンサートは、施設側から

高い評価を得ることができた。参加した学生にとっても、この経験を通じて学んだことは自信と意欲につながった。 
 また、平成 24、25、26 年度の各年度末、短大バレエ及びポピュラー音楽コースの卒業公演に、それぞれ関連業界の

関係者から講評を得たことも有益であった。総合的なアドバイスは、今後カリキュラムの改訂や授業内容に生かす予定で

ある。この 2 つの取組は、短大の活性化に大いに役立つものになった。 

 本事業の取組により、個性的で多彩な強みを持つ14大学が大学の枠を超え、産業界のニーズを大学教育に取り入れ

教育全般を高められたことが成果である。また、あまり接点のなかった産業界の視点から音大生の特色を客観的に見る

ことができ、今後も広い視野と職業意識を持った人材育成を行っていく。 
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３．取組の今後 

当該事業の継続プラン 

当初の申請書上では、継続について以下のように記載していた。 

グループ全ての大学が、本取組における大学連携や産学連携による「知」の共有と、その継承・発展への期

待が高く、支援期間終了後においても当該事業の継続に合意している。そのため、当該事業における平

成 26 年度のグループ目標は、平成 27 年度以降の持続可能な体制の確立である（サステイナビリティー）。

また、グループとしての取組や継続体制等を拡充・強化するため、当該事業を進めて行く中で、他の大学グ

ループとの合同連携の実現を検討していく。 
申請書２（３）より 

 
 他グループとの合同連携は、本事業の中間報告シンポジウムの際に実施したポスターセッションに、グループを越えた

参加が実現した。グループとして、北海道・東北グループ 4 大学連携（岩手県立大学、岩手県立大学盛岡短期大学部、

岩手県立大学宮古短期大学部、桜の聖母短期大学）に参加いただき、単独大学として、茨城大学（関越地域大学グル

ープ）に参加いただいた。 
 また、テーマ３で開催したインターンシップ報告会において、九州・沖縄・山口地域大学グループによるルーブリックを

使用させていただいた。 
 グループとしての事業の継続については、幹事校を各大学で引き継いでいくことで同意している。引継計画および継

続後の事業としては以下の通りである。 
 

幹事校の引継計画 

平成 26 年 7 月 22 日に開催された大学グループ協議会にて、平成 27 年度以降の幹事校と報告会開催校が諮られ決

定した。報告会は次年度の幹事校での開催とし、報告会開催準備に際し、幹事校業務の引継も同時に行う。 
年度 期間 報告会開催校 幹事校 

平成 26 年度 2014 年 4 月 1 日 2015 年 3 月 31 日 電気通信大学 電気通信大学 

平成 27 年度 2015 年 4 月 1 日 2016 年 3 月 31 日 横浜国立大学 電気通信大学 

平成 28 年度 2016 年 4 月 1 日 2017 年 3 月 31 日 宇都宮大学 横浜国立大学 

平成 29 年度 2017 年 4 月 1 日 2018 年 3 月 31 日 昭和音楽大学 宇都宮大学 

平成 30 年度 2018 年 4 月 1 日 2019 年 3 月 31 日 創価大学 昭和音楽大学 

平成 31 年度 2019 年 4 月 1 日 2020 年 3 月 31 日 亜細亜大学 創価大学 

平成 32 年度 2020 年 4 月 1 日 2021 年 3 月 31 日 神奈川工科大学 亜細亜大学 

平成 33 年度 2021 年 4 月 1 日 2022 年 3 月 31 日 東京経済大学 神奈川工科大学 

平成 34 年度 2022 年 4 月 1 日 2023 年 3 月 31 日 北里大学 東京経済大学 

平成 35 年度 2023 年 4 月 1 日 2024 年 3 月 31 日 日本社会事業大学 北里大学 

平成 36 年度 2024 年 4 月 1 日 2025 年 3 月 31 日 山梨英和大学 日本社会事業大学 

平成 37 年度 2025 年 4 月 1 日 2026 年 3 月 31 日 和泉短期大学 山梨英和大学 

平成 38 年度 2026 年 4 月 1 日 2027 年 3 月 31 日 武蔵野大学 和泉短期大学 

平成 39 年度 2027 年 4 月 1 日 2028 年 3 月 31 日 電気通信大学 武蔵野大学 

続く・・・         
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継続される内容 

イベントの開催 
年 1 回程度、幹事校主催のもと、次年度幹事校を会場としてイベントを行う。 
これは、各大学の担当教員、職員が異動等で変更となったとしても、年 1 回のイベントの開催で関係性を維持発展させ

ることが出来る。また、幹事校から次年度幹事校への幹事校業務のノウハウ等の移転も行う。イベント内容としては、平成

26 年度に実施したインターンシップ報告会など、これまで実施したイベントをもとに企画開催する。 
 
合同 FD 
各大学間での信頼関係が構築されている中、各々の大学が各々の大学に対しても講義の見学を依頼できるような関係

性が構築されている。今後、グループ全体に対して公開講義の情報の共有は行わないが、各大学間で見学の調整を行

うこととする。 
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４．取組の実績・成果 

全体の取組に対する評価 

申請書では、以下のように、定量的、定性的評価基準を設けた。 

（８）取組の実施効果についての定量並びに定性的評価基準と評価体制等 
 
グループ各大学の取組については、各大学が設定する評価基準において後述の評価体制で評価する。大

学グループの各取組テーマについては、前述の「（２）大学グループにおける取組テーマの達成目標・成

果」に基づき同様に評価する。また、グループ全体として、アンケート形式による満足度調査を、①「大学間

連携」についてグループ各大学に、②「産官学連携」について各参加企業・自治体等に、③「本取組の成

果」についてシンポジウム参加者に行い評価の一つの基準とする。なお、評価体制としては、本グループの

「教育改善研究会」、「幹事校会」、「関東山梨地域大学グループ協議会」、以上の 3 つの組織がそれぞれ

の目的・役割に沿って中間的な評価を行い、取組の客観的評価の必要性から「関東山梨地域産学協働協

議会」において最終的評価を行う。 

 

「大学間連携」に対する満足度（グループ各大学） 

平成 27 年 3 月にグループ各大学にアンケート調査を行った。アンケート調査については以下の結果を得た。 
 

大学間の連携に関して 

本事業における大学間の連携（合同 FD、教育改善研究会、シンポジウム、大学協議会等）は満足いくものでし

たか 

 
 
• 当事業がなければ知ることができなかったと思われる他大学の状況を知ることができた。 
• 当事業により面識を得た産業界委員からも、今後の教育改善につながる情報を得ることができた。 
• 当事業に、学内の役職者が参加することでキャリア教育や地域連携事業を推進することができた。 
• 専門分野の違う大学間での情報交換ができた。 
• 産業界委員、外部評価委員等からのいわゆる「産業界からのニーズ」の一端を知ることができた。 
• 他大学との連携（事例紹介）はたいへん重要であった。 
• さまざまな個性のある大学がそれぞれの専門性を生かしながらも、ジェネラルスキルの向上に熱心な様子が学べた。 
• ここで培った大学間連携は大変に貴重だった。今後も、この連携が続くことが重要だと感じている。 
• 企業、団体の各委員からの意見が大いに参考となった。特にジェネリックスキルに関するコンセンサスが取れたこと

は、大学でのキャリア教育の方向性にとって指針となった。 
• 様々なバックグラウンドをもつ大学の連携で、教育内容や学生の専攻がまったく異なるところであっても、キャリア教

育に関する根本的な考え方は変わらないということが実感できた。 
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教育改善研究会に関して 

教育改善研究会にてご自身の大学による発表内容に対する他大学および産業界委員からのご意見や、議論は今

後の取組に対して役に立つものでしたか 

教育改善研究会にて他の大学による発表内容は役立つものでしたか 

教育改善研究会にて他の大学による発表内容に対する他大学および産業界委員からのご意見や、議論は今後の

取組に対して役に立つものでしたか 

合同 FD に関して 

他大学教職員の方を受入された際のご意見や、議論は今後の取組に対して役に立つものでしたか 

見学された他大学の講義は今後の取組に対して役に立つものでしたか 

 
• 他大学の取組を知ることで本学の取組の改善につながったが、遠方の大学であるため授業実施日に教員が視察す

ることが難しかった。 
• 職業人になることを意識した導入教育の実際を学ぶことができた。 
• 卒業生を丁寧に組織して教育に貢献してもらっていることが学べた。 
• 社会人コンピテンシーの数値の表し方など、他大学の取組が参考になった。 
• 本学にはないキャリア教育の体制や手法を学ぶことができた。 
• キャリア教育は手探り状態、その中で相互に見学ができたのは参考になった。 
• 少人数でのキャリア講義科目の運用体制や授業の内容が参考になった。 
• アクティブラーニングの実践を見ることができたことは、キャリア教育プログラムの構築のために大いに参考となった。 
• 授業担当の教員の話を聞き、学生の受講の様子を直接見ることで、授業の目的や課題がよく理解できた。  
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産学協働協議会に関して 

産学協働協議会での産業界委員の皆様からのご意見や、協議会での議論は今後の取組に対して役に立つもので

したか。 
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「産官学連携」に対する満足度（各参加企業・自治体等） 

平成 27 年 2 月 28 日に開催された産学協働協議会にて、産業界委員より本事業に対する取組についてフィードバック

をいただいた。 
 
• ３年間大変勉強させて頂いた。 

• キャリア教育を実施すれば、就職率がすぐ高くなるという単純なものではないということもよく理解できた。 

• キャリア教育がなければどうなるのかを考えると、これも今の時代にはマッチしない。 

• 終身雇用制が一部の大会社を除いて、かなり流動化が始まりつつある中、定年までに退職する方が非常に多いと

いう時代になってきている。自分たちの生涯にわたるワークというのは何なのかという、人生とのバランスが取れない

といけない。そういうことはなかなかまとめて教えるということは難しいが、大学で教育することは価値がある。 

• キャリア教育はキャリアアップ＝就職ということよりむしろ４年間の大学生活で何をアクティブに学ぶかということとなり、

それは大学改革に近いのではないか。 

• 企業側は、景気が悪くなってきた途端に大学側に即戦力をかなり求めるようになってきたが、面接をするときには、

むしろ何を学び、これから何をやりたいか、そして勤めた後も何を学び続けるかという姿勢をどこかで対応していか

ないとやはり難しいのではないかと思えてきている。 

• 積極的なラーニングの姿勢の醸成に主力を置いている大学がいくつかあったことを評価したい。 

• 学生においては、経験不足を感じる。特に今の学生はネットで情報を仕入れるので、経験というものが非常に不足

している。 

• 経験の中で、自分がどのように次に向かっていくかということを中々考えられない。 

• 積極的に学ぶ、あるいは経験を色々なところで積み、職場でどんどん伸びていく人とそうでない人の二極分化が進

むのではないか。 

• 聞く力ではなくて述べる発信力が非常にうまくなったと思われる。学生の発表は上手だった。 

• 働き手が意志を持って働かないと、日本の産業そのものが低下してしまうのではないか。大学の入り口が広くなり、

出口も広くなったとしても、大学から出てくる学生が、それぞれ自分の人生まで含めた活性化を進めるようキャリア教

育には求めたい。 

• 企業の中でも、どうにか創造性を発揮しながら、その場できちんと仕事ができる人を是非多く輩出してほしい。 

• 本事業そのものも、多様な学部で意見が違っていてもその多様化が、現在、学生も多様化している中で根気よく粘

り強くやっていくことが、将来の展望として一番開けていくのではないか。 

• 現場（合同 FDで公開された講義）を見ると、教職員の熱い思いというのがこの９０分の中に込められているのが感じ

られた。事前準備から相当時間をかけていると思われた。 

• ６０歳定年まで同じような仕事をずっと続けていくという保証は全くない。従ってどういう事業構成になっても適応で

きるような環境適応力をつけて頂きたい。 

• 最近だと打たれ弱いという人間が多いが、心理学でいうとレジリエンス、しなやかさのようなものも、大学のキャリア教

育に関わらず、身につけられるような環境に置いていただきたい。 

• 打たれ強くなくてもいいが、打たれ弱くない学生を今後育成してほしい。 

• 学び続ける姿勢は重要である。 

• 中堅中小企業に多いが、国内で事業しているように見えても、実はそうではないというのがグローバル化になってき

ている。 

• 学ぶ姿勢の中で、ネットなどの情報を得ることは容易になっているが、現場を見に行ってほしいということを学生た

ちに伝えたい。 

• インターンシップでは、企業を訪問した際に、働いている人の顔つきや雰囲気を見て、明るいのかどうか、受付の人

はどのような対応をしてくれるのかなどを経験してほしい。 

• 基礎学力が抜け落ちてしまっている学生が実は多いのではないか。コミュニケーション能力はあるものの、基礎学

力が欠けているのではないかと最近感じている。それはキャリア教育の中なのか、本来の一般教育的な授業なのか

はわからないが基礎学力をすくいあげる、平均値を高めてあげるような作業が必要ではないのか。基礎学力がない

学生が企業にとりあえず入って、それから数年経ったときに会社の中で差は出てくる。 

• 企業から求められていることは１つではない。１つの組織の中では、様々な役割やチームがあり、その中で社員は

得意不得意が存在するため、一律の模範解答はないと思う。 

• 皆の主体性が強かったら組織として成り立たない中で、個人の長所を伸ばし個性の多様性と求められている人材

を見出して、うまく組織の中にはめ込めるよう、学生にフィットした企業や組織に送りだすのが良いのではないか。 

• 人生の中で成功体験の積み重ねがあって、今現在の学生がある。学生には小さいことでいいので成功体験を１つ

１つ積ませることが大きな自信となり、人生における推進力になるようにしてしてほしい。人生において、成功体験を

持っている人の方が強い。 
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• 今の学生は大人と話す機会が少ない。そういう中で、大学の先生や職員の方も１人１人が学生にとっては大人の世

界の入り口であり、窓口だと思う。その点を意識し、「こういう大人になりたい」と思ってもらえるように、学生たちの夢

の一部になって頂きたい。 

• このような産学の集まりへの参加の機会も多かったが、１つの大学に対して複数の企業とか、１対１ということが多く、

こうした多くの大学の方と会する機会は非常に少ないため、非常に興味深かった。 

• 大学も企業も、インターンシップの位置づけをどうしていくか、グローバルという意味は何なのかということをこれも併

せて考えていかないといけない。 

• 教養という点では、グローバル化の一方で日本の歴史、技術、伝統を学ぶ機会というのはやはり大学までに学ぶべ

きだと思われる。 

 

「本取組の成果」について（シンポジウム参加者） 

平成２７年２月２８日に開催した成果報告シンポジウム参加者に対して、アンケート調査を行い、以下の結果を得た。 

 

  

1. 十分な成果

があった 
34% 2. 成果があった 

65% 

3. 十分な成果では

なかった 
1% 

関東山梨地域大学グループの成果について 
どのように感じられましたか。 

 

1. 十分な成果があった 22 34%
2. 成果があった 42 65%
3. 十分な成果ではなかった 1 1%
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５．外部評価委員会からの第三者評価 

外部評価委員会 委員 

委員長 岩波 利光（いわなみ としみつ） 経団連 教育問題委員会  前企画部会長 

     日本電気株式会社   特別顧問 

  片山 英治（かたやま えいじ） 野村證券株式会社 金融公共公益法人部 主任研究員 

  小林 浩（こばやし ひろし） リクルート進学総研   所長 

  作古 貞義（さこ さだよし） 学校法人中内学園流通科学大学 名誉教授 

  平坂 敏夫（ひらさか としお） 株式会社ロッテ   顧問 

 

総評 

• 広い地域のタイプの異なる大学、短期大学が１４校集い、熱心に改善活動にチャレンジしたことを評価 
• お互いに刺激し合い、多くの気づきや課題を共有したことは明日に繋がる 
• 教職員のみでなく、実社会（産業界）、学生も参画し、より具体的な改善方向を示していることを評価 
• 参加校、参加メンバーの熱意と努力、そして成果に敬意を表す 
 

実施体制への評価 

・ 実行された内容からすると、実施体制はよかったと思われる。 
・ 当初の目的に対し、具体的な検討がされていることから評価ができる。 
・ 多彩なバックグラウンドを持った大学、短大で構成されるにも関わらず、ジェネリックスキルの習得という共通目標の 

もとにテーマを絞り込んだ良い取組となった。 
・ 文科省の留意事項については、真剣に取り組まれた成果がデータとして残っている。 
 

事業内容（グループ全体、産学連携）への評価 

・ 最終報告書については、実に貴重な方向性を示唆する成果物である。汎用性があり、大学教育のベースになる資料

で活用できると感じた。完成度が高い。 
・ 合同 FD が印象的である。合同 FD の内容について展開数や具体的な成果、実態など情報発信することに大きな価

値を生む。 
・ 教育改善研究会について、発表者の説明が中心で議論がすくないことや、産業界委員が意見を出すことに遠慮され

たりすることの改善策として、発表後に議論を行うための時間を設け、まず産業界委員の方に意見をきくことにより、

議論を活発化させたことは評価できる。 
・ 教育改善研究会の際に、講義を受講していた学生に発表をさせたことは、よい取組であった。 
・ 産業界委員も大学の実情を知らず、特にキャリア教育のことを知らなかった中、各大学の取組内容に対し、好意的な

評価を得ていたが、一緒に勉強しながらやっていたことはよい工夫であった。 
 

事業内容（テーマ別）への評価 

テーマ１ 

・ 体系的なキャリア教育モデルは2つの点ですばらしい。1点目は産業界の共通言語、対話のきっかけになりうる。2点

目は、テーマの連携、シナジー効果につながるのではないか。 
・ 体系的なキャリア教育モデルはテーマ 3 のインターンシップ共通アンケートとも関わってくる。たとえば、アンケートの

質問項目の中にフェーズ１からフェーズ３の学修目標を身につけているかどうかを確認し、企業にキャリア教育がどの

ように受け止められているかを確認するツールになりうる。 
・ 企業の側から、フェーズ３を入れた方がいいのではないか、フェーズ１からやり直した方がいいのではないか等対話

がしやすくなる。 
・ キャリア教育に関するシラバスの作成方針は、各大学により状況が異なるため、どこまで行うかが課題となる。 
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テーマ２ 

・ テーマ１とテーマ３は、産業界との接点になっており、取り組みやすかったであろうが、テーマ２はそれぞれの大学の

コアの部分で困難であっただろうと思われた。テーマ２は長期に渡って取り組むことで成果がでてくるのではないか。

継続発展を期待する。 
・ ポートフォリオモデルの確立について、ポートフォリオの成功事例がほとんどない、という現状において、モデルを確

立する要件やうまく運用するためのポイントがどのようなものになるのか。ひとつの方針としては、各大学の取組を 14
大学で共有し各大学で参考にしながら改善を進めることではないか。 

・ ポートフォリオを産業界側でどのように活用して行けるのかを考えることの方が重要なのではないか。 
・ ポートフォリオはシステムでしかない。体系的なキャリア教育モデルのフェーズ 1～3 を、ポートフォリオ上でつけてみ

ることも検討してみてはどうか。 
・ ポートフォリオの利用促進については学生への動機づけが重要であるが、就職活動と結びつけることや、シラバス上

で実際の科目と結びつけるなどの工夫が必要である。 
 

テーマ３ 

・ 平成 26 年 12 月のインターンシップ報告会は取組成果として非常によかった。 
 

事業継続への評価 

・ 成果物についてはこれから成熟させる過程が必要である。連携のスタート段階としてこの成果には敬意を表する。 
・ 14 大学の 3 つのテーマについて現実の社会で育て上げる必要がある。今後も継続的に取組を行って欲しい。 
・ キャリア教育というのは、100年続いている大学教育を覆すものであって、文部科学省の支援がなければ細ってしまう。

継続のためには支援が必要であることは理解できた。 
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６．評価委員からの評価結果 
平成 26年 2月 6日に開催されたテーマＡ成果報告会についての、評価委員からの評価結果を次ページ以降に掲載す

る。 
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平成２４年度～２６年度 

「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」 

【テーマＡ】委員評価 とりまとめ 
 

 

大学グループ名 電気通信大学グループ 

取組名称 関東山梨地域大学連携による産業界等のニーズに対応した教育改善 

 

 
取組テーマ 

 
産業界のニーズに対応したキャリア開発科目の高次化 

産業界のニーズにマッチした学修評価・指導方法の開発 

産官学地域共同によるインターンシップの高次化 

 

 （１）大学グループの構成と産業界等との連携 

（１名／８名）連携の趣旨・目的、取組の方向性を踏まえ、かつ、更なる発展的要素が見受けられる 

（６名／８名）連携の趣旨・目的、取組の方向性を踏まえている 

（０名／８名）連携の趣旨・目的、取組の方向性を踏まえているが、縮小しているように見受けられる 

（０名／８名）連携の趣旨・目的、取組の方向性が踏まえられていない 

※回答なし（１名） 

※委員からのコメント 
 

 

 

 （２）大学グループにおける取組テーマの達成目標・成果 

（１名／８名）成果は十分に見られる  

（６名／８名）成果は見られる 

（１名／８名）成果は不十分である  

（０名／８名）成果は見られない 

※委員からのコメント 
 

 

●外部１３機関が積極的に関与している点は良い。ただし、外部評価委員会の成果はよく伝わらなかっ 

た。 

●一度不採択になったことで、グループ間の意識レベルを合わせた。 

●多様な大学の連携によって得られた成果をより詳しく報告してほしい。 

●インターンシップの高次化は評価できる。 

●産業界の理解促進に具体的な注力が示されている。（例）外部評価委員会 

●成果物が見えない。最大の売りであった“ジェネリック・スキル”について具体性あるものが欲しい。 
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 （３）大学グループにおける取組テーマの内容 

（１名／８名）成果につながる取組が十分実施されている 

（６名／８名）成果につながる取組が一定程度実施されている 

（１名／８名）成果につながる取組があまり実施されていない 

（０名／８名）成果につながる取組が実施されていない 

※委員からのコメント 
 

 

 

 （４）大学間の連携体制と連携取組の実施体制 

（１名／８名）「取組テーマ」ごとに体制は構築され十分に機能している 

（５名／８名）「取組テーマ」ごとに体制は構築され一定程度機能している 

（２名／８名）「取組テーマ」ごとに体制は構築されているが機能は不十分である 

（０名／８名）「取組テーマ」ごとの体制の構築が不十分で機能も不十分である 

※委員からのコメント 
 

 

 

 （５）大学グループの取組体制  

（１名／８名）事業全体について、体制は構築され十分に機能している 

（６名／８名）事業全体について、体制は構築され一定程度機能している 

（０名／８名）事業全体について、体制は構築されているが機能は不十分である 

（０名／８名）事業全体について、体制の構築が不十分で機能も不十分である 

※回答なし（１名） 

※委員からのコメント 
 

 

 

 （６）取組の実施計画 

（０名／８名）当初計画以上に進捗している  

（４名／８名）当初計画通り進捗している 

（２名／８名）当初計画からやや遅れている  

（０名／８名）当初計画から大幅に遅れている 

※回答なし（２名） 

※委員からのコメント 
 

 

●分野の異なる大学が連携したインターンシップが実施されている。 

●テーマⅢのインターンシップの取組は具体的な成果であり、更なる拡大に期待する。 

●産業界へのまきこみ、気づきが見られる。 

●分野、地域の異なる大学間の連携は希薄だったのではないか。 

●連携に向けて個別大学間をつなげる機会になった事例があった。 

●判定不能。参加意欲に意識差があるのではないか。 

●判断に足る充分な情報が書かれていない。 
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 （７）取組の実施効果についての定量並びに定性的評価基準と評価体制等 

（１名／８名）設定され十分に機能している  

（３名／８名）設定され一定程度機能している 

（２名／８名）設定されているが機能は不十分 

（１名／８名）設定が不十分で機能も不十分である 

※回答なし（１名） 

※委員からのコメント 
 

 

 

 （８）採択時の留意事項について 

（３名／８名）十分対応している  

（３名／８名）一定程度対応している 

（２名／８名）対応は不足している  

（０名／８名）対応していない 

※委員からのコメント 
 

 

 

 （９）支援期間終了後（平成２７年度以降）の取組  

（２名／８名）十分計画されている  

（２名／８名）一定程度計画されている 

（４名／８名）計画は不足している  

（０名／８名）計画されていない 

※委員からのコメント 
 

 

 

 （１０）その他 

※委員からのコメント 
 

 

●現在のところ判断できる情報がない。 

●外部評価委員会の設置は優れた取組といえる。 

●具体的な成果物がみたかった。取り組んでみて気づいた所感を語ることで終わっている。 

特になし 

●まだ見通しが立っていないと思われる。 

●教育改革の視点が不足しているのではないか。 

●報告会が計画されているのみ。具体的計画は不明。 

●予算確保の難しさ。 

●予算と学内キャリア教育への認識は難しい課題だが、キャリア教育の重要性は更に高まると思われ 

る。継続・強化に期待。 

●幹事校（テーマ別幹事校含む）以外の主体性が見えないが、実際はどうか。 
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 （１１）総合評価 

（０名／８名）事業の当初目的・計画を上回る効果･成果が期待できる 

（６名／８名）事業の当初目的・計画は達成できると見込まれる 

（２名／８名）事業の当初目的・計画の達成は一部困難な可能性がある 

（０名／８名）事業の当初目的・計画達成は困難と見込まれる 

※委員からのコメント 

 

  

●産業界との連携が具体的に示されている。 

●色々と取り組んでいることはよく理解できたが、具体的に成果が見えない。成果物ととりまとめを期 

待したい。 

●産業界の委員を巻き込んだ点は評価するが、発表にもあった通り、「産業界のニーズ」はないと考え

るし、「個別企業のニーズ」をどう捉えるかが課題だと思う。引き続き「産業界のニーズ」について研

究されることを期待する。 

●当初の計画（一部変更）を実施する方向で努力しているものの、現状把握のレベルに時間を要してい 

る感じ。しかし、そのプロセスを通じて、双方の認識が変化したことが一番の成果ではないか。これか

らの取組に期待がもてる。標準よりやや下回るレベル。 
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体系的キャリア教育の可視化モデル：フェーズと要件

フェーズの定義 主対象 学修目標 主要な学修内容

1-① 学業と将来との係わりの理解

1-② 雇用・就業や社会状況への関心と理解

1-③ 自己理解

1-④ 概略的な職業理解

2-① 前に踏み出す力の修得

2-② 考え抜く力の修得

2-③ チームで働く力の修得

2-④ より具体的な職業理解

3-① ジェネリック・スキルの実践

3-② 職業体験

3-③ 就職準備

3-④ キャリアビジョンの構築

フェーズ3：
Practice

将来に向けて磨き高める授業：
EX: インターンシップ、ジェネリック・スキルを実践するためのPBL、ディスカッションやディベー
トを取り入れた授業。学生の主要進路先や能力・資質に鑑み、就職準備や卒業後の人生設
計に必要な授業。

2～4年
卒業後のキャリア形成に
向けて、就業意識を高
め、スキルを磨く

フェーズ1：
Changing

学業や将来の進路決定に主体的に取り組む動機づけをする授業：
EX: キャリアの捉えかたを学ぶ講義、個人ワークやグループ・ワーク、ディスカッションにより
考えさせる授業、社会人講師の講話など。自学の教育方針、学生の能力・資質に鑑みキャ
リア形成の動機づけになる授業。

1～2年
自己認識および社会認
識を元に、自律的キャリ
ア形成意識を醸成する

フェーズ2：
Expansion

社会人として必要な力を身につける授業：
EX: ジェネリック・スキルを涵養するためのPBL、ディスカッションやディベートを取り入れた授
業、職場見学や実務者との交流などの産学連携授業など。学生の能力・資質に鑑み、ジェ
ネリック・スキルを高めるため必要な授業。

2～3年
実社会で必要なジェネ
リック・スキルを涵養する

体系的キャリア教育の可視化モデル（テーマ①） 

 
このモデルを運用するにあたっては、以下に留意する。 

・ ディスカッションや PBL、インターンシップなどの手法は、どのフェーズでも活用可能である。各大学の学修目標に応じ

て最適な手法を採用する。 

・ 履修対象学年はあくまで目安である。各フェーズはこの学年に必ずしも合致する必要はなく、各大学のキャリア教育カリ

キュラムに基づき、最適な履修学年を設定する。 

・ 必要な学修内容は多岐にわたるが、各フェーズの主要な学修内容を 4 項目に絞って明記した。殊に、フェーズ 2 のジェ

ネリック・スキルに関する学修内容は、さまざまな観点から考えられるが、ここでは「社会人基礎力」の 3 カテゴリーに加え、

「より具体的な職業理解」とした。 

・ 各科目の学修内容は、該当項に点数を記入（合計 10 点）する。重きを置く項は 2～3 点とする。これにより、重きをおく

項やフェーズを可視化する。 
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宇都宮大学

学修目標

1-① 1-② 1-③ 1-④ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 3-④

科目名 履修対象（学部・学年）

人間と社会 全学部/1～4年 2 3 1 3 1

キャリアデザイン 全学部/1～4年 2 2 2 2 1 1

より良く生きる 全学部/1～4年 3 1 3 1 1 1
働くことの意味と実際（グローバル時代のキャリア形成） 全学部/1～4年 2 2 2 2 1 1

企業のグローバル戦略とキャリア形成 全学部/1～4年 3 2 1 1 1 2

グローバル時代の企業経営 全学部/1～4年 2 2 1 1 1 1 1 1

先輩に学ぶ 全学部/1～4年 3 1 3 1 2

実践企業人材論 全学部/1～4年 3 3 2 1 1

国際インターンシップ 全学部/1～4年 2 2 2 2 1 1
起業の実際と理論（アントレプレナーシップの養成） 全学部/1～4年 3 3 2 2
課題発見・解決型インターンシップ 全学部/1～4年 1 2 2 2 2 1
インターンシップ 全学部/1～4年 1 1 1 1 1 2 2 1

小計 20 21 19 12 8 9 5 5 3 4 6 8
合計 72 27 21

前
に
踏
み
出
す

力
の
修
得

考
え
抜
く
力
の

修
得

チ
ー

ム
で
働
く

力
の
修
得

よ
り
具
体
的
な

職
業
理
解

ジ

ェ
ネ
リ

ッ
ク

ス
キ
ル
の
実
践

職
業
体
験

学修内容

学
業
と
将
来
の

係
わ
り
理
解

雇

用

・

就

業

や

社

会

状

況

へ

の

関

心

と

理

解

自
己
理
解

概
略
的
な
職
業

理
解

フェーズ1：Changing フェーズ2：Expansion フェーズ3：Practice

自己認識および社会認識を元
に、自律的キャリア形成意識を
醸成する

実社会で必要なジェネリック・
スキルを涵養する

卒業後のキャリア形成に向け
て、就業意識を高め、スキルを
磨く

就
職
準
備

キ

ャ
リ
ア
ビ

ジ

ョ
ン
の
構
築
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電気通信大学

学修目標

1-① 1-② 1-③ 1-④ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 3-④

科目名 履修対象（学部・学年）
キャリアデザイン基礎 情報理工学部/1年 5 2 1 2
キャリアデザイン 情報理工学部/1年 2 1 1 2 1 1 2
キャリアデザイン１ 情報理工学部/2年 1 2 1 2 2 2
キャリアデザイン２ 情報理工学部/2年 1 1 1 2 2 1 2
キャリア教育演習リーダー 情報理工学部/3年 1 2 2 3 1 1

小計 7 5 6 6 3 7 7 0 2 0 0 7
合計 24 17 9

前
に
踏
み
出
す

力
の
修
得

考
え
抜
く
力
の

修
得

チ
ー

ム
で
働
く

力
の
修
得

よ
り
具
体
的
な

職
業
理
解

ジ

ェ
ネ
リ

ッ
ク

ス
キ
ル
の
実
践

職
業
体
験

学修内容

学
業
と
将
来
の

係
わ
り
理
解

雇

用

・

就

業

や

社

会

状

況

へ

の

関

心

と

理

解

自
己
理
解

概
略
的
な
職
業

理
解

フェーズ1：Changing フェーズ2：Expansion フェーズ3：Practice

自己認識および社会認識を元
に、自律的キャリア形成意識を
醸成する

実社会で必要なジェネリック・
スキルを涵養する

卒業後のキャリア形成に向け
て、就業意識を高め、スキルを
磨く

就
職
準
備

キ

ャ
リ
ア
ビ

ジ

ョ
ン
の
構
築
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横浜国立大学

学修目標

1-① 1-② 1-③ 1-④ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 3-④

科目名 履修対象（学部/学年）
キャリアデザインA 全学部/1～2年 1 3 2 1 1 1 1
キャリアデザインB 全学部/1～2年 1 3 1 1 1 1 2
Wake Up! プロジェクト 全学部/1年 3 1 1 1 2 2
まなび座Ⅰ・校友会リレートーク 全学部/1年 3 1 1 2 1 1 1
機械工学と社会とのかかわり合い 理工学部/1～4年 2 1 2 1 1 1 1 1
システム・エンジニアリング 全学部/1～4年 2 1 2 1 1 1 1 1
まなび座Ⅱ・リーダーシップの実践 全学部/2～4年 1 1 1 2 2 3
ビジネス・コミュニケーション 全学部/2～4年 1 1 1 1 1 3 1 1
キャリア・ケーススタディ 全学部/2～4年 1 1 1 1 3 1 2
マイ･プロジェクト・ランチャー 経営学部/1～4年 1 1 1 3 1 2 1
インターンシップ 経営学部/2～4年 1 3 3 2 1

小計 16 8 9 10 11 11 16 9 5 3 6 6
合計 43 47 20

前
に
踏
み
出
す

力
の
修
得

考
え
抜
く
力
の

修
得

チ
ー

ム
で
働
く

力
の
修
得

よ
り
具
体
的
な

職
業
理
解

ジ

ェ
ネ
リ

ッ
ク

ス
キ
ル
の
実
践

職
業
体
験

学修内容

学
業
と
将
来
の

係
わ
り
理
解

雇

用

・

就

業

や

社

会

状

況

へ

の

関

心

と

理

解

自
己
理
解

概
略
的
な
職
業

理
解

フェーズ1：Changing フェーズ2：Expansion フェーズ3：Practice

自己認識および社会認識を元
に、自律的キャリア形成意識を
醸成する

実社会で必要なジェネリック・
スキルを涵養する

卒業後のキャリア形成に向け
て、就業意識を高め、スキルを
磨く

就
職
準
備

キ

ャ
リ
ア
ビ

ジ

ョ
ン
の
構
築
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亜細亜大学

学修目標

1-① 1-② 1-③ 1-④ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 3-④

科目名 履修対象（学部・学年）

人生と進路選択 全学部/全学年 1 2 2 2 1 1 1
キャリアデザイン 全学部/1・2年 2 2 1 1 1 1 1 1
現代アジアとキャリアデザイン 全学部/全学年 2 3 1 1 1 1 1
テーマ研究（中国キャリア開発入門） 全学部/全学年 1 1 2 3 1 1 1
オリエンテーション・ゼミナール 経営学部/1年 1 1 2 2 1 1 1 1
基礎ゼミナール 経営学部/1年 1 1 1 2 2 1 1 1
トップマネジメント特別講義 経営学部/3年 1 2 1 1 1 3 1
ホスピタリティマネジメント特別講義 経営学部/3年 1 1 1 2 3 1 1
日本経済の現状と展望 経済学部/2・3・4年 1 2 1 1 1 3 1
インターナショナル・フォーラム 国際関係学部/3・4年 1 1 1 2 1 2 2
キャリア・インターンシップ 全学部/2年 1 1 2 1 3 1 1

小計 12 15 13 3 7 8 5 20 7 4 6 10
合計 43 40 27

前
に
踏
み
出
す

力
の
修
得

考
え
抜
く
力
の

修
得

チ
ー

ム
で
働
く

力
の
修
得

よ
り
具
体
的
な

職
業
理
解

ジ

ェ
ネ
リ

ッ
ク

ス
キ
ル
の
実
践

職
業
体
験

学修内容

学
業
と
将
来
の

係
わ
り
理
解

雇

用

・

就

業

や

社

会

状

況

へ

の

関

心

と

理

解

自
己
理
解

概
略
的
な
職
業

理
解

フェーズ1：Changing フェーズ2：Expansion フェーズ3：Practice

自己認識および社会認識を元
に、自律的キャリア形成意識を
醸成する

実社会で必要なジェネリック・
スキルを涵養する

卒業後のキャリア形成に向け
て、就業意識を高め、スキルを
磨く

就
職
準
備

キ

ャ
リ
ア
ビ

ジ

ョ
ン
の
構
築
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北里大学

学修目標

1-① 1-② 1-③ 1-④ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 3-④

科目名 履修対象（学部・学年）
仕事と人生 全学部１年 2 2 2 1 1 1 1
ラーニングスキル 海洋生命科学部１年 3 2 2 2 1
プレゼンテーション 海洋生命科学部３年 2 3 2 1 2
融合型講義 海洋生命科学部2～３年 2 2 1 3 2
きたさとプログラムⅠ 海洋生命科学部１年 2 2 2 2 2
きたさとプログラムⅡ 海洋生命科学部2年 2 2 2 2 2
きたさとプログラムⅢ 海洋生命科学部3年 1 2 1 1 2 2 1

小計 9 5 14 5 8 7 4 4 10 0 2 2
合計 33 23 14

前
に
踏
み
出
す

力
の
修
得

考
え
抜
く
力
の

修
得

チ
ー

ム
で
働
く

力
の
修
得

よ
り
具
体
的
な

職
業
理
解

ジ

ェ
ネ
リ

ッ
ク

ス
キ
ル
の
実
践

職
業
体
験

学修内容

学
業
と
将
来
の

係
わ
り
理
解

雇

用

・

就

業

や

社

会

状

況

へ

の

関

心

と

理

解

自
己
理
解

概
略
的
な
職
業

理
解

フェーズ1：Changing フェーズ2：Expansion フェーズ3：Practice

自己認識および社会認識を元
に、自律的キャリア形成意識を
醸成する

実社会で必要なジェネリック・
スキルを涵養する

卒業後のキャリア形成に向け
て、就業意識を高め、スキルを
磨く

就
職
準
備

キ

ャ
リ
ア
ビ

ジ

ョ
ン
の
構
築
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創価大学

学修目標

1-① 1-② 1-③ 1-④ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 3-④

科目名 履修対象（学部・学年）
社会貢献と経済学 経済学部・1年 2 2 1 1 1 2 1
キャリアデザイン基礎 全学部　1年 3 1 2 1 1 1 1
キャリアデザインと職業 全学部　1～4年 2 3 1 2 1 1
ワールドビジネスフォーラム 全学部　1～4年 3 2 2 1 1 1
キャリアビジョンⅠ 全学部　3～4年 2 2 1 2 2 1
キャリアビジョンⅡ 全学部　4年 1 2 1 3 3
トップが語る現代経営 全学部　1～4年 1 2 3 2 2
企業研究 経済学部　2～4年 2 3 3 1 1
インターンシップⅠ・Ⅱ 経済学部　1～4年 1 2 2 3 1 1
インターンシップⅢ・Ⅳ 経済学部　1～4年 1 2 2 3 1 1

小計 11 12 8 12 4 7 7 15 5 6 6 7
合計 43 33 24

前
に
踏
み
出
す

力
の
修
得

考
え
抜
く
力
の

修
得

チ
ー

ム
で
働
く

力
の
修
得

よ
り
具
体
的
な

職
業
理
解

ジ

ェ
ネ
リ

ッ
ク

ス
キ
ル
の
実
践

職
業
体
験

学修内容

学
業
と
将
来
の

係
わ
り
理
解

雇

用

・

就

業

や

社

会

状

況

へ

の

関

心

と

理

解

自
己
理
解

概
略
的
な
職
業

理
解

フェーズ1：Changing フェーズ2：Expansion フェーズ3：Practice

自己認識および社会認識を元
に、自律的キャリア形成意識を
醸成する

実社会で必要なジェネリック・
スキルを涵養する

卒業後のキャリア形成に向け
て、就業意識を高め、スキルを
磨く

就
職
準
備

キ

ャ
リ
ア
ビ

ジ

ョ
ン
の
構
築
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東京経済大学

学修目標

1-① 1-② 1-③ 1-④ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 3-④

科目名 履修対象（学部・学年）
キャリアデザイン入門 経済学部１年 2 2 2 2 1 1
職業選択とキャリア形成Ⅰ（導入） 経済学部２、３年 2 3 2 3
キャリアデザイン発展 経済学部２年 2 1 2 2 1 2
職業選択とキャリア形成Ⅰ（発展） 経済学部２、３年 1 3 1 2 3
キャリアデザイン実践 経済学部３年～ 2 2 2 1 3
金融キャリア講座 全学部３年 3 2 3 2
雇用の変化とキャリア形成 経済学部２年～ 3 2 3 2
インターンシップ 経済学部３年 2 3 3 2
地域インターンシップ 全学部２年～ 3 2 3 2
基礎学力講座Ⅰ（数的処理）初級 経済学部２年～ 3 5 2
基礎学力講座Ⅰ（作文）初級 経営学部２年～ 3 5 2

小計 5 10 6 7 5 10 4 12 12 5 22 12
合計 28 31 51

前
に
踏
み
出
す

力
の
修
得

考
え
抜
く
力
の

修
得

チ
ー

ム
で
働
く

力
の
修
得

よ
り
具
体
的
な

職
業
理
解

ジ

ェ
ネ
リ

ッ
ク

ス
キ
ル
の
実
践

職
業
体
験

学修内容

学
業
と
将
来
の

係
わ
り
理
解

雇

用

・

就

業

や

社

会

状

況

へ

の

関

心

と

理

解

自
己
理
解

概
略
的
な
職
業

理
解

フェーズ1：Changing フェーズ2：Expansion フェーズ3：Practice

自己認識および社会認識を元
に、自律的キャリア形成意識を
醸成する

実社会で必要なジェネリック・
スキルを涵養する

卒業後のキャリア形成に向け
て、就業意識を高め、スキルを
磨く

就
職
準
備

キ

ャ
リ
ア
ビ

ジ

ョ
ン
の
構
築
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日本社会事業大学

学修目標

1-① 1-② 1-③ 1-④ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 3-④

科目名 履修対象（学部・学年）
福祉計画インターンシップ 社会福祉学部/3～4年 2 1 1 2 1 1 2
アカデミック・プランニングⅠ 社会福祉学部/1～2年 2 1 2 2 1 2
アカデミック・プランニングⅡ 社会福祉学部/3～4年 1 1 1 2 1 2 2

小計 4 3 4 2 3 0 0 3 2 1 4 4
合計 13 6 11

前
に
踏
み
出
す

力
の
修
得

考
え
抜
く
力
の

修
得

チ
ー

ム
で
働
く

力
の
修
得

よ
り
具
体
的
な

職
業
理
解

ジ

ェ
ネ
リ

ッ
ク

ス
キ
ル
の
実
践

職
業
体
験

学修内容

学
業
と
将
来
の

係
わ
り
理
解

雇

用

・

就

業

や

社

会

状

況

へ

の

関

心

と

理

解

自
己
理
解

概
略
的
な
職
業

理
解

フェーズ1：Changing フェーズ2：Expansion フェーズ3：Practice

自己認識および社会認識を元
に、自律的キャリア形成意識を
醸成する

実社会で必要なジェネリック・
スキルを涵養する

卒業後のキャリア形成に向け
て、就業意識を高め、スキルを
磨く

就
職
準
備

キ

ャ
リ
ア
ビ

ジ

ョ
ン
の
構
築
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武蔵野大学

学修目標

1-① 1-② 1-③ 1-④ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 3-④

科目名 履修対象（学部・学年）
キャリアデザイン(前期：講義) 全学部／1年 1 2 0 1 1 1 1 1 2
キャリアデザイン(後期：体験・調査・研究) 全学部／1年 1 1 3 2 2 1
国内インターンシップ 全学部／2年 1 2 2 3 1 1
海外インターンシップ 全学部／3年 1 1 3 3 1 1
産官学連携ゼミ 全学部／3年 1 1 2 1 2 2 1
長期インターンシップ 全学部／3年 2 1 1 1 3 2

小計 1 3 1 1 6 6 4 7 7 11 7 6
合計 6 23 31

前
に
踏
み
出
す

力
の
修
得

考
え
抜
く
力
の

修
得

チ
ー

ム
で
働
く

力
の
修
得

よ
り
具
体
的
な

職
業
理
解

ジ

ェ
ネ
リ

ッ
ク

ス
キ
ル
の
実
践

職
業
体
験

学修内容

学
業
と
将
来
の

係
わ
り
理
解

雇

用

・

就

業

や

社

会

状

況

へ

の

関

心

と

理

解

自
己
理
解

概
略
的
な
職
業

理
解

フェーズ1：Changing フェーズ2：Expansion フェーズ3：Practice

自己認識および社会認識を元
に、自律的キャリア形成意識を
醸成する

実社会で必要なジェネリック・
スキルを涵養する

卒業後のキャリア形成に向け
て、就業意識を高め、スキルを
磨く

就
職
準
備

キ

ャ
リ
ア
ビ

ジ

ョ
ン
の
構
築
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神奈川工科大学

学修目標

1-① 1-② 1-③ 1-④ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 3-④

科目名 履修対象（学部・学年）
キャリア設計 全学部/1年 3 2 2 2 1
キャリア開発 全学部/1年 1 1 2 2 2 2
インターンシップ準備演習 全学部/2～3年 1 2 1 1 1 2 2
業界研究 全学部/3年 1 1 4 2 2
スタディスキル 全学部/1年 2 2 2 2 2
インターンシップ 全学部/3年 1 3 3 2 1

小計 6 4 8 4 5 5 6 7 3 3 6 3
合計 22 23 15

前
に
踏
み
出
す

力
の
修
得

考
え
抜
く
力
の

修
得

チ
ー

ム
で
働
く

力
の
修
得

よ
り
具
体
的
な

職
業
理
解

ジ

ェ
ネ
リ

ッ
ク

ス
キ
ル
の
実
践

職
業
体
験

学修内容

学
業
と
将
来
の

係
わ
り
理
解

雇

用

・

就

業

や

社

会

状

況

へ

の

関

心

と

理

解

自
己
理
解

概
略
的
な
職
業

理
解

フェーズ1：Changing フェーズ2：Expansion フェーズ3：Practice

自己認識および社会認識を元
に、自律的キャリア形成意識を
醸成する

実社会で必要なジェネリック・
スキルを涵養する

卒業後のキャリア形成に向け
て、就業意識を高め、スキルを
磨く

就
職
準
備

キ

ャ
リ
ア
ビ

ジ

ョ
ン
の
構
築
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昭和音楽大学

学修目標

1-① 1-② 1-③ 1-④ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 3-④

科目名 履修対象（学部・学年）
音楽人基礎① 全学1年 3 1 3 1 1 1
音楽人基礎② 全学2年 2 1 1 2 1 2 1
音楽人研究 全学2年 2 1 2 3 1 1
ﾌｨｰﾙﾄﾞｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ①② 全学3、4年 2 1 1 2 2 2

小計 5 2 4 2 6 3 4 5 3 2 0 4
合計 13 18 9

前
に
踏
み
出
す

力
の
修
得

考
え
抜
く
力
の

修
得

チ
ー

ム
で
働
く

力
の
修
得

よ
り
具
体
的
な

職
業
理
解

ジ

ェ
ネ
リ

ッ
ク

ス
キ
ル
の
実
践

職
業
体
験

学修内容

学
業
と
将
来
の

係
わ
り
理
解

雇

用

・

就

業

や

社

会

状

況

へ

の

関

心

と

理

解

自
己
理
解

概
略
的
な
職
業

理
解

フェーズ1：Changing フェーズ2：Expansion フェーズ3：Practice

自己認識および社会認識を元
に、自律的キャリア形成意識を
醸成する

実社会で必要なジェネリック・
スキルを涵養する

卒業後のキャリア形成に向け
て、就業意識を高め、スキルを
磨く

就
職
準
備

キ

ャ
リ
ア
ビ

ジ

ョ
ン
の
構
築
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山梨英和大学

学修目標

1-① 1-② 1-③ 1-④ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 3-④

科目名 履修対象（学部・学年）
キャリアデザイン１ 1年 1 3 1 3 1 1
アカデミックリテラシー 1年 3 1 3 1 1 1
キャリアデザイン３ 2・3年 1 1 1 2 2 2 1
サービスラーニング 1・2年 2 1 1 2 2 2
インターンシップ 2・3年 2 1 2 2 3
海外インターンシップ 2・3年 2 2 3 1 2
キャリアデザイン４ 3・4年 1 3 2 2 2
キャリアカウンセリング演習 3・4年 2 2 3 3

小計 4 7 5 6 11 9 7 5 10 6 2 8
合計 22 32 26

前
に
踏
み
出
す

力
の
修
得

考
え
抜
く
力
の

修
得

チ
ー

ム
で
働
く

力
の
修
得

よ
り
具
体
的
な

職
業
理
解

ジ

ェ
ネ
リ

ッ
ク

ス
キ
ル
の
実
践

職
業
体
験

学修内容

学
業
と
将
来
の

係
わ
り
理
解

雇

用

・

就

業

や

社

会

状

況

へ

の

関

心

と

理

解

自
己
理
解

概
略
的
な
職
業

理
解

フェーズ1：Changing フェーズ2：Expansion フェーズ3：Practice

自己認識および社会認識を元
に、自律的キャリア形成意識を
醸成する

実社会で必要なジェネリック・
スキルを涵養する

卒業後のキャリア形成に向け
て、就業意識を高め、スキルを
磨く

就
職
準
備

キ

ャ
リ
ア
ビ

ジ

ョ
ン
の
構
築
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和泉短期大学

学修目標

1-① 1-② 1-③ 1-④ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 3-④

科目名 履修対象（学部・学年）
キャリアデザインⅠ 全学部/1年 2 2 2 2
キャリアデザインⅡ 全学部/2年 1 1 1 2 1 3 2

小計 2 2 2 2 1 1 1 2 1 0 3 2
合計 8 5 6

前
に
踏
み
出
す

力
の
修
得

考
え
抜
く
力
の

修
得

チ
ー

ム
で
働
く

力
の
修
得

よ
り
具
体
的
な

職
業
理
解

ジ

ェ
ネ
リ

ッ
ク

ス
キ
ル
の
実
践

職
業
体
験

学修内容

学
業
と
将
来
の

係
わ
り
理
解

雇

用

・

就

業

や

社

会

状

況

へ

の

関

心

と

理

解

自
己
理
解

概
略
的
な
職
業

理
解

フェーズ1：Changing フェーズ2：Expansion フェーズ3：Practice

自己認識および社会認識を元
に、自律的キャリア形成意識を
醸成する

実社会で必要なジェネリック・
スキルを涵養する

卒業後のキャリア形成に向け
て、就業意識を高め、スキルを
磨く

就
職
準
備

キ

ャ
リ
ア
ビ

ジ

ョ
ン
の
構
築
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昭和音大短期大学部

学修目標

1-① 1-② 1-③ 1-④ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 3-④

科目名 履修対象（学部・学年）
音楽人基礎① 全学1年 3 1 2 1 1 1 1
音楽人基礎② 全学2年 2 1 1 2 1 2 1
芸術特別研究① 全学1年 2 2 2 2 1 1
芸術特別研究② 全学2年 2 2 2 2 1 1
音楽人研究 全学2年 1 2 1 2 2 1 1
総合教養 全学1年 1 2 1 3 3

小計 10 2 9 8 5 9 6 4 3 0 0 4
合計 29 24 7

前
に
踏
み
出
す

力
の
修
得

考
え
抜
く
力
の

修
得

チ
ー

ム
で
働
く

力
の
修
得

よ
り
具
体
的
な

職
業
理
解

ジ

ェ
ネ
リ

ッ
ク

ス
キ
ル
の
実
践

職
業
体
験

学修内容

学
業
と
将
来
の

係
わ
り
理
解

雇

用

・

就

業

や

社

会

状

況

へ

の

関

心

と

理

解

自
己
理
解

概
略
的
な
職
業

理
解

フェーズ1：Changing フェーズ2：Expansion フェーズ3：Practice

自己認識および社会認識を元
に、自律的キャリア形成意識を
醸成する

実社会で必要なジェネリック・
スキルを涵養する

卒業後のキャリア形成に向け
て、就業意識を高め、スキルを
磨く

就
職
準
備

キ

ャ
リ
ア
ビ

ジ

ョ
ン
の
構
築
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産学連携教育モデル：各大学のカリキュラムの改善点（テーマ①） 

 
 改善事項 改善の取り入れ元 改善科目、および改善内容 

宇

都

宮

大

学 

 

キャリア教育科目

の体系化 

・教育改善研究会での意見

交換や産業界委員の意見 

本学の教育理念、学生の資質等に基づきさらに、特色ある

内容の教育を体系的に実施することを検討。 

即ち、基盤教育において社会への関心や、学業やその他の

活動に対する主体的な取組の姿勢を醸成するとともに、専

門学部でのキャリア教育の拡充と連携を一層図るための取

組を進めた。 

ジェネリック・スキ

ルの強化 

・教育改善研究会での意見

交換 

「キャリアデザイン」などの授業科目や新規インターンシップ

プログラムなどの実施により一層拡充した。 

アクティブ・ラーニ

ングの推進 

・教育改善研究会での各大

学の事例 

「キャリアデザイン」などの基礎的キャリア科目や「働くことの

意味と実際（グローバル時代のキャリア形成）などの外部講

師によるキャリア科目を始め、全てのキャリア科目をアクティ

ブラーニング科目と認定し、ラーニングコモンズを活用してグ

ループワーク等アクティブな授業を行った。 

産学連携授業の

充実 

・各研究会での産業界委員

の意見 

起業の実際と理論（アントレプレナーシップの養成）： 

より学生の主体性とアントレナーシップの充実のために先輩

起業家との交流と支援、及びそれに基づく講義やグループ

ワークをより充実させた。 

課題発見・解決型インターンシップ： 

企業との密接な連携の下にプログラムを開発・実施した。 

インターンシップ

の充実 

・本事業での H25 試行実施

を通じて 

課題発見・解決型インターンシップ： 

前年度の試行を踏まえて、受入先を４企業（H25 は１企業）

に拡充するとともに、課題の専門性を考慮して各チーム毎に

指導・助言者を配置するなど、内容と運営体制の拡充を図

った。 

電

気

通

信

大

学 

ジェネリック・スキ

ルの強化 

・教育改善研究会 

・合同 FD（和泉短期大学） 

・シンポジウム 

・産学協働協議会 

＜キャリア教育基礎（旧電気通信大学概論）＞ 
・講義計画の際に、産業界委員からご意見などを活かした

内容になるよう、産業界の若手社員のパネルディスカッショ

ンを導入するなどして反映した。 

・ワークシートの作成時に、他大学（和泉短期大学）が教育

改善研究会で発表した内容を踏まえて引用した。具体的に

は、生活時間記録用のワークシートについて、和泉短期大

学で実践されている内容を参考に改善を行った。 

アクティブ・ラーニ

ングの推進 
・教育改善研究会 

＜キャリア教育基礎＞ 
・学生に発表の機会を多くもたらす PBL を導入した。 

産学連携授業の

導入 

・教育改善研究会 

・合同 FD 

・シンポジウム 

・産学協働協議会 

＜キャリア教育基礎（旧電気通信大学概論）＞ 
・社会人 OB の講話の際に、講話内容について産業界から

のコメントを活かしたものに修正した。 

・事業所見学でも行っている産業界の若手 OB とのコミュニ

ケーションの機会を増やすため、若手 OB によるパネルディ

スカッションを導入した。 
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 改善事項 改善の取り入れ元 改善科目、および改善内容 

横

浜

国

立

大

学 

キャリア教育科目

の体系化 

・教育改善研究会での意

見交換、合同 FD での授業

見学など、本事業の一連の

活動を通じて 

キャリア教育科目の体系化方針： 
大学の教育方針、学生の資質、目指す進路により適するキャ

リア教育も異なる前提に立ち、本学学生の特性に合うキャリア

教育体系を構築中。初年次段階で、主体的に学業に向かう

姿勢を醸成し、学生の本分である学業を通じてジェネリック・

スキルを養成できるようにする。 

ジェネリック・スキ

ルの強化 

・横浜国立大学「産業界ニ

ーズ調査結果」（H25 教育

改善研究会） 

・合同 FD での授業見学

（電気通信大、神奈川工

大、昭和音大など） 

・各研究会での産業界委

員の意見 

キャリアデザイン B： 
結婚など私生活との調和を含め自律的キャリア形成能力を

養成する内容を取り入れた。 
ビジネス・コミュニケーション： 
主体的なコミュニケーションのありかたをコンセプトに、ビジネ

ス上の具体例でディスカッションする授業を開発・導入した。 
Wake up! プロジェクト： 
課題解決型 PBLにより、組織集団の中で必要なジェネリック・

スキルを体感させる授業を取り入れた。 
まなび座Ⅱ： 
1 年生対象の「まなび座Ⅰ」に上級生がまとめ役で入り、リー

ダーシップを実践させる授業を H27 年より立ち上げる。 

アクティブ・ラーニ

ングの推進 

・亜細亜大学「インタビュー

実践」など、教育改善研究

会での各大学の事例 

・合同 FD での授業見学

（宇都宮大、昭和音大な

ど） 

キャリアデザイン A/B、ビジネス・コミュニケーション： 
グループ・ディスカッションがしやすいテーマ設定、雰囲気作

りなどを改善した。 
キャリア・ケーススタディ： 
課題に社会人インタビューを採用。身近な社会人にキャリア

歴や仕事の遣り甲斐をインタビューしてレポートさせた。 

産学連携授業の

導入 

・横浜国立大学「産業界ニ

ーズ調査結果」（H25 教育

改善研究会） 

・電気通信大「キャリア教育

の取組および授業見学」、

昭和音楽大「音楽人研究と

フィールドインターンシップ

の実践」など、教育改善研

究会での各大学の事例 

・各研究会での産業界委

員の意見 

Wake up! プロジェクト： 
組織集団の中で発揮されるジェネリック・スキルを体感させ、

大学で主体的に学ぶ姿勢を醸成するため、企業 2 社の協力

により、課題解決型 PBL を取り入れた。 
まなび座Ⅰ（新入生）/Ⅱ（上級生）： 
ⅠとⅡは合同授業。本学・校友会の協力のもと、社会人との

対話により学業と職業との係わりや、働く意義を考える。Ⅱ上

級生は新入生たちのディスカッションをリードする過程で、自

分らしいリーダーシップの発揮のしかたを模索する。 

亜

細

亜

大

学 

キャリア教育科目

の体系化 

・教育改善研究会での意

見交換、合同 FD での授業

見学など、本事業の一連の

活動を通じて 

キャリア教育科目の体系化： 
・キャリア教育科目の配置が学部によってまちまちであるた

め、これを可能な限り体系化し、本学学生として培うべき就業

力育成が可能となるよう、科目レベルのシラバスも再検討して

いく。 

ジェネリック・スキ

ルの強化 

・合同ＦＤでの授業見学

（26.6.28.山梨英和大学） 

オリエンテーション・ゼミナール/基礎ゼミナール 
・授業担当教員が合同ＦＤに参加することで、学生の能動的

な授業参加のための授業運営上の工夫などを体感。これを

参考に担当科目における学生のジェネリックスキル向上を今

後図っていく。 

インターンシップ

の充実 

・合同ＦＤでの授業見学

（26.6.28.山梨英和大学） 

・合同ＦＤでの授業見学

（26.10.25.宇都宮大学） 

・インターンシップ報告会へ

の参加（26.12.13.電気通信

大学） 

新規インターンシップ科目の開設検討： 
・授業担当教員が合同ＦＤに参加し、企業紹介パンフレット等

の成果物制作型インターンシップの必要性を見出したことか

ら、これを平成 27 年度の新規インターンシップ科目として開

講すべく検討・準備中である。 
キャリア・インターンシップ： 
・他大学におけるインターンシップ協力企業等を参考に、より

多様な受け入れ企業の開拓に注力することとなった。 

・企業研修実施にあたっては、受入企業に応じた教員の個

別指導をより充実させることとした。 
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 改善事項 改善の取り入れ元 改善科目、および改善内容 

北

里

大

学 

キャリア教育科目

の体系化 

・教育改善研究会での意

見交換、合同 FD での授業

見学など、本事業の一連の

活動を通じて 

キャリア教育科目の体系化方針： 
大学の教育方針、大学生活を行う上での学生に求められる

行動指針など本学学生の特性に合うキャリア教育体系を構

築中。初年次段階で、主体的に学業及び社会に向かう姿勢

を醸成し、学生の本分である学業の充実に加え、ジェネリッ

ク・スキルを養成できるようにする。 

ジェネリック・スキ

ルの強化 

・合同 FD での授業見学

（電気通信大、創価大、東

京経済大、昭和音大など） 

・各研究会での産業界委

員の意見 

きたさとプログラムⅠ：                            

２６年度は初めて１年次からプログラムを開講した。プログラ

ムでは主体的に学生生活に取り組むことを示唆した。今後

は効率的なプログラムの運用と効果的なプログラム内容の

実施に努める。                          

アクティブ・ラーニ

ングの推進 

・合同 FD での授業見学

（電気通信大、亜細亜大な

ど） 

きたさとプログラムⅠⅡ：                         

グループでのミーティングを軸に課題解決型の実践を実

施。２７年度からはインターンシップ導入講義でアクティブラ

ーニングを少人数で実施予定。 

創

価

大

学 

ジェネリック・スキ

ルの強化 

教育改善研究会（神奈川

工科大学・亜細亜大学の

事例発表など） 

産学連携講座「社会貢献と経済学」 
初年次の科目ということもあり、履修者のジェネリック・スキル

の差が大きいことから、アクティブ・ラーニングを導入し、学生

が共同作業する中で、ジェネリック・スキルを学び合えるよう

に工夫をした。特にグループでプレゼンを作り上げる中で、

リーダーシップや協調性や課題解決力が磨かれ、プレゼン

そのものを通して、情報伝達力や表現力が磨かれた。 

アクティブ・ラーニ

ングの推進 

教育改善研究会（亜細亜

大学の事例発表など） 

産学連携講座「社会貢献と経済学」 
初回の授業より、グループ作りを行い、授業中におけるグル

ープワークやグループでのプレゼンテーションを積極的に

取り入れた。また、授業時間外においても、グループでの研

鑽やプレゼンテーションの初準備など、リーダーを中心とし

た共同作業ができる工夫を行った。また、学外で行われるス

タディーツアーやインターンシップへの参加を推進し、経験

者が授業においてプレゼンテーションを行った。 

産学連携授業の

導入 

教育改善研究会（山梨英

和大学・和泉短期大学の

事例発表など） 

産学連携講座「社会貢献と経済学」 
「学業と将来の係わりの理解」「職業理解」「社会貢献と職

業」などの理解が、初年次の学生でも理解できるような授業

構成を工夫し、改善した。産学連携をすることにより、学外講

師を招き、社会の諸状況を、よりリアルに学ぶことができた。

また、この授業は、産業界側と大学共同で、シラバスを作成

した。 

インターンシップ

の充実 

教育改善研究会（東京経

済大学・宇都宮大学・昭和

音楽大学の事例発表な

ど）・インターンシップ報告

会（各連携開催） 

「インターンシップⅠ・Ⅱ」「インターンシップⅢ・Ⅳ」 
インターンシップに参加する前に行う研修の充実を図った。 

具体的には、過去において行った就業力主観テスト（インタ

ーンシップ開始前と終了後に実施）の結果をもとに、事前研

修の内容を改善した。例としては、「課題設定力」の伸びが

低い場合は、事前研修において、様々な課題を発見し、解

決していく工夫を行った。 
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 改善事項 改善の取り入れ元 改善科目、および改善内容 

東

京

経

済

大

学 

キャリア教育科目

の体系化 

教育改善研究会（神奈川

工科大学の事例発表など） 

経済学部では１年次から４年次までの体系的な科目とし

て、「キャリアデザイン入門」「キャリアデザイン発展」「キャリ

アデザイン実践」を開講した。現在、全学的なキャリア科目

群の体系化について検討を行っている。 

ジェネリック・スキ

ルの強化 

合同ＦＤ（電気通信大学、

神奈川工科大学、山梨英

和大学）及び教育改善研

究会（亜細亜大学）など 

「キャリアデザイン実践」ではこれまでに身に付けたジェネ

リックスキルを実践することを目的とし、企業の協力を得て

小中学生対象のイベントを実施した。また、2015 年度より

全学部の学生が履修できる「総合教育ワークショップ」を開

講し、比較的少人数のクラスでテーマごとのワークショップ

を行い、ジェネリックスキルを身に付けることを目指してい

る。 

アクティブ・ラーニ

ングの推進 

合同ＦＤ（電気通信大学、

武蔵野大学など） 

｢キャリアデザイン発展」では働く上での態度・姿勢を培うこ

とを目標とし、グループワーク、ディスカッションを多く取り

入れているクラスとチームビルディング演習を行うクラスを

設けた。 

産学連携授業の

推進 

合同ＦＤ（武蔵野大学、山

梨英和大学など） 

2014 年度に地元の信用金庫と連携協定を締結し、今後、

授業への講師派遣、地元企業の紹介などを行う予定であ

る。「職業選択とキャリア形成Ⅰ・Ⅱ」では、主に卒業生を

ゲスト講師に招き、多様な業界・職種の理解を深めている

が、今後は地元の中小企業への理解を深めることが可能

となる。 

インターンシップ

の充実 

教育改善研究会（宇都宮

大学、創価大学の事例発

表など） 

地元信用金庫との連携により、「インターンシップ」「地域イ

ンターンシップ」の受け入れ企業の拡大や課題解決型イン

ターンシップの実施が可能となる。また、経営学部では

2015 年度「グローバル・キャリア入門」を特別講義として開

講し、海外企業と国内企業での短期インターンシップと留

学生との交流を通して、グローバル人材として求められる

ている能力について理解を深めるとともにジェネリックスキ

ルの修得を目指している。 

日

本

社

会

事

業

大

学 

キャリア教育科目

の体系化 

合同 FD での授業見学(電

気通信大学)、教育改善研

究会での報告(宇都宮大

学) 

1～2 年生が対象の「アカデミック・プランニングⅠ」におい

て、教員とのコミュニケーションをとる力や生活記録化の体

験をさせ、3～4 年生が対象の「アカデミック・プランニング

Ⅱ」において、専門の学習と就労の関係を理解させるよう

に改善する。 

ジェネリック・スキ

ルの強化 
学内の FD での意見交換 

1 年生が対象の「教養基礎演習」において、読み方、調べ

方、書き方のトレーニングを強化するように改善する。毎学

年実施しているコミュニケーション検定の内容の見直しを

行う。 

アクティブ・ラーニ

ングの推進 

教育改善研究会での報告

（武蔵野大学） 

3 年生が対象の「専門演習」において、実際の活動とかか

わった学びを行う。障害者支援、被災地、発展途上国の

NGO、国内の NPO などとかかわりを持っているクラスが既

にあるが、その数を増やす。 

産学連携授業の

導入 

合同 FD での授業見学(電

気通信大学、昭和音楽大

学） 

社会福祉実践現場と協力して人材の育成を行っていく。

全科目で 1 回はゲストスピーカーを設けるようにしている

が、それをより積極的に活用するようにする。 
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 改善事項 改善の取り入れ元 改善科目、および改善内容 

武

蔵

野

大

学 

ジェネリック・スキ

ルの強化 

神奈川工科大学での実施

事例 

神奈川工科大学での教育測定（成長度把握アセスメント）

の実施事例を本学の教育評価参考にして、就業力支援を

図った。 

アクティブ・ラー

ニングの推進 

・教育改善研究会での意

見交換、合同 FD での授業

見学、アクティブラーニング

に関する調査結果など、本

事業の一連の活動を通じ

て 

電気通信大学の取組を参考に「学年縦割授業」をベースと

するアクティブラーニングの授業を、H27 より一部の学部で

採用することとした。 

インターンシップ

の充実 
インターンシップ報告会等 

・他大学の実施事例を参考に、本学でも多様なインターン

シップの導入を図った。 

・「国内インターンシップ」では、実習期間 2 週間以上 2 単

位の他に、1 週間 1 単位のプログラムを新設し、インターン

シップにチャレンジするハードルを下げることで、より多くの

学生が就業体験を経験できるように改善した。 

・「海外インターンシップ」では、英語圏だけでなく、中国語

圏のインターンシップ先を新設することにより、学生の就業

体験機会を増やし、かつ費用負担減に繋がることはもちろ

ん、産業界のニーズにも応えられるよう改善した。 

神

奈

川

工

科

大

学 

キャリアプラニン

グ力及びジェネ

リック・スキルの

強化 

・横浜国立大学「産業界ニ

ーズ調査結果」（H25 教育

改善研究会） 

・合同 FD での授業見学

（電気通信大、創価大、昭

和音大など） 

・各研究会での産業界委

員の意見 ・成長度把握ア

セスメント結果         

改善科目：キャリア設計 
ジェネリック・スキルに加え、私生活との調和を含め自律的

キャリア形成能力を養成する内容を取り入れた。                                        

本学のポートフォリオを活用し、授業内容を改善した。                             

成長度把握アセスメントの実施から授業内容の改善を検

討中。 

授業方法（ＰＢＬ/
アクティブ・ラー

ニング等）の改

善 

・横浜国立大学「産業界ニ

ーズ調査結果」（H25 教育

改善研究会） 

・合同 FD での授業見学

（電気通信大,創価大、昭

和音大など） 

・各研究会での産業界委

員の意見 ・成長度把握ア

セスメント結果         

改善科目：キャリア開発 
合同 FD での授業見学（電気通信大、創価大、昭和音大

など）等から、参観者のアンケートを参考に授業方法を改

善した。 

本学のポートフォリオを利用し授業方法を改善した。                                 

成長度把握アセスメントの実施から授業方法の改善を検

討中。 

産学連携授業の

充実 

・各業界の有名企業から外

部講師を招聘                

改善科目：業界研究                                  

各業界から外部講師を招聘し、自己の適性と社会に存在

する多種多様な産業の実態を把握し、出来うる限り就職の

ミスマッチを未然に防止することによりキャリアデザインに

取り組む。そして、各自の適性に見合った業界を選択する

ための一助とする。インターンシップに対応するため、情報

収集及び具体的行動についての準備を喚起する。                                      

インターンシップ

の充実 

・関東山梨地域グループに

於けるインターンシップの

取組                

改善科目：インターンシップ準備演習                                  

大学での学習内容が企業や事業所・教育現場などでどの

ように活用されているか、また自分の職業観、社会性、働く

ことの意義、仕事や会社への具体的な理解とイメージ等

を、就業体験を通して持つことができるようになるための準

備を行う。  
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 改善事項 改善の取り入れ元 改善科目、および改善内容 

昭

和

音

楽

大

学 

キャリア教育科

目の体系化 

・教育改善研究会での意

見交換、合同 FD での授業

見学など、本事業の一連の

活動を通じて 

平成 23 年度より、専門教育と連動した体系的なキャリア教

育をカリキュラムの中に位置づけた。幅広い視点で音楽を

捉える力を育み、将来にわたり、多方面で活躍できる人材

育成をめざしている。現在までに「音楽人基礎①」（Ｈ２３）

「音楽人基礎②」「音楽人研究」（Ｈ２４）「フィールドインタ

ーンシップ①」（Ｈ２５）「フィールドインターンシップ②」（Ｈ２

６）を開講し、音楽業界と連携して、複眼的な視点による職

業観を育成している。今後も本学学生が主体的に学ぶ姿

勢を醸成し、音楽の専門力と汎用的能力の両方を養成で

きるようにする。 

ジェネリック・スキ

ルの強化 

・昭和音楽大学「社会にお

ける音楽大学卒業生のニ

ーズ調査」(H24 年度実施）

「産業界の人材ニーズ調査

結果」（H25 年度実施。  

平成 26年教育改善研究会

他で発表） 

・合同 FD での授業見学

（電気通信大、神奈川工大

等） 

・各研究会での産業界委

員の意見 

音楽人基礎①： 
講義内容にディスカッション・グループワーク、プレゼンテ

ーションを導入し、多様なコースを超えて話し合う機会を持

ち、グループ内で意見をまとめ発表を行った。また、個々

の学生が自分自身がこれまでに経験してきたことを基にプ

ロフィールを作成させ、文章作成能力を強化。 
音楽人基礎②： 
コミュニケーション力を養うため、講義内容にグループワー

クの要素を取り入れ、ディスカッションを行った。 

アクティブ・ラー

ニングの推進 

・合同 FD での授業見学

（電気通信大学など） 

・亜細亜大学「インタビュー

実践」など、教育改善研究

会での各大学の事例 

音楽人研究： 
業界リサーチに基づく関係者へのインタビューを課題とし

て設定。学生がグループで音楽関連企業や団体等を訪

問。実際の現場の方にインタビューし、その内容をレポート

にまとめ発表し、将来希望する職種に対し理解を深めた。 

産学連携授業の

導入 

・教育改善研究会での各

大学の事例 

・各研究会での産業界委

員の意見 

音楽人基礎②： 
音楽業界や舞台芸術団体等からゲスト講師を招聘し、業

界で必要とされる能力を知り、主体性を持った学びに繋げ

ている。 

また、様々な職業に就く卒業生によるパネルディスカッショ

ンも行い、複眼的視点による職業観を育成している。 

インターンシップ

の充実 

・合同 FD での授業見学

（亜細亜大学・東京経済大

学など） 

・インターンシップ報告会へ

の参加（H26/12/13) 

フィールドインターンシップ： 
音楽系企業や芸術文化組織等との連携のもと、現場での

就業体験を行う。自己を見つめ、将来について考える機会

を与えると同時に、事前準備や終了後の報告会、報告書

作成等を通じて、プレゼンテーション能力、文章力を養

い、より実践的な力をつけることを目指している。今後は、

学生の希望職種等を鑑み、より多様な受け入れ企業の開

拓も視野に入れていきたい。 
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 改善事項 改善の取り入れ元 改善科目、および改善内容 

山

梨

英

和

大

学 

キャリア教育科

目の体系化 

・教育改善研究会での意

見交換、合同 FD（電気通

信大、宇都宮大学など）で

の授業見学など、本事業の

一連の活動を通じて 

キャリア教育科目の体系化方針： 
各フェーズごとに学修目標を立てた体系的な教育を構築

した。特に初年次はキャリアデザイン 1 を必修とし，自修力

を高めるための授業を展開した。 

ジェネリック・スキ

ルの強化 

・教育改善研究会（昭和音

楽大学「音楽人研究とフィ

ールドインターンシップの

実践」など）での意見交換

など、本事業の一連の活動

を通じて 

キャリア教育の設計に関してはすべてジェネリックスキルを

強化するよう意識してカリキュラムを設計している。そのベ

ースとなるように学生の能力調査（PROG テスト）、企業や

卒業生、学生に対してアンケート調査を行った。キャリアデ

ザイン 3 ではチームで働く力や主体性を伸ばすための取

組を行っている。 

アクティブ・ラー

ニングの推進 

・教育改善研究会(日本社

会事業大学の事例等）での

意見交換など、本事業の一

連の活動を通じて 

キャリアデザイン１： 
社会人の講話を聴き、その際に学生には改題を提示して

いただく。課題は職業観の育成に繋がるものとした。それ

に対する回答としてチームで考えをまとめ、ポスター発表

若しくはプレゼンテーションを実施。 

産学連携授業の

導入 

・教育改善研究会での意

見交換、合同FD(電気通信

大学）での授業見学など、

本事業の一連の活動を通

じて 

本学は 7 コース制をとっているがその中でビジネス・コミュ

ニケーションコースと連携し、産学連携授業を行った。特

に、地元企業との連携を強化し現地視察を通したビジネス

の現場理解の場を設けた。さらに職業観を涵養する為に

多様な職種（企業人、NPO 法人、官公庁）の方と連携した

授業を行った。 

インターンシップ

の充実 

・教育改善研究会での意

見交換、合同FD(東京経済

大学、横浜国立大学、宇都

宮大学）での授業見学な

ど、本事業の一連の活動を

通じて 

インターンシップ： 

ジャネリックスキル調査を前提に課題解決力を育成する為

のプログラムを導入。事前学習では地元の産業界と連携

し、地域が抱える課題を解決しながら学修を深めた。実習

においては育成した課題解決力を活かすよう受入先と連

携し研修内容を構築した。 

海外インターンシップ： 

主体性やグローバル感覚を育成する為に 2013 年度開講

した科目。 

和

泉

短

期

大

学 

キャリア教育科

目の体系化 

教育改善研究会での意見

交換 

本学では１年次から２年次までの体系的な科目として、「キ

ャリアデザインⅠ」「キャリアデザインⅡ」を開講した。現在、

キャリア科目群の体系化について検討を行っている。 

ジェネリック・スキ

ルの強化 

各研究会での産業界委員

の意見 

「キャリアデザインⅠ」                          

キャリア発達向上を目指し①キリスト教の教えに基づく価

値形成、②市民･生活者としての視点の醸成③専門職とし

ての成長の３点の内容を取り入れた。 

アクティブ・ラー

ニングの推進 

教育改善研究会での各大

学の事例 

｢キャリアデザインⅠ」                          

グループディスカッションを取り入れた講義を設けた。 

産学連携授業の

推進 

教育改善研究会での各大

学の事例 

｢キャリアデザインⅡ」                          

相模原市幼稚園協会、横浜市私立幼稚園協会、相模原

市保育連絡協議会から講師を招き就職状況についての講

演を行う。又、卒業生を講師に招き、職種の理解を深める

ことができる。 

インターンシップ

の充実 

教育改善研究会での各大

学の事例 

日本保育協会との連携により、「インターンシップ：ふれあ

い体験」協会加盟園でのインターンシップの実施を行う。 
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 改善事項 改善の取り入れ元 改善科目、および改善内容 

昭

和

音

楽

大

学

短

期

大

学

部 

キャリア教育科

目の体系化 

・教育改善研究会での意

見交換、合同 FD での授業

見学など、本事業の一連の

活動を通じて 

平成 23 年度より、専門教育と連動した体系的なキャリア教

育をカリキュラムの中に位置づけた。幅広い視点で音楽を

捉える力を育み、将来にわたり、多方面で活躍できる人材

育成をめざしている。現在までに「音楽人基礎①」（Ｈ２３）

「音楽人基礎②」「音楽人研究」（Ｈ２４）を開講し、音楽業

界と連携して、複眼的な視点による職業観を育成してい

る。今後も本学学生が主体的に学ぶ姿勢を醸成し、音楽

の専門力と汎用的能力の両方を養成できるようにする。 

ジェネリック・スキ

ルの強化 

・昭和音楽大学「産業界の

人材ニーズ調査結果」

（H25 年度に実施。  

平成 26年教育改善研究会

他で発表） 

・合同 FD での授業見学

（電気通信大、神奈川工大

等） 

・各研究会での産業界委

員の意見 

音楽人基礎①： 
講義内容にディスカッション・グループワーク、プレゼンテ

ーションを導入し、多様なコースを超えて話し合う機会を持

ち、グループ内で意見をまとめ発表を行った。また、個々

の学生が自分自身がこれまでに経験してきたことを基にプ

ロフィールを作成させ、文章作成能力を強化。 
音楽人基礎②： 
コミュニケーション力を養うため、講義内容にグループワー

クの要素を取り入れ、ディスカッションを行った。 

アクティブ・ラー

ニングの推進 

・合同 FD での授業見学

（電気通信大学など） 

・亜細亜大学「インタビュー

実践」など、教育改善研究

会での各大学の事例 

音楽人研究： 
業界リサーチに基づく関係者へのインタビューを課題とし

て設定。学生がグループで音楽関連企業や団体等を訪

問。実際の現場の方にインタビューし、その内容をレポート

にまとめ発表し、将来希望する職種に対し理解を深めた。 

産学連携授業の

導入 

・教育改善研究会での各

大学の事例 

・各研究会での産業界委

員の意見 

音楽人基礎②： 
音楽業界や舞台芸術団体等からゲスト講師を招聘し、業

界で必要とされる能力を知り、主体性を持った学びに繋げ

ている。 

また、様々な職業に就く卒業生によるパネルディスカッショ

ンも行い、複眼的視点による職業観を育成している。 
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インターンシップ共通アンケート（テーマ③） 
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教育改善研究会 開催情報 

年度 開催日 テーマ 発表 タイトル 

平成24年度 平成 25 年 1 月 16 日 テーマ１ 電気通信大学 キャリア教育の取組および授業見学 

平成 25 年 3 月 26 日 テーマ２ 昭和音楽大学 学修評価とアクティブ・ラーニングの事例紹介 

テーマ２ 神奈川工科大学 キャリアポートフォリオについて 

平成25年度 平成 25 年 6 月 20 日 テーマ１ 宇都宮大学 宇都宮大学における 4 年一貫キャリア教育 

テーマ２ 日本社会事業大学 e-ポートフォリオを活用した 

アカデミックプランニングについて 

平成 25 年 8 月 5 日 テーマ３ 昭和音楽大学 インターンシップの実践 

平成 25 年 11 月 13 日 テーマ１ 亜細亜大学 インタビュー実践 

（オリエンテーション・ゼミナール） 

テーマ２ 創価大学 産業界のニーズに応える学修評価の取組 

テーマ３ 東京経済大学 地域インターンシップの取組 

平成 25 年 12 月 19 日 テーマ１ 横浜国立大学 産業界ニーズ調査結果と 

キャリア教育体系の整備 

テーマ２ 和泉短期大学 保育者養成校におけるキャリアデザイン 

テーマ３ 山梨英和大学 インターンシップにおける段階履修の確立 

チームビルディング、受入機関との関係構築

課題設定 

平成26年度 平成 26 年 6 月 17 日 テーマ１ 横浜国立大学 アクティブ・ラーニングの実践： 

主体的な学びの模索 

テーマ２ 山梨英和大学 地元産業界と連携したアクティブ・ラーニング

の実践と検証アセスメントの実施 

テーマ３ 創価大学 産業界のニーズに応えるインターンシップ 

課題解決型インターンシップの事例 

平成 26 年 10 月 21 日 テーマ１ 日本社会事業大学 アクティブ・ラーニングの創造 

地域事業所と連携した大学生の参加型学習 

テーマ２ 亜細亜大学 活動体験を『本物の自信』につなげる 

就業力マイレージの運用と課題 

テーマ３ 宇都宮大学 国際インターンシップとは 

海外でインターンシップを行う意義等 
平成 27 年 1 月 20 日 テーマ１ 昭和音楽大学 

短期大学部 

実践的な成果発表の機会について 

テーマ２ 昭和音楽大学 産業界の音楽大学への期待 

各種調査結果から 

テーマ３ 和泉短期大学 

北里大学 

はっぴぃアクアリウム・プロジェクトの取組 

 繋がる力・繋げる力 
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各大学の取組内容紹介ポスター（平成２６年３月１日 中間報告シンポジウム ポスター展示） 
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各大学の成果紹介ポスター（平成２７年２月２８日 成果報告シンポジウム ポスター展示） 
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各大学のシンポジウム等の情報 
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作成者 電気通信大学 松木利憲 他 
作成日 2015 年 2 月 6 日 
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